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平成29年第４回定例会議会会期日程 

 

月 日 曜 日 内              容 

12／４ 月  開会・請願 委員会付託・行政報告・提案理由説明・議案審議（議案第40

 号、議案第44号）質疑 委員会付託・研修報告 

12／５ 火  休会（議案調査） 

12／６ 水  一般質問（４人） 

12／７ 木  一般質問（２人）全員協議会 

12／８ 金  総務常任委員会 

 文教厚生常任委員会 

 産業建設常任委員会 

12／９ 土  休会 

12／10 日  休会 

12／11 月  休会（議案調査）全員協議会 

12／12 火  議案審議（承認第７号、承認第８号、議案第39号、議案第41号～議案第43

 号、諮問第２号）・質疑・討論・表決 

 委員長報告・質疑・討論・表決・発議・閉会 
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            平成29年第４回菊陽町議会定例会一般質問表 

 

順位 質 問 者 質 問 事 項 質  問  の  要  旨 

１ 
上田 茂政 

（P31～） 

１．白水台地の農業振興につ

  いて 

(1)農地の集積・集約の現状はどうなってい

  るのか。 

(2)深迫ダムの現状について報告を受けた

  が、その後町はどのように考えているの

  か。 

２．防災計画について 
防災計画について町はどのように考えてい

るのか。 

３．今後の行政運営について

(1)後藤町長の今後の行政運営について。 

(2)総合体育館に福祉施設の併設の考えはあ

  るのか。また、ＰＦＩ構想はあるのか。

２ 
西本 友春 

（P43～） 

１．ピロリ菌検査への助成に

  ついて 

(1)町の健康診断の項目にピロリ菌検査を追

  加することと、検査費用の個人負担の軽

  減をする必要があるのではないか。 

(2)将来の胃がん予防のため、中学生を対象

  としたピロリ菌検査も必要ではないか。

２．デマンド交通について 

(1)交通難民対策をどのように考えているの

  か。 

(2)巡回バス＋乗合タクシーの複合的なシス

  テムについてどのように考えるのか。 

３．待機児童解消について 

(1)０～２歳までの待機児童の現在までの推

  移と今後の推移をどのように考えている

  のか。 

(2)町立保育所は平成30年４月以降、０歳

  児、１歳児クラスを開所できない可能性

  があるとなっているが、どのような理由

  で開所できないのか、また、私立保育所

  についてはどのような状況となっている

  のか。 

(3)町立保育所の民営化に伴い、正職員は保

  育所以外の業務に就くことについて、ど

  のように考えているのか。 

４．防災行政無線について 

(1)戸別受信機の福祉施設への無償貸し付け

  の検討はどこまで進んでいるのか。 

(2)防災士宅への戸別受信機の無償貸し付け

  をどのように考えているのか。 
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順位 質 問 者 質 問 事 項 質  問  の  要  旨 

   

(3)国や自治体、関係事業者が連携し戸別受

  信機の標準的な仕様を定める検討会を行

  っているが、安価な戸別受信機が開発さ

  れた場合の無償貸し付けをどのように考

  えているのか。 

３ 
甲斐 榮治 

（P56～） 

１．（仮称）光の森多目的広

  場の活用について 

(1)同広場を防災広場として活用する計画

  は、町執行部の方向性であるか、決定で

  あるか。 

(2)その方針なり決定なりが公表されるまで

  には、どのような過程を経たか。 

(3)その公表の仕方は妥当だったか。 

(4)提案した事業を今後どのように進めるつ

  もりか。計画の概要を示せ。 

(5)事業に要する資金の概算はいくらか。ま

  たその財源はどのように調達するつもり

  か。 

(6)同広場の活用について再検討すべきでは

  ないか。 

２．町立保育所の民営化事業

  について 

(1)計画の遂行が当初の予定より遅れている

  が、その理由は何か。 

(2)武蔵ヶ丘第一保育園の民営化の日程を含

  め、今後の事業遂行の日程を示せ。 

(3)正規37人、非正規106人の町職員の希望

  と町または引き受け法人の雇用意思に齟

  齬が起きて、結果として失業のやむなき

  に至った場合の補償を考えているか。 

(4)年度途中の民間移管に問題はないか。 

３．同和対策事業について 

(1)入道水及び馬場地区の教育集会所の再建

  に関して、県からの補助金は獲得できた

  か。また事業の概要についての説明はど

  うするのか。事業費の額は適正か。 

(2)平成28年10月21日（金）厚生労働省に陳

  情した件（ＩＣ部品組立工場及び自動車

  整備工場の震災復旧に関する補助金交

  付）はその後どうなったか。 

４ 
佐々 木理美子 

（P70～） 

１．小中学校部活動の社会体

  育への移行について 

(1)町の方針・体制、準備委員会の進捗状況

  はどのようになっているか。 

(2)今後社会体育への移行を小・中学校でど

  のように進めていくのか。 
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順位 質 問 者 質 問 事 項 質  問  の  要  旨 

２．保育園民営化後の武蔵ヶ

  丘第二保育園について 

(1)土地・建物を活用する計画はあるのか。

(2)子育ての場所、児童、子育て世代の交流

  の場にするべきではないか。 

５ 
大久保 輝 

（P83～） 

１．菊陽町復興まちづくり計

  画（案）について 

(1)復興まちづくり計画の目的はなにか。 

(2)町の更なる発展に向けた具体的な取り組

  みはなにか。 

(3)菊陽町地域防災計画との整合性はどのよ

  うに考えるのか。 

(4)災害時の情報伝達不足に対する対策をど

  う考えているのか。 

(5)策定プロセスにおける、町民意見の反映

  はどのように考えているのか。 

２．（仮称）光の森多目的広

  場の土地利用について 

(1)防災広場としての整備計画はどのような

  ものか。 

(2)防災広場としての整備計画を決定した経

  過及び国・県との協議状況はどうなって

  いるか。 

(3)広場全体の利用計画・構想はあるのか。

(4)防災広場として整備する目的はなにか。

(5)民間企業との災害時応援協定の見直しを

  行うべきではないのか。 

(6)広場ではなく、災害時には避難所とする

  ことができる施設等を検討するべきでは

  ないか。 

３．交通体系の充実について

(1)巡回バスは路線によって乗車人数の差が

  大きいが、効率的な運用を今後どう考え

  ていくのか。 

(2)町民の要望は、どのような声があるの

  か。 

(3)乗り合いタクシーの導入をとの声がある

  が、現在の検討状況はどうなっている

  か。 

(4)乗り合いタクシーの試験運行はできない

  のか。 

６ 
小林久美子 

（P98～） 

１．防災計画について 
白川の河川整備については、今後どのよう

に考えているのか。 

２．巡回バスについて 
町外の主な施設までの要望があるが（例 

日赤など）検討ができるのか。 

３．子育て支援について 

(1)学校給食費の一部補助ができないか。 

(2)子ども医療費の自己負担の解消ができな

  いか。 
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順位 質 問 者 質 問 事 項 質  問  の  要  旨 

４．空き家対策について 
庁舎内の窓口を一本化してほしいという

要望があるが、実現できないか。 
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1. 議 事 日 程（１日目） 

    （平成29年第４回菊陽町議会12月定例会） 

                                    平成29年12月４日 

                                    午 前 10 時 開議 

                                    於   議   場 

 日程第１ 会議録署名議員の指名について 

 日程第２ 会期の決定について 

 日程第３ 諸般の報告 

 日程第４ 行政報告 

 日程第５ 町長提出承認第７号から諮問第２号までを一括議題 

 日程第６ 町長の提案理由の説明 

 日程第７ 議案第40号 菊陽町空家等対策協議会条例の制定について 

 日程第８ 議案第44号 町道路線の認定について 

      （委員会付託） 

 日程第９ 研修報告 

2. 出席議員は次のとおりである。        

  １番  大久保   輝 君            ２番  阪 本 俊 浩 君 

  ３番  西 本 友 春 君            ４番  那 須 眞理子 君 

  ５番  佐々木 理美子 君            ６番  中 岡 敏 博 君 

  ７番   本 孝 寿 君            ８番  吉 山 哲 也 君 

  ９番  北 山 正 樹 君            11番  石 原 武 義 君 

  12番  岩 下 和 高 君            13番  大 塚   昇 君 

  14番  川 俣 鐵 也 君            15番  上 田 茂 政 君 

  16番  小 林 久美子 君            17番  甲 斐 榮 治 君 

  18番  渡  裕 之 君 

3. 欠席議員 

   な   し 

4. 職務のため会議に出席した事務局職員の職氏名 

  議会事務局長  髙 木 定 伸 君 

  書    記  山 川 真喜子 君 

  書    記  益 満   基 君 

5. 地方自治法第121条により説明のため出席した者の職氏名 

  町    長  後 藤 三 雄 君        副  町  長  吉 野 邦 宏 君 

  教  育  長  上 川 幸 俊 君        教 育 次 長  徳 淵 盛 也 君 

  総 務 部 長  吉 川 義 則 君        福祉生活部長  阪 本 浩 德 君 
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  経 済 部 長  今 村 敬 士 君        土 木 部 長  大 山 陽 祐 君 

          市 原 憲 吾 君        総 務 課 長  板 楠 健 次 君 

  総合政策課長  中 島 秀 樹 君        財 政 課 長  西 本 一 浩 君 

          酒 井 章 彦 君        人権教育・啓発課長  古 賀 直 之 君 

  福 祉 課 長  矢 野 信 哉 君        子育て支援課長  東   桂一郎 君 

          阪 本 章 三 君        介護保険課長  宮 川 照 之 君 

          服 部 誠 也 君        農 政 課 長  山 川 和 徳 君 

  商工振興課長  川 上 一 弘 君                小 野 秀 幸 君 

  都市計画課長  井 芹   渡 君        下水 道課長  矢 野 和 幸 君 

  環境生活課長  丸 山 直 樹 君        総務課総務法制係長  小 泉 秀 和 君 

          士 野 公 典 君                梅 原 浩 司 君 

  図 書 館 長  川 端 慎 一 君        農業委員会事務局長  渡 辺 博 和 君 

        

  

会計管理者兼 
会 計 課 長 

生涯学習課長兼
中央公民館長 

総務部審議員兼 
税 務 課 長 

福祉生活部審議員兼 
健康・保険課長 
福祉生活部審議員兼 
町 民 課 長 

土木部審議員兼
建 設 課 長

教育審議員兼 
学 務 課 長 
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            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

              開会 午前10時０分 

○議長（渡裕之君） おはようございます。 

 ただいまから平成29年第４回菊陽町議会定例会を開会します。 

 これから本日の会議を開きます。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第１ 会議録署名議員の指名について 

○議長（渡裕之君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第127条の規定によって、５番佐々木理美子君、６番中岡敏博

君を指名します。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第２ 会期の決定について 

○議長（渡裕之君） 日程第２、会期の決定についてを議題とします。 

 今定例会の会期は、本日から12月12日までの９日間としたいと思いますが、御異議ありませ

んか。 

              〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 異議なしと認めます。したがって、今定例会の会期は、本日から12月12日

までの９日間と決定をいたしました。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第３ 諸般の報告 

○議長（渡裕之君） 日程第３、諸般の報告を行います。 

 本会議に出席を求めた説明員の職氏名は、議席に配付のとおりです。 

 次に、地方自治法第235条の２第３項の規定による例月出納検査８月、９月、10月分の結果

報告は、議席に配付のとおりです。 

 次に、地方自治法施行70周年記念式典が11月20日、東京国際フォーラムで開催をされまし

た。22日には、町村議会議長全国大会がＮＨＫホールで開催され、大会終了後に、県関係国会

議員への要望書の提出を行いました。大会内容等につきましては、議席に配付のとおりです。 

 次に、先般、議員派遣を行いました研修概要については、議席に配付のとおり報告いたしま

す。 

 次に、今回受理いたしました請願は、議席に配付の請願文書表のとおり、総務常任委員会に

付託をしましたので、報告をいたします。 

 これで諸般の報告を終わります。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第４ 行政報告 

○議長（渡裕之君） 日程第４、行政報告を行います。 
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 町長から行政報告の申し出があります。これを許します。 

 後藤町長。 

○町長（後藤三雄君） おはようございます。 

 議員各位におかれましては、平成29年第４回菊陽町議会定例会をお願いしましたところ、

12月を迎え、大変御多用の中、御出席をいただきまして、誠にありがとうございます。 

 昨年発生しました熊本地震から１年７か月が過ぎました。町を見渡しますと、少しずつでは

ありますが、復旧・復興の歩みが着実に進んでいるところであります。また、10月22日に執行

された衆議院議員総選挙は、安倍晋三政権の継続を掲げた自民党が単独で280を超える議席を

得て圧勝し、連立を組む公明党と合わせ、憲法改正の国会発議に必要な３分の２を上回ったこ

ともあり、アベノミクスが加速するとともに、これまでの経済政策が続くものと予想されま

す。 

 それでは初めに、全国町村長大会について報告いたします。 

 11月29日に、東京都のＮＨＫホールにおきまして全国町村長大会が開催されました。内容

は、全国町村会長になられました荒木泰臣嘉島町長の挨拶に続き、大島衆議院議長などの来賓

の方々が祝辞を述べられ、議事に入りました。 

 大会決議として、本年は11項目が提出されました。主な内容を紹介しますと、東日本大震

災、熊本地震及び豪雨災害等からの復旧の加速化を図るとともに、全国的な防災・減災対策を

強力に推進すること。一つ、一億総活躍社会の実現に向け、地方創生のさらなる推進を図るこ

と。一つ、道州制は導入しないこと。一つ、まち・ひと・しごと創生事業費を拡充するととも

に、地方交付税等の一般財源の総額を確保することなどが全会一致で決議をされました。 

 また、重点要望として、平成30年度政府予算編成及び各種政策の具体化に当たっては、特に

９つの事業について十分配慮するよう強く要望しています。主な内容を紹介しますと、１項目

めに、大規模震災、豪雨災害等からの復旧・復興と全国的な防災・減災対策の強化に関するこ

ととして、平成28年熊本地震からの復旧・復興対策等について。２項目めに、一億総活躍社会

の実現に向けた地方創生のさらなる推進に関することとして、地方創生のさらなる推進や社会

保障に係る安定財源の確保、子育て支援の充実等について。４項目めに、地方税財政に関する

こととして、地方交付税の総額の確保や固定資産税の安定的確保について。６項目めに、教育

施設等の推進に関することとして、老朽化したスポーツ、文化施設の安全の確保、長寿命化の

ための施設改修や建て替え等、各種装置の高度化、施設の多機能化、省エネルギー化、バリア

フリー化等の機能向上に対する国の財政措置を創設すること等についてであります。 

 なお、大会ではほかに、政府・与党が2018年度税制改正で創設を目指す全国森林環境税の実

現を求める特別決議も採択をされました。 

 次に、熊本地震の復旧・復興対策からの行政報告をいたします。 

 まず、熊本地震による損壊家屋の解体、撤去についてであります。現在、半壊以上の罹災家

屋等に対する公費による解体を実施しております。進捗状況につきましては、11月末現在で、
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自主解体91棟を含む全棟数が424棟のうち完了が398棟、進捗率93.86％となっております。全

体的には、申請者の権利関係あるいは家財道具の搬出などの解体準備の遅れで処理できない数

件を除き、12月末までに完了する見込みであります。今後も、この事業の早期完了を目指して

取り組んでまいります。 

 次に、共同墓地復旧支援事業についてであります。熊本県では、平成28年熊本地震復興基金

の交付対象として、集落共有の墓地において、通路部分や擁壁等の共有部分の復旧に要する経

費を支援するための共同墓地復旧支援事業を追加されました。本町でも相談を受けている地区

がありましたので、補助金交付要綱を制定し、熊本地震により被災した共同墓地等の復旧に係

る費用の一部を補助することとしました。 

 次に、農業関係の支援についてであります。被災された農業者の支援については、被災農業

者向け経営体育成支援事業に取り組んでいるところであります。この事業は、今まで農業に頑

張ってこられた方々が農業を続けられることを条件として、農産物の生産、加工に必要な施設

の修繕に対する助成や、被災した農業用施設の撤去についての補助を行うものであります。現

在までに延べ115経営体231物件の申請があり、申請件数の全部の５億1,905万円の補助金の交

付が決定しており、53の経営体では既に事業が完了しております。 

 次に、11月に開催しましたイベントについてであります。 

 11月11日土曜日に、本年で30回目となりましたすぎなみフェスタ2017を開催しました。その

際には、今年も姉妹都市の屋久島町から荒木町長以下12名をお迎えし、華を添えていただきま

した。会場内のコーナーでは、地元産の農産物や加工品の販売や、各種団体の展示や体験コー

ナーなど、内容の充実を図ったところであります。また、ステージでは、町立、私立保育園の

遊戯や演奏、子ども向けショーや各種団体の出演などが行われ、天候も秋晴れの中、約

7,000人の来場者でにぎわいました。今後も、菊陽町の基幹産業であります農業とともに、健

康、福祉、環境、人権等の分野を含めた総合祭として、町民相互の交流を深め、都市部と農村

部の交流による農業の活性化に向けて取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、11月19日には、一昨年新たに整備しました鼻ぐり井手公園を主会場に、第８回菊陽町

鼻ぐり井手祭を開催しました。当日は約1,400人の来場があり、馬場楠の獅子舞や菊陽南小学

校児童による鼻ぐり井手をめぐる劇など、盛りだくさんのステージ発表と、町文化財ボランテ

ィアガイド及び子どもボランティアガイドが鼻ぐりの説明を行い、来場者に菊陽町に残る歴史

的遺構をＰＲすることができました。 

 次に、鹿児島県屋久島町との災害時相互応援協定の締結についてであります。 

 11月11日に、本町の姉妹都市であります鹿児島県屋久島町と災害時相互応援協定を締結しま

した。協定の主な内容は、災害発生時の食料、生活物資などの提供や救急、医療、防疫のほ

か、職員の派遣などについてであります。 

 なお、本町が県外の自治体と災害時相互応援協定を締結したのは、大阪府豊中市に続き２例

目であります。 
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 次に、地方創生推進事業についてであります。 

 平成28年度から国の地方創生推進交付金を活用し、実施しているきくよう健康ビジネス起業

化プロジェクトについて、今年度においては菊陽町総合交流ターミナル「さんふれあ」の改修

を行い、健康メニューを提供するレストランや健康増進ジムを設置し、タニタと連携した健康

メニューの開発などに取り組んでいるところです。 

 また、町民の健康づくりの取組に対してポイントを付与し、「さんふれあ」商品券と交換で

きるきくよう健康倶楽部事業を平成30年１月から開始し、光の森町民センターをはじめとして

ふれあいの森研修センターや南部町民センターなど、町内施設に健康づくりの取組を拡大して

まいります。これらの事業の推進により、町の農畜産物や加工食品等の需要を掘り起こすとと

もに、町民の食事や運動など、健康意識の向上を図ってまいります。 

 次に、地域防災計画及び受援計画についてであります。 

 まず、地域防災計画の見直しについてです。計画本体の見直しとあわせ、小学校区別の防災

計画を策定することを６月議会で報告し、８月には第１回のワークショップを行ったところで

す。現在、取りまとめと検討を行っており、近いうちに第２回目のワークショップを実施しま

す。 

 また、県が設置する復興基金を活用し、県と協力しながら、本町における災害時受援計画を

策定しております。これは、災害時に自衛隊や他の市町村からの応援の受入れをあらかじめ定

めておくことで、早期の災害復旧を図るものであります。いずれの計画も、平成30年３月まで

に定めることとしております。 

 次に、公立保育所民営化について報告いたします。 

 町では、本年３月に新たな菊陽町公立保育所民営化計画を策定し、子どもが多様な保育を受

けることができる機会を増やし、保育を含めた子育て支援全般を充実させることを目的に、町

立保育所の民営化を進めております。計画策定後は、関係者の十分な理解を得るため、議員の

皆様、各区長及び民生委員の方々、保育所職員、保護者の方々への説明を行ってまいりまし

た。その後、説明の際にいただいた御意見や外部有識者等から成る選考委員会の御意見などを

もとに募集要項を作成し、去る12月１日に、町立保育所の白菊園、白鈴園、さくら園、武蔵ヶ

丘第一保育園、武蔵ヶ丘第二保育園の５園の民営化に係る移管先事業者の募集を開始したとこ

ろであります。 

 次に、企業誘致について報告いたします。 

 企業誘致につきましては、原水工業団地内に平成29年６月に立地協定を締結しましたＳＵＳ

株式会社様が、11月９日に地鎮祭を行い、新工場の建設に着手されました。新工場の完成は来

年５月の予定と伺っております。 

 また、同団地内に立地しております金属部品加工のナカヤマ精密株式会社様が、生産開発機

能の強化として、約３億円を投じ、新棟の建設等をされるため、平成29年11月16日に立地協定

を結んだところであります。 
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 最後に、本町出身で、今季2,000本安打を達成したプロ野球中日ドラゴンズの荒木雅博選手

の町民栄誉賞授与式と記念祝賀会を、12月26日に開催することとしております。関係する町民

の皆様とともに議員の皆様にも御案内しておりますので、御多用中とは思いますが、ぜひとも

御臨席賜りますようお願いを申し上げます。 

 以上、震災関連及び全国町村大会も含めて行政報告をいたしましたが、今後も安全で安心で

きる生活を回復し、震災前の生活や事業活動を取り戻し、加えて、一歩進んで将来の発展につ

ながる復興を力強く進めてまいりたいと考えております。議員各位の御理解、御協力をお願い

申し上げまして、行政報告とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○議長（渡裕之君） 行政報告を終わります。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第５ 町長提出承認第７号から諮問第２号までを一括議題 

○議長（渡裕之君） 日程第５、町長提出承認第７号から諮問第２号までの９件について一括し

て議題とします。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第６ 町長の提案理由の説明 

○議長（渡裕之君） 日程第６、ただいま議題としました議案に対する町長の提案理由の説明を

求めます。 

 後藤町長。 

○町長（後藤三雄君） それでは、平成29年第４回菊陽町議会定例会の付議事件について提案理由

を申し上げます。 

 提案いたします付議事件は、承認２件、議案６件、諮問１件について御審議をお願いするも

のであります。 

 それでは、付議事件の順に提案理由を申し上げます。 

 承認第７号は、専決処分の承認を求めることについて（平成29年度菊陽町一般会計補正予算

（第３号））であります。 

 平成29年度菊陽町一般会計補正予算（第３号）については、地方自治法第179条第１項の規

定により９月28日に専決処分をいたしましたので、同条第３項の規定により報告し、承認を求

めるものであります。 

 去る９月28日に衆議院が解散され、総選挙が10月10日公示、10月22日投開票の日程で執行さ

れることとなったため、これに伴う予算であります。内容は、歳入歳出予算の総額に1,508万

2,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を157億3,929万3,000円と定めました。 

 承認第８号は、専決処分の承認を求めることについて（損害賠償の額の決定）であります。 

 内容は、町道に係る損害賠償請求事件に関しまして、損害賠償の額の決定及びこれに伴う和

解について、地方自治法第179条第１項の規定により専決処分を行いましたので、同条第３項

の規定によりこれを報告し、承認を求めるものであります。 
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 議案第39号は、菊陽町印鑑条例の一部を改正する条例の制定についてであります。 

 内容は、印鑑登録証の亡失の届け出があった場合の本人の意思確認の方法を改め、あわせて

字句の修正をするものであります。 

 議案第40号は、菊陽町空家等対策協議会条例の制定についてであります。 

 適切な管理が行われていない空き家等が、防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に深刻

な影響を及ぼしているため、空家等対策の推進に関する特別措置法が平成27年に施行されたと

ころであります。本町においても、地域住民の生命、身体、財産の保護及び生活環境の保全を

図るためにも、同法第７条第１項の規定に基づく協議会を設置し、空き家等対策への対応が必

要となってくることから、今回、条例の制定を行うものです。 

 議案第41号は、平成29年度菊陽町一般会計補正予算（第４号）についてであります。 

 内容は、歳入歳出予算の総額に９億332万5,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を166億

4,261万8,000円と定めるものであります。 

 歳入は、町税を２億4,532万6,000円、国庫支出金を１億753万円、県支出金を１億3,563万

7,000円、諸収入を3,964万6,000円、町債を３億7,070万円、それぞれ増額するものです。 

 一方、歳出では、総務費を1,731万2,000円、民生費を３億609万8,000円、農林水産業費を３

億5,717万4,000円、土木費を1,712万2,000円、教育費を１億9,290万8,000円、それぞれ増額

し、公債費を948万7,000円減額するものなどです。 

 議案第42号は、平成29年度菊陽町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）についてであ

ります。 

 内容は、歳入歳出予算の総額に50万4,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を３億4,245万

1,000円と定めるものです。 

 歳入は、諸収入を50万4,000円増額するものであります。 

 歳出は、諸支出金を50万4,000円増額するものであります。 

 議案第43号は、平成29年度菊陽町下水道事業会計補正予算（第２号）についてであります。 

 内容につきましては、収益的収入及び支出の予定額において、事業収益を785万1,000円減額

し、13億5,077万8,000円と定め、事業費用を785万1,000円減額し、13億3,821万2,000円と定め

るものであります。 

 また、資本的収入及び支出の予定額においては、増減の補正はありませんが、資本的収入予

算内において予算組み替えの調整を行い、資本的収入予算の確保を図ることとしております。 

 議案第44号は、町道路線の認定についてであります。 

 内容は、町が寄附を受けました南花立地区ほか２件の開発に係る道路６路線を、新たに町道

として認定するものであります。 

 諮問第２号は、人権擁護委員候補者の推薦につき議会の意見を求めることについてでありま

す。 

 人権擁護委員のうち１名の方が平成30年３月31日をもって任期満了となりますので、候補者
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として、菊陽町沖野４丁目11番19号にお住まいの別府逸郎様を再任の候補者として推薦するも

のであります。 

 以上、付議事件の要旨のみについて申し上げましたが、詳細につきましては議案審議の際に

御説明申し上げますので、御承認賜りますようお願い申し上げまして、提案理由の説明とさせ

ていただきます。よろしくお願いいたします。 

○議長（渡裕之君） 提案理由の説明を終わります。 

 これから議案第40号、議案第44号について各課長の説明を求めますが、この後、各常任委員

会に付託を予定しておりますので、詳細な質疑については各委員会でお願いをいたします。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第７ 議案第４０号 菊陽町空家等対策協議会条例の制定について 

○議長（渡裕之君） 日程第７、議案第40号菊陽町空家等対策協議会条例の制定についてを議題

とします。 

 総合政策課長、説明を求めます。 

○総合政策課長（中島秀樹君） おはようございます。 

 議案第40号菊陽町空家等対策協議会条例の制定について説明申し上げます。 

 空き家対策に関しましては、適正な管理が行われていない空き家等が防災、衛生、景観等の

地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしているため、空家等対策の推進に関する特別措置法

が平成27年に施行されました。本町におきましても、地域住民の生命、身体、財産の保護及び

生活環境の保全を図るために協議会を設置するものです。 

 提案理由といたしましては、空家等対策の推進に関する特別措置法第７条第１項の規定に基

づく協議会の設置に伴い、菊陽町空家等対策協議会条例を制定する必要があるため、地方自治

法第96条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるものです。 

 空き家対策の条例につきましては、１ページめくっていただきまして、まず第１条、設置で

す。空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号。以下「法」という）第７

条第１項の規定に基づき、菊陽町空家等対策協議会（以下「協議会」という）を設置する。 

 第２条、所掌事務を定めております。協議会は、次に掲げる事項について協議することとし

ております。第１号、空家等対策計画（法第６条第１項に規定する空家等対策計画をいう）の

作成及び変更並びに実施に関する事項。第２号、空き家等が特定空き家等に該当するか否かの

判断及び特定空き家等に対する措置の方針に関する事項。第３号、その他空き家等に関する対

策の推進に関して町長が必要と認めること。 

 第３条は、組織に関することを定めております。協議会は委員15人以内をもって組織する。

第２項、委員は町長のほか、次に掲げる者のうちから町長が委嘱することとしております。第

１号、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者。第２号、町議会議員。第３

号、地域住民。第４号、関係行政機関の職員。第５号、その他町長が必要と認める者。 

 次に、第４条、委員の任期等について定めております。委員の任期は２年とする。ただし、
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再任を妨げない。第２項、委員が欠けた場合には補欠の委員を委嘱することができる。ただ

し、その任期は前任者の残任期間とする。第３項、委員は職務上知り得た秘密を漏らしてはな

らない。その職を退いた後も同様とする。 

 第５条、会長及び副会長について定めております。協議会に会長及び副会長を置き、委員の

互選によりこれを定める。第２項、会長は会務を総理し、協議会を代表する。第３項、副会長

は会長を補佐し、会長に事故あるときまたは会長が欠けたときはその職務を代理する。 

 第６条は、会議について定めております。協議会の会議（以下「会議」という）は会長が招

集する。第２項、会長は会議の議長となり、議事を整理する。第３項、委員の半数以上の者の

出席がなければ会議を開くことができない。 

 第７条、意見聴取に関することを定めております。協議会は、必要があると認めるときは委

員以外の者を会議に出席させ、意見もしくは説明を聞き、または必要な資料の提出を求めるこ

とができる。 

 第８条につきましては、庶務に関するものです。協議会の庶務は総務部において処理する。

基本的には、総合政策課が処理することとしております。 

 補則、第９条、この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は会長が協議

会に諮って定める。 

 附則。施行期日です。この条例は平成30年１月１日から施行することとしております。 

 招集の特例、最初に招集される会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、町長が招集する

こととしております。 

 以上、説明を終わります。 

 失礼しました。附則の２項、最初に招集されるの招集につきまして、てへんが抜けておりま

す。修正させていただきます。申し訳ございません。 

○議長（渡裕之君） 説明は終わります。 

 これから質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 

 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） 組織について質問をしたいと思います。 

 この協議会の会長と副会長は委員の互選によるというふうになってますが、これは町長が当

たられるべきものですか、全く別の場合もあるということでしょうか。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） 空き家対策に関しましては、法律が施行されまして協議会を設置

して進めることとしております。基本的には、町が主体となって進めていくべきものと考えて

おりまして、委員の互選ということは定めておりますけれども、そういう意味合いからします

と町長が会長として進めさせていただきたいと考えているところです。 

○議長（渡裕之君） ほかに質疑ありませんか。 
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 北山正樹君。 

○９番（北山正樹君） 質問いたします。 

 第３条ですけれども、今、課長の説明ですと、町長が会長として総理をしていくということ

になると、これは基本的には行政の仕事の範疇ということでしょ。その中に、委員の中に町議

会議員が入ってるんですね。議会というのは行政のチェック機関として存在しますので、私の

考え方からすると、こういう行政の職務の内容に議員が委員として入るというのは好ましくな

いと思っておりますが、町議会議員がここに入ってる理由は何でしょうか。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） お答えいたします。 

 議員がおっしゃるとおり、議会と町の関係に関しましては、二元代表制であったり行政の監

視ということは承知しているところです。空家法第７条第２項には、市町村のほか地域住民、

市町村の議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者、その他の市町

村長が必要と認める者をもって構成すると例示列挙してあります。空き家問題に関しまして

は、少子・高齢化が進展する中、今後ますます大きな社会問題となることが確実です。早い段

階からしっかりと対策をとっていかなければならないと考えているところです。また、行政だ

けで解決できるものでもないと考えます。そのため、議会や専門家、警察や消防、地域も巻き

込み、一丸となって取り組まなければならないと考えているためです。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） ほかに質疑ありませんか。 

 佐々木理美子君。 

○５番（佐々木理美子君） 第２条の２番、空き家などが特定空き家などに該当するか否かの判断

及び特定空き家に対する措置の方針に関する事項について、少し説明をいただければと思って

おります。特定空き家についての説明も一緒にお願いいたします。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） まず、特定空き家について説明をいたします。 

 特別措置法によりますと、特定空き家とは、そのまま放置すれば倒壊等、著しく保安上危険

となるおそれがある状態、または著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行

われていないことにより著しく景観を損なっている状態、その他周辺の生活環境の保全を図る

ために放置することが不適切である状態に認められるものを特定空き家と言っております。通

常、住んでないところを空き家と言うんであれば、危険な状態、不衛生な状態になったものを

特定空き家というふうに定義してあるところです。 

 第２条第２号の空き家等に該当するか否かの判断につきましては、その建物が本当に防災、

防犯上危険な空き家かどうかというのを私たち行政だけで判断することは非常に難しいもので

すから、それぞれの専門家、例えば所有権の問題等もありますので弁護士であったり、それか

ら建物に関して詳しい情報をいただくために建築士であったり宅建業者、不動産鑑定士と協議
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をして、そこが特定空き家になるかどうかということを判断していく、そういった事務を受け

持ってもらうというところで考えているところです。 

○議長（渡裕之君） ほかに質疑ありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 質疑なしと認めます。 

 これで議案第40号についての質疑を終わります。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第８ 議案第４４号 町道路線の認定について 

○議長（渡裕之君） 日程第８、議案第44号町道路線の認定についてを議題とします。 

 建設課長、説明を求めます。 

○土木部審議員兼建設課長（小野秀幸君） おはようございます。 

 議案第44号町道路線の認定について御説明いたします。 

 提案理由でありますが、道路法第８条第１項の規定により町道路線を認定するため、同法第

８条第２項の規定により議会の議決を求めるものであります。 

 内容については、参考資料の位置図により御説明いたします。 

 １ページを御覧ください。①、②、③、④の路線は、杉ノ本６号線から杉ノ本９号線の４路

線であります。場所は、尚絅大学短期大学部附属幼稚園の南側になりまして、民間住宅地開発

で築造され、町に帰属された道路であります。 

 ２ページを御覧ください。⑤、⑥の路線は、新山31号線、新山32号線であります。場所は、

新山区、新山公園の西側になりまして、それぞれ民間住宅地開発で築造され、町に帰属された

道路であります。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

○議長（渡裕之君） 説明は終わります。 

 これから質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 

 北山正樹君。 

○９番（北山正樹君） じゃ、質問をいたします。 

 町道の５号、６号線ですね。２ページの内容ですけれども、いずれも袋小路になって行き止

まりですね。前回もこういうようなミニ開発に伴う袋小路の道路が、実は続いてるわけです

ね。で、こういうものは、６号線とか、この入り口、道路、新山原水線ですね、そこのところ

にも家が建ち並ぶわけですけど、そういうところの出口が仮に火事になってどんどんどんどん

と類焼していったときに、袋小路の奥の方は避難する場所がない。そういうまちづくりの考え

方ですが、こういうことからすると、こういう袋小路を、ミニ開発をしました、県にも届け出

ました、ですから町に寄贈します、はい、分かりましたと言って受けるのは大変問題があると

思いますが、この辺のまちづくりに対する考え方としてはいかがですか。 
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○議長（渡裕之君） 建設課長。 

○土木部審議員兼建設課長（小野秀幸君） 議員がおっしゃいました袋小路の道路でございますけ

れども、まちづくりの基本の考え方としましては、道路網というのは公道から公道へ続くとい

うことを基本的に思っております。ただ、それが現実的にできない場合は袋小路という形で、

今回も議案に提出しましたけれども、こういう形になるものでございます。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） ほかに質疑ありませんか。 

 北山正樹君。 

○９番（北山正樹君） 続けて質問しますが、県が一定の手続を伴って許可をしたので、菊陽町は

そのまま、そのままと言ったら失礼ですけども、断ることができないということで認定したと

いうように僕は捉えてるわけですけれども、今現在、菊陽町の中にもミニ開発に伴って非常に

通りづらい道路がいっぱいできてますね。ですから、県は勝手に、勝手にと言うと失礼です

が、県は勝手に事業許可というか、開発許可をする。でも、菊陽町に住む我々が安全面とかそ

ういう面で大きな影響があるわけですね。ですから、こういうことをもっともっと一つ菊陽町

の主体として、例えば条例をつくるなり、あるいは規則をつくるなりして、こういう袋小路は

県が認めるにしても町の方としては寄贈を受けないというような体制をとるべきだと思います

が、その辺についての考えはいかがですか。 

○議長（渡裕之君） 建設課長。 

○土木部審議員兼建設課長（小野秀幸君） 開発行為については、もちろん県の方もチェックしま

すが、町の方でもチェックしながら、なるべく袋小路にならないような形で検討を行っている

ところでございまして、指導もまた行ってるところでございます。開発行為により設置された

道路といいますのは、都市計画法の第39条、その中で市町村が管理することと規定されており

ます。ですから、そのことに基づいて市町村が帰属を受け、管理をしてるところでございま

す。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 北山正樹君。 

○９番（北山正樹君） そりゃ分かってるんです。分かってるつもりで質問してるんですよ。じ

ゃ、例え話をします。出口のとこで火事になりました。類焼していきますと。風が吹いてどん

どん。そうすると、消防車が来たとしても、入り口のところで消火することはできるかもしれ

ないけど、道の奥の方は消防自動車が入れなくて消火活動ができない。その結果、どんどん類

焼していって、住民が逃げ場所を失って、仮に命を失う。大きな被害を受ける。そのときに、

この道路は町が管理している、そういう形で住民が町に対してある程度の損害賠償等々の請求

を行うということは考えられないですか。 

 もしくは、法律上、それはあることは分かってるんですよ。ただ、市町村が掲げる条例につ

いても上乗せ規定というものは現在としてあるわけですから、菊陽町はそういう法律を認めた
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上で、まちづくりの観点からこういう袋小路というものは受けることはできないという等の意

思表示等はできると思う。その辺についてはもう少し強い意識を持って、こういう法律がある

から開発行為に伴って受けるというのは、何か唯唯諾諾と受けてるというふうにしか感じない

わけですよ。まちづくりの主体というのは我々菊陽町、町民が考えることですので、そういう

意味から、住民の生命、財産を、特に生命ですね、そういう危険があるというものはやはり認

めるべきではないと思います。そのことについてはどういうふうにお考えですか。 

○議長（渡裕之君） 建設課長。 

○土木部審議員兼建設課長（小野秀幸君） 町としては、一定基準の開発基準を満たしている道路

については町の方が帰属を受け、管理をするべきというふうに思っております。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） ほかに質疑ありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 質疑なしと認めます。 

 これで議案第44号について質疑を終わります。 

 これから委員会付託についてお諮りをいたします。 

 会議規則第39条の規定により、議案第40号、議案第44号は、議席に配付しました委員会付託

予定表のとおり、それぞれ所管の常任委員会に付託したいと思いますが、御異議ありません

か。 

              〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 異議なしと認めます。したがって、委員会付託予定表のとおり、それぞれ

の所管の常任委員会に付託することに決定をいたしました。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第９ 研修報告 

○議長（渡裕之君） 日程第９、研修報告について。 

 これから閉会中の特定事件の調査について、総務常任委員会、文教厚生常任委員会で研修さ

れた件について報告をお願いいたします。 

 まず初めに、総務常任委員長本孝寿君。 

○総務常任委員長（本孝寿君） すいません、ただいまより総務常任委員会の研修報告を行いま

す。 

 我々総務常任委員会では、町民の関心が非常に高い予約型乗り合いタクシーの研修を、11月

７日に福岡県の八女市で委員会研修を行ってまいりました。八女市におきましては、平成18年

と22年の２度の合併を経て、人口約７万人、面積480平方キロメートルでございます。福岡県

内で２番目の広さでございまして、その66％を森林が占めているという市でございました。 

 八女市におきましては、八女市地域交通協議会を事業者、土木事務所、公安、住民の代表、

学識経験者で構成をされており、事業者選定におきましては事業者からプロポーザル方式で選
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定が行われており、会員登録は80代が半数を占め、また最高年齢は97歳の方がいらっしゃると

いうことでございました。予約受付、配車などの運行業務は、商工会に委託をされておられま

す。総額1,800万円の内訳といたしましては、人件費が1,300万円、残りをシステム及び事務調

査費に充てられておられます。平成19年７月から八女市住民移送サービス研究委員会を設置を

し、平成22年１月に第１次実証運行開始、12月に第２次実証運行が開始をされ、平成23年４月

に12台の運行をされておられます。また、平成24年４月に本格運行へと移行をされておられま

す。 

 市内11エリアのエリア内移動を原則に、平日のみ８便を運行されておられます。10人乗りワ

ゴンタクシーを12台、金曜日に13台を運行されており、予約受付、配車等運行業務を八女商工

会に委託をし、運行業務を地元事業者、予約配車システムをＮＴＴ西日本に委託をし、利用方

法は、事前に登録をしていただき、登録者が利用の30分前までに電話で予約をし、片道300円

で玄関から玄関まで送迎をしていただくシステムでございました。運賃におきましては、タク

シーの初乗りの約半額ということから300円の設定となったようでございます。 

 利用状況は、運行当初、１日の利用客は二十数名だったようでございますが、半年後には目

標を超えるたくさんの市民の皆様が利用され、平成28年度におきましては１日平均約217名の

利用で、年間５万3,900名が利用されているようでございました。利用者に喜んでいただける

ように、商店街の買い物でポイントシールを発行し、ポイントがたまったら乗り合いタクシー

券と交換をするなどの独自の工夫もされており、また民間バスとの共用も呼びかけておられま

した。本格運用まで５年を要し、ニーズはあったが、運行してみると利用客に反映できてない

などの全てがスムーズに進んでいるわけではございませんでしたが、現在では約80％の市民の

暮らしが便利になったというアンケート結果も出てるようでございました。 

 研修当日、予約センターも拝見をさせていただきましたが、その短時間におきましても予約

が入っており、ニーズが非常に高いということを改めて理解をできたところでもございます。

私ども議会が開催をする語る会でもコミュニティバスの御意見があり、町民の関心の高い、そ

してこれまでも、また今回も一般質問で取り上げられる予約型乗り合いタクシーであります

が、八女市のシステムを菊陽町にも当てはめてみて、高齢化が進むことが考えられる菊陽町に

おきましても、バス停からバス停までのコミュニティバスの運行ではなく、玄関から玄関まで

のドア・ツー・ドアの予約型乗り合いタクシーの運行が望まれるのではないか、今後も委員会

としてしっかりと検討をしてまいります。 

 これをもちまして総務常任委員会の研修報告を終わらせていただきます。 

○議長（渡裕之君） 総務常任委員長の報告を終わります。 

 次に、文教厚生常任委員長北山正樹君。 

○文教厚生常任委員長（北山正樹君） おはようございます。 

 それでは、文教厚生常任委員会の研修報告をいたします。 

 去る10月18、19日の両日にわたりまして、阪本福祉生活部長とともに福岡県那珂川町、岡垣
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町、春日市に出向いて、おのおのの研修地から貴重な御意見をいただいてまいりました。以

降、順を追って研修内容を報告いたします。 

 那珂川町では、病児・病後児保育の現状を課題といたしました。 

 同町が掲げる病児・病後児保育事業の目的は、児童が病気にかかっている、または病気の回

復期にあって集団保育が困難であり、保護者が勤務等の都合により家庭で保育できない場合

に、医療機関の専門スペースで一時的に児童を預かるサービスであり、保護者の子育てと就労

の両立を支援し、あわせて児童の健やかな育成を目的としているとして、対象者を、生後90日

から小学校６年生までの児童のうち、病気の回復期に至らない児童及び病気の回復期にあって

集団保育が困難であり、保護者が家庭で保育できない町内外の児童を対象としていて、定員は

４名でありました。 

 保育という言葉、概念から、一般的には未就学児童を対象と思われがちではありますが、那

珂川町では小学校６年生までを対象としていることに特色があると感じました。同政策の実施

機関は那珂川町でありますが、実務はキッズデイケアルームなかがわの名称で、かく、かくと

いうのはおのおのという意味じゃなくて郭さんという方ですけど、かく小児科医院が看護師１

名、保育士２名を配置して一括して運営しており、児童の病状が急変した場合などは迅速に同

病院が対応するなどの体制がとられていて、保護者は児童を安心して預けられるとの感触を得

られました。昨今の労働環境の変化に伴い、休みたくとも休めない子育て世代のニーズに応え

ることは、子育てしやすい町を標榜している本町にとっても最重要課題であることから、本町

に至っても那珂川町の事例を参考にして、特に病児を対象として取り組んでいくべきであるこ

とを感じました。 

 次に、公立保育園の１園を民間へ移行した岡垣町に、その際の進め方を課題として訪問をい

たしました。 

 岡垣町が民営化へ移行した背景と対象とした園は、１、国の方針から財政上必要であったこ

と、２、民営化後の法人の経営が継続して行われることが重要であることを踏まえ、規模の大

きい園を対象としたこと、３、余裕の出た財政を利用して民間が担えない保育分野を充実させ

るためというものでした。方針決定以降、１年を超える日程を定め、民営化をなし遂げたとい

うことでした。また、同園に務めていた保育士の処遇については、引受法人に善処を求め、結

果、ほぼ全員が引受法人に勤務することになり、合同保育等も実質的には必要がなくなったと

の説明でございました。 

 法人選定にかかわる情報の公開、公表についてでありますが、全ての応募法人名は応募時点

で公表され、引受法人が決定した場合には全ての応募法人のおのおのの評価獲得点数を公表す

るなど、積極的に経緯を公表したとのことでありました。また、民間移行後の同町の役割とし

て、民間事業者への運営の指導や助言を行い、保育の質の向上を図る役割を担う、また子育て

支援という広い分野において、住民の子育て支援のための取組などを通じて責任を果たすとし

ており、民間移行後の岡垣町の責務等も明確にしておりました。 
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 続いて、小学校の部活動を社会体育へ移行させることについて、春日市の事例の一つとして

ＮＰＯ法人春日イーグルスを視察をいたしました。 

 社会体育についての福岡県の姿勢は、小学生を対象とし、小学校のグラウンドを利用した運

動であっても、児童・生徒の個人的活動と捉えていることです。誤解を恐れずに言えば、一般

的な学習塾、例えば公文塾、そろばん教室、英会話教室、剣道とか柔道とかの武道教室等々と

同じと思っていただければ分かりが早いのではないかと思います。 

 訪問したＮＰＯ法人春日イーグルスでは、全員が資格を有し、かつ有給の、有給というのは

お給料があるという意味ですけど、有給の体育指導員が児童の指導を担当していますが、その

費用について春日市は、社会体育団体が個々に設定する応分の負担を保護者が負担をするとし

ていました。また、同ＮＰＯ法人の会計では、市からの補助金は受けていない状態で運営され

ており、そのかわりの会費、授業料として、週１回で月約4,000円弱、年５万円弱を保護者が

負担しているということになります。本町の小学校では、月数百円、１年でも数千円の負担で

スポーツの指導を受けられていて、スポーツ指導員にかかわる人件費は含まれていないなど、

学校の先生方によるクラブ活動が当たり前になっている現状から大きくかけ離れている実情が

判明をいたしました。 

 平成31年度には社会体育体制へ移行を実施する場合は、まず第１に体育指導員の確保が重要

課題となります。また、保護者の負担についても、部活動を担当している教職員の過重な労働

実態等の解決が必要であることの周知を含めて、注意深く取り組んでいただくことを加えて、

以上、文教厚生常任委員会の研修報告といたします。 

○議長（渡裕之君） 文教厚生常任委員長の報告を終わります。 

 以上で本日の日程は全て終了いたしました。 

 本日はこれで散会いたします。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

              散会 午前10時57分 
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            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

              開議 午前10時０分 

○議長（渡裕之君） おはようございます。 

 これから本日の会議を開きます。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第１ 一般質問 

○議長（渡裕之君） 日程第１、一般質問を行います。 

 それでは、順番に発言を許します。 

 上田茂政君。 

○１５番（上田茂政君） おはようございます。上田茂政でございます。 

 大変朝晩寒くなりまして、お年寄りの方なんか、さぞきついんじゃないだろうかと思ってお

りますが。私も今日は６時半に起きまして、畑にちょっと肥料をまいてきたんですけども、帰

ってきたのが８時半か８時ぐらいだったと思いますけども。 

 菊陽町も第１次産業が主体でございますが、指定産地受けましたニンジンが、十数年たって

おりますが、なかなか生産者の思うように金額もくれないということで、今は12月で、本当に

播種を植えつけしたり、そしてまた収穫もしなくてはならないと。そういう状況の中でも、今

年年を越せるかなという人がかなりおられます。そういう農家の、指定産地を受けたにもかか

わらず、農業がなかなか発展していかないと。これは、いろいろ、菊陽町の責任ではございま

せんが、例えば政府におきましても、日銀の総裁の黒田総裁が今度かわられるということでご

ざいますが、デフレ脱却はできても、なかなか、経済は伸びても、農家の、要するに第１次産

業はなかなか消費者も伸びない。それかと思って、物も高くはないんですけども、なかなか消

費者の消費ができないということはどこかに原因があるんじゃないだろうかと。ただアベノミ

クスで一党独裁体制でございますが、小泉進次郎さんが言われるように、なかなか手の数の中

でそこまでは言えないと、俺だけが言えるというような日本の社会の中で、国会議員の中でそ

ういうニュースも聞くんですけども。我が町も、やはり、何ていいますか、議会と執行機関の

９条、６条の中をどう考えるかと、スムーズにいくかと、両輪のごとくというような、私はそ

う思っているんですけども。 

 二、三日前に、お年寄りがハウスの中に10人ばかり入ってました。あんたたちは何しとると

なって言ったら、われはがん寒いけん、ハウスの中へ入っとったって。ハウスの中、なぜ入っ

とっとかといったら、俺ら年寄りだけんねって、家は寒いし、ビニールの中はぬくかけん、ビ

ニールの中に入っとけば光熱費も要らんし、そがんしとっとったというような農家の方々が、

たくさんお年寄りがおられました。昼はどがんすっとなったら、昼はもう面々に帰ってまた来

ったいというようなことで、これから寒いのに、本当につらいなと思いました。人生いろいろ

ありますけども、本当に私たち30年時代は、ともにいい時代があったんですけども、逆に今の

時代は、何もする、子どもたちに対しても何不自由なくやってるんですけども、何かどこか欠



- 32 - 

けてるところがたくさんあるんじゃないかなとこう思っております。 

 今日は補聴器をつけてきたんですけども、なかなか補聴器が、昨日３時間ほどかかって調整

したんですけども、なじまないので外しました。ですから、ちょっと町長も大概緊張しとんな

ですか。いやいや、私も本当、もう毎回毎回質問するなら緊張しませんですけど、たまに、４

年に１回ぐらいかしませんので、多少緊張しておるところでございます。 

 そこで、今日の質問事項に入りますが、質問事項につきまして、白水台地の農業振興につい

てでございます。防災計画について、今後行政運営についてでございます。 

 あとは質問席の方からいたしたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（渡裕之君） 上田茂政君。 

○１５番（上田茂政君） それでは、白水台地の農業振興について、農地の集積・集約の現状につ

いてお尋ねしたいと思います。 

 白水台地の農地かんがいの施設は、整備後35年経過しておりますが、老朽化も進み、最近で

は、地震のせいでもありますが、また特に最近では、何となく修理が余計行われていると思わ

れます。経費もたくさんかかっていると思いますが、畑地かんがいの施設の現状はどうなって

るのかお尋ねしたいと思います。 

○議長（渡裕之君） 農政課長。 

○農政課長（山川和徳君） おはようございます。お答えします。 

 白水台地は、西原村大切畑の湧水を深迫ダムに貯留しまして、この貯留水を利用した畑地か

んがいが行われております。 

 御承知のとおり、このかんがい施設は整備から35年が過ぎ、至るところで漏水するなど、施

設の老朽化が著しく進んでいる状況でございます。 

 昨年度の修理件数は、本管のみですけども、だけでも５件、その修繕に要した経費が787万

円であったということでございます。 

 本年度につきましては、既に５件の漏水が発生するなど、これを管理するおおきく土地改良

区では対応に追われている状況でございます。早期の再整備が求められているという状況にご

ざいます。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 上田茂政君。 

○１５番（上田茂政君） 修理の方は大体分かったんですけども、かんがいの施設の再整備が必要

ではないかということでございますが、再整備に当たりまして、地元負担が少なくとも済むよ

うに、担い手の農業者への農業の集積が進められていくということで、現在の進捗状況を今後

事業としてどう進めていくのかをお尋ねしたいと思います。 

○議長（渡裕之君） 農政課長。 

○農政課長（山川和徳君） お答えします。 

 農地の担い手の集積につきましては、この狙いとしましては、まず担い手農業者へ農地を集



- 33 - 

めることで、経営の大規模化を促し、経営の効率化を図り、国際競争力を高めようとするもの

でございます。国、県の補助事業に取り組む場合におきましても、補助率の上乗せを行うな

ど、集積率の高い地域が有利に取り組めるといった特典がございます。 

 白水台地かんがい施設の再整備につきましては、補助率の高い県営土地改良事業での実施を

模索しているところでございます。この場合であっても、受益者の負担というものは必要とさ

れております。 

 そこで、中心農業経営体の集積促進事業に取り組みまして、担い手農業者に農地を集積する

ことで、集積率に応じた補助率の割合が高くなるような制度を活用いたしまして、受益者負担

を抑える狙いがございます。平成29年４月１日現在の集積率は約45％でございました。11月末

現在、最近におきましては53％となっております。 

 また、補助率割合が6.5％加算されるといった、補助率66％以上、集積率ですけど、この以

上を目標に掲げまして、今現在集積率を上げたいというところで努力しているところでござい

ます。 

 本事業につきましては、平成27年度に受益者への説明会を開催しております。また同時に、

基礎調査を行うなどの作業を行っておりますが、昨年の発生しました熊本地震によりまして、

以後の作業がストップ状態になっているという状況にございます。 

 今後の事業の計画としましては、平成30年度、来年度に当たります、事業実施地区の合意形

成を図りたいというふうに考えております。また、翌年、31年度につきましては、計画概要の

作成、熊本県県営事業への事業要望、32年につきまして、事業計画の作成、33年、県及び国と

の事前協議、採択申請の手続に入る予定としております。また、34年度に事業着手を目指して

いきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 上田茂政君。 

○１５番（上田茂政君） 今課長が言われましたように、大体担い手が、集落におきまして３人程

度かいないんですよ。あとはもう60歳以上のお年寄りばっかりが今現在農業に努められており

ます。ですから、今の課長の答弁で、よりよい担い手が仕事をしやすいように早くやってやら

ないと、なかなか今の状態では、大型農業機械も入れられないし、またお年寄り、借金もでき

ないということで、大体既存の集落の方々が少なくとも80歳までぐらいやっておられるんです

けども、やめたら生活ができんと。つくっても生活ができんということで、年金は月３万円ぐ

らいかないけんというような形で、いろいろ問題点がたくさんありますので、今農政課長が言

われましたように、集積の方は早目に、町あたり、県あたりにお願いして、一年でも早く集積

できることと、そしてまた担い手の確保をしっかりと努力していただきたいと思います。 

 それから次に、深迫ダムの現状報告を受けたが、その後町はどのように考えているかという

ことでございますが、かんがい施設の再整備が必要だが、再整備に当たり、地元負担が少なく

とも済むよう、先ほど担い手の話をしたんですけども、担い手農業者への、先ほど農地の集積
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が進められている。現在の進捗状況は、先ほど何年度にやるということでございましたが、今

後の事業の推進、事業の進め方、もう一回お願いします。分かってですか。 

○議長（渡裕之君） 農政課長。 

              （15番上田茂政君「あ、すいません、これ、ちょっと。失礼しまし

た」の声あり） 

 上田茂政君。 

○１５番（上田茂政君） 深迫ダムだったですね。ちょっと分からんようになった。 

 深迫ダムの現状の報告を受けたということで言ったんですけども、私は毎年、深迫ダムの草

刈りといいますか、農業をしている人は全部草刈りに深迫ダムに年３回ぐらい行きます。その

とき、地震の影響もあったかなと思うんですけども、11月の初めに、農業者、している人はほ

とんど草刈りに深迫ダムに行くんですけども、シートが無残に剥がれとったんですよね。その

前には、地震のときは剥がれてなかったんですけども、地震のせいと台風３号のせいかなで。

台風があったから剥がれたかなって。もうその無残な姿、それはとても、ちょっと地震後に見

に行ったと、台風後に行ったのが全然もう、あともう見て見れないような状況でございました

ので、その後につきまして、復旧の状況を、これお尋ねしたいと思います。 

○議長（渡裕之君） 農政課長。 

○農政課長（山川和徳君） お答えします。 

 ７月４日に襲来しました台風３号によりまして深迫ダムの遮水シートが破断しております。

この破断総額が、被害額が6,000万円を超えるといった甚大なものになっております。この災

害復旧工事につきましては、県営農地等災害復旧事業によりまして施工するとした上で、熊本

県からは、町を含む受益者の負担は必要としないという判断をいただいております。また、

10月３日付では、県営農地等災害復旧工事の施工決定通知をいただいたところでございます。 

 復旧工事につきましては、工事期間を６か月要するという見込みということで伺っておりま

すし、本年度内に工事を発注したい、平成30年の台風シーズン前には完成をさせたいという県

からの情報をいただいております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 上田茂政君。 

○１５番（上田茂政君） 深迫ダムは、もともと県営でしたんですけども、あれは私が学生の時代

にできたんですが、空港建設に当たって、農家にあめとむちといいますか、反対がなかなか出

ないようにというようなふうで建設されたとその当時は私は聞いております。代替地といいま

すか、やはり空港をつくるために、ダムをつくって、そして圃場整備して、そしていい農業が

できますよというような感覚で、私がおやじあたりから聞きたのは、そういうふうに思ってお

るんですけども。 

 当然管理は県から委託され、おおきく土地改良区で行われているんですが、県からの委託費

が削られているというか、少なくなっているというふうなことを聞いております。 
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 そこで、農家の人が心配しているのは、負担のかからないようにというようなことと、今県

に管理負担の増額等要望書が出されているというようなことで聞いておりますが、その後の状

況は、話せるだけでもいいですから、ちょっとお願いしたい。 

○議長（渡裕之君） 農政課長。 

○農政課長（山川和徳君） お答えします。 

 深迫ダムの全般のこの管理につきましては、昭和57年５月１日付で、熊本県と当時の白水台

地土地改良区、現在はおおきく土地改良区となっております、との間におきまして、深迫ダム

にかかわる管理委託協定書を締結してございます。この協定書に基づきまして、管理をおおき

く土地改良区が受託し、現在に至っているというところでございます。 

 しかしながら、平成21年度までは、57年から21年度までは、管理に要する経費のおおむね２

分の１程度の額を熊本県が負担するというような形で受託をしておりました。しかしながら、

それ以降、県の財政も厳しくなったということでございます。年々熊本県の負担額が削減さ

れ、本年度におきましては４分の１にも満たない額の提示を受けたというところでございま

す。 

 そこで、これを受けまして、おおきく土地改良区と本町菊陽町では、関係機関、関係団体等

の協力を仰ぎ、平成21年度までと同様の２分の１の額の負担を要望したところでございます。 

 この要望に対しまして、熊本県農林水産部長は、ダムの設置された経緯を重要と考えてお

り、設置経緯を踏まえ、協定書及び当時の契約書に倣い、２分の１の負担を守っていきたいと

いう回答をいただいたところでございます。 

 これによりまして、来年度以降の委託管理費につきましては、平成21年以前と同様に２分の

１の負担をお願いできるというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 上田茂政君。 

○１５番（上田茂政君） 農家の方も少しは安心されたと思います。４分の１の負担しか出ないと

いうことになりますと、かなりやはり農家の方々に水を使うに当たってはかなり単価が上がっ

てきますので、どうかその辺のところをしっかりと努力していただきたいと思っております。 

 ２番目に、防災計画についてでございます。防災計画について町はどのように考えているか

ということでございますが、私は、防災、実を言うと防災の広場を言いたかったんですけど、

なぜ言いたかったかと言いますと、私が当時委員長のときに、あそこを、議員の皆さんの90％

以上の賛同を得て、あれ21億何千万円で買ったんですから、その当時のことをちょっとお話し

しながらと思ってしたんですけども、議運の委員の方から、私が議会の復興支援委員長もやっ

ておりますので、防災の広場はどうかなと、今さらというような質問も、指摘もしてきていま

すが、言えば言えんじゃなかったんですけども、ああ、そうかなって思いまして、防災広場の

整備に切り替えたところでございます。防災広場の整備、これは何というか、計画の方がしっ

かりと、もっと重要性があるんじゃないかなと思いまして、計画というものに変えました。 



- 36 - 

 防災計画というものは、台風、水害など自然災害、また今度の熊本地震、火山の噴火、山火

事などの災害が発生したときに、応急対策をどうするのか、災害から復旧はどうするのかとい

うことを定めたものであって、現在私も議会の復興支援特別委員会の委員長として、災害から

復旧はどうするのかということに議論または研究、町に提言しているところでございます。 

 そこで質問ですが、菊陽町でも今回の地震を経験して、町の防災計画を見直ししていくと聞

いていますが、熊本地震がどのような教訓を得て、それを見直しする防災計画にどのように反

映されようとしているのかをお尋ねしたいと思います。 

 また、防災計画は、町民の被害を少なくするためにも対策や町民の生活再建をどうするのか

ということが最も大切なことでありまして、そのために防災計画には町民の希望や意見を反映

させる必要があると思いますが、そのために防災計画を見直すに当たっては、住民の希望や意

見を反映させるためにはどのような方法をとったのか、そして結果は新しい防災計画にどのよ

うに反映されているか説明をお伺いします。 

○議長（渡裕之君） 総務課長。 

○総務課長（板楠健次君） おはようございます。お答えいたします。 

 ２点の質問があったかと思いますけど、まず１番目の質問にお答えさせていただきます。 

 熊本地震の対応につきましては、幾つもの反省点がございました。特に大きな反省点は２点

あったかと考えております。１つ目は、災害対策本部体制です。大規模災害時の情報収集・発

信や罹災証明の発行業務など、初めての災害対策業務に対する体制構築に手間取ったことがご

ざいます。２つ目は、いわゆる自助・共助に関することです。平時から数日分の水や食料の蓄

えを御家庭で行っていただくことや、地域において互いに支え合うことの重要性を改めて感じ

たところです。 

 このような反省点を踏まえ、現在地域防災計画の大きな見直しを進めていますが、その内容

は、被害を最小化し、迅速な回復を図る減災を基本方針として多岐にわたって行っておりま

す。 

 一部を紹介しますと、例えば災害対策本部体制についてですが、これまで平常時の部及び課

の体制を基本に、平常業務と関連のある災害業務を割り当てておりましたが、災害発生直後の

業務と時間が経過してからの業務は種類も量も変わることから、柔軟な対応ができるような体

制に改めます。 

 次に、自助・共助に関することについてですが、災害が発生した場合を想定し、各家庭にお

いての備えの対応をどのようにしておくべきなのか、例えば日ごろから危険箇所の確認、ライ

フラインの供給停止や物流の停止に対する備え、出火防止に対する備えなどの周知啓発を図る

ことも考えております。 

 また、避難所のあり方についてですが、指定避難所は、主に住宅が被災された方などを一時

的に滞在させる施設です。熊本地震では、避難が長期化したことから、一定期間の避難ができ

るような整備と運営方法を改めて検討したいと考えております。 
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 そのほかに、熊本地震では、町外からの避難者もあったことや、南海トラフ地震も想定し、

広域避難の受入れに関する計画も盛り込むことにしております。 

 なお、熊本県の地域防災計画とも整合性を図りながら、地域防災計画が実際の被害での経験

を踏まえたものとして見直しをしてまいりたいというふうに思います。 

 次に、２番目の防災計画を見直すに当たっての住民の意見等を反映させるためにどのような

方法をとったかということでございますけれども、住民の希望や意見を反映させるため、地区

内の実情に合わせた校区別防災計画を策定することとしております。この策定に当たっては、

区長や自治会長さんに集まっていただき、ワークショップを開催しながら進めているところで

ございます。区長、自治会長さんは、熊本地震の際の地区住民の状況をよく把握され、困った

ことや反省点など数多く御存じのため、地域防災計画の見直しの参考にさせていただいており

ます。 

 また、住民の意見として、復興まちづくり計画に関する住民アンケートの調査結果も計画の

見直しに活用しているところでございます。 

 このような住民の御意見は、災害の際の避難所、車中泊、備蓄物資、情報収集などの住民の

行動につながる項目についてできるだけ反映したものとなるよう進めてまいりたいと思ってい

るところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 上田茂政君。 

○１５番（上田茂政君） 熊本地震につきましては、さすがに皆さん方もびっくりしておられたん

じゃないかなと。熊本には地震はないというような感覚は、ほとんど県民の方もそう考えてお

られたんじゃないだろうかと思うんですけども。 

 地震の発災後、私も、昨年の４月16日でしたけども、揺れが少し終わりまして、落ちつい

て、家族の安否と親戚や縁者の方々の安否を確認したところは、もう皆さん誰でも一緒だろう

と思うんですけども、そこでお年寄りの、親戚のお年寄りとか、区の近いお年寄りの方々の安

否を確認し、また役場に行ったんですけども、議員さんも多々おられましたが、役場では町長

を筆頭に災害対策本部をつくられて、避難の対応がなされておりました。今度のような災害は

二度とあってはならないということではございますが、あったとしても、町民が安全・安心な

生活が戻れるように、完全な新防災計画をつくって、町民の皆さんの訓練をますます充実して

いただきたいと思います。 

 また、自助・共助・公助、この件につきましては、やはり総務課長が言われましたように、

私は震災でこの件はよう分かったんですよ。ただ、役場の職員さんにばかり、町民が、職員は

何もしとらんで、何も持ってこんとか、そういう方、いろいろ、全ての面で町の職員に対する

非難はかなりあったと思います。あったのはいいんですけども、自分がどういう立場にあるか

をまず町民の方々も知ってもらいたいと。自助は、自分たちで３日分の食料ぐらいは最低でも

何かあったときは持っとかにゃいかんて。共助は、やはりともに、例えば避難所におった場合



- 38 - 

とか、あそこは我が場所だんねえとか、ここは我が場所だんねえじゃなくて、お年寄りがある

ならば、ああ、どうぞとか、みんな分かち合いながらやっていかなきゃならない。そしてま

た、公助は町としての責任を果たしてもらいたいと。この点をしっかりと、公助の点、これを

しっかりと町民の方に位置づけていけば、町の職員さんも少ない中で、ちゃんとした避難の体

制がとれるんじゃないだろうかと、私はこう思っておりますので、そういう啓発も兼ねてやっ

ていただきたいと思っておりますので、どうぞよろしくお願いします。 

 今後、行政運営について、後藤町長の今後の行政運営でございますが、町長は、３期目に当

たってはこう言われておりましたですね。先人の志と知恵を忘れずにということと、健全な行

財政と行政は町民のためにあるということを言われておりました。 

 また、安全・安心が確保され、経済、また産業活動ができ、教育、文化、健康、福祉が十分

になされ、「生活都市 きくよう」の実現を掲げられ、その実現に向け、絶え間ない努力によ

り実行されました。しかし、昨年の熊本地震により、被災者の支援や復旧・復興もなし遂げな

ければならなくなり、その責任は重大でありました。 

 これまでの実績を踏まえ、地震は道半ばではございます。家屋の解体は93％以上進んでおり

ますが、復旧・復興を確実に進めるために、これまで築いてきた菊陽町のにぎわいといいます

か、震災前に継続されるようなことをしていただいて、「人・緑・未来輝く生活都市 きくよ

う」を実現されるためにも、来年のことではございますが、次期町長選に出馬され、町の基本

構想の目標の実現に実行していただきたいと思いますが、町長の御答弁をお願いします。 

○議長（渡裕之君） 後藤町長。 

○町長（後藤三雄君） おはようございます。 

 それでは、ただいまの今後の町政運営についてということでありますので、答弁をさせてい

ただきます。 

 平成18年に町政をお預かりするようになってから、もう12年目を迎えたところであります。

４年前、私が３期目を迎えるに当たりまして、町政をお預かりすることに当たっての自分自身

に対するこの誓いを申し上げました。今上田議員も言われましたけども、その一つは、先人の

志と知恵を忘れないということであります。２つ目が町の財政は破綻させないということ、そ

して３つ目は、町行政は町民のためにあるということでありました。この３つの誓いというの

は、いつも私の心の中にある誓いであります。 

 そして、この誓いは、菊陽町が当時菊陽村として、３村合併したときの初代の松岡村長、２

代目が齊藤村長、そして３代目は、私を職員として採用いただいた、村から町へ町制施行され

た阪本町長、そしていろいろ役職等がつく中で、私がもっとも薫陶を受けた前任の冨永町長、

そして議会議員の皆様、町職員の先輩や仲間たち、こういった人たちの教え、後ろ姿から学ん

だことであります。 

 この誓いを胸に抱きながら、時代や社会の変化に伴って生まれてくる町民の皆様の新しいニ

ーズに応えていくために、３期目の目標を、１つ目が安全・安心が確保され、２番目に経済・
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産業活動ができ、そして３つ目に教育・文化、健康福祉が十分になされるという「生活都市 

きくよう」の実現を掲げまして、菊陽町のにぎわいを継続していくために全力で取り組んでい

るところであります。 

 ３期目の目標であります「生活都市 菊陽」の実現のために、具体的な重点政策としまし

て、待機児童の解消と教育及び施設の充実ということでは、待機児童解消のため、新たな市立

保育所の設置や小規模保育所の認定、また耐震診断により危険でありましたもみじ園を建て替

えとあわせて民営化を行ったところであります。 

 教育施設では、中学校の耐震補強と増改築を、小学校では武蔵ヶ丘北、菊陽北、菊陽西小学

校の増改築等を行い、子どもたちが安心して授業を受けることができるように整備を進めてま

いりました。 

 また、学習サポーターや特別支援指導助手の配置により、教育環境を整え、快適な環境でき

め細やかな教育が受けられるというように進めてきたところであります。 

 次に、子育て支援、高齢者・障害者福祉、健康づくりの充実では、子ども・子育て支援で

は、学童クラブの施設整備を進め、児童数の増加する西小学校、中部小、菊陽北小学校の学童

クラブの施設整備を行い、保護者運営の学童保育から学童クラブきくようを立ち上げまして、

保護者の皆様が安心できるように進めてきたところであります。 

 スポーツ施設の整備、芸術文化、生涯学習の充実では、鼻ぐり井手公園の拡張整備や総合ス

ポーツ施設の整備のため、総合体育館の建設に向けての基金積立てを行い、準備を進めている

ところであります。 

 暮らしを快適にする基盤整備と安全・安心のまちづくりは、熊本県、合志市と協定を結びま

して、菊陽空港線の効果による延長決定や、国道443号の整備、４車線の推進、原水駅周辺の

整備にも取り組み、念願でありました光の森交番も来年４月には完成する予定でありまして、

町民の皆様の安全・安心を築いてまいりました。 

 農業・商業・工業・観光の産業の活性化によるまちづくりにつきましては、認定農業者の担

い手の育成や生産基盤の整備に取り組み、そして企業誘致や大型商業施設の立地などによりま

して、活気がある町となっていることについては皆様も実感しておられることではないかと思

います。 

 また、町民と行政が一体となった協働のまちづくりや健全な行財政運営に努めながら事業を

実施してきました。 

 このような仕事を進めるに当たっては、町民の皆様、議員の皆様、そして町職員の御協力を

いただき、進めることができたものでありまして、皆様に心から深く感謝を申し上げる次第で

あります。 

 しかし、３期目の任期途中の平成28年４月に熊本地震が発災しました。４月14日の前震度、

16日の本震、菊陽町では震度７という計測数値は出ませんでしたけれども、益城、西原村に近

いところでは震度７になったのではないかと思います。特に戸次の方に行ったときに、地元の
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方からそういう話があったところでもあります。 

 そういった中で、甚大な被害が発生いたしました。発災後、すぐにこの災害対策本部を役場

玄関前に設置したところであります。まず、避難所を開設し、自衛隊や消防団、警察、ボラン

ティアの皆さんと食料や飲料水を調達し、被災された方々の安否確認と被災家屋のブルーシー

トかけ、そして瓦れきの撤去、炊き出しなど、当座の生活の確保のために、先ほど申し上げま

した方々に加えて、土木建設業協会や建築業組合などの建設関係の事業所、商工関係の方々な

ど、たくさんの方々に御支援をいただいたところであります。 

 東日本大震災後、きずなという言葉がよく使われるようになりましたけども、私もこの熊本

地震のときほどこのきずなという言葉を強く意識したことはありません。今もそうでありま

す。 

 このきずなで、先ほど申し上げた方だけではなく、役場職員、社会福祉協議会の職員、区長

さん、区の役員の方々、そして議員の方々とも強く結ばれたと思っておりますし、感謝申し上

げなければならないと思っているところであります。本当にお世話になりました。また、本当

にありがとうございました。 

 そして、震災後、この目で町内の被災状況を確認し、この耳で町民の皆様や企業の方々の声

を聞いて回りました。これは、震災からの復旧・復興について、町民の皆様がどう思っておら

れるのか、どんな不安や悩みがあるのか、復興に向けて行政がやることに漏れはないのか等々

聞かせていただくために、職員とともに何度も何度も座談会、懇談会、意見交換会を開いたと

ころであります。それをいただいた声をもとに、熊本県、内閣府、財務省、総務省、農林水産

省、文部科学省や政党、国会議員に対して要望書をしたため、菊陽町の復旧・復興について陳

情、お願いをしてまいりました。その成果というものは着実に見えてきております。 

 熊本県の蒲島知事は、熊本地震からの創造的復興という言葉をお使いになります。ただ単に

震災前に復興させるだけではなく、未来につながる復興をするということであります。私も、

今仮設住宅にお住まいの方、町外のみなし仮設住宅で生活しておられる方々、そして売り上げ

が震災前を超えるように懸命に働いていらっしゃる方、こういう方々と一緒になって、熊本地

震以前の菊陽町を回復し、さらに将来の輝かしい「生活都市 きくよう」につなげていくとい

う創造的復興をなさなければならないと新たに決意をしているところであります。 

 本町は、震災後も人口は増加し続けております。新たに「生活都市 きくよう」にお迎えす

る方々、そして前からのかたいきずなで結ばれた町民の方々と手を携えて、菊陽町の創造的復

興に取り組みたいと願っております。 

 今後、事業決定した菊陽空港線の延伸や国道443号線整備を確実に進め、人口増加と経済発

展の好循環をつくり出す地方創生の取組も充実、発展させ、加えて総合体育館事業の具体化に

着手していきたいと考えております。 

 私は、12年間、町政の運営を任せていただきました。今また郷土を大切に思う心を改めてし

っかりと持って、町民の皆様と御一緒に、一日も早い創造的復興を実現したいと思っておりま
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す。そして、安全・安心で活力があり、教育・文化が栄える「生活都市 きくよう」の実現の

ために全身全霊で仕事に打ち込む覚悟であります。菊陽町町政運営に挑戦してまいる決意をし

ております。 

 多くの町民の皆様から、熊本地震からの復旧・復興、そしてさらなる菊陽町の発展を目指

し、次期もしっかり頑張れ、頼むぞといわれるような励ましの言葉をよくかけていただきま

す。本当にありがたいことであります。このような町民の皆様の御賛同、お許しをいただい

て、四たびの町政を引き続きやらせていただきたいと思っておりますので、ここに出馬の表明

をさせていただきます。よろしくお願い申し上げます。 

○議長（渡裕之君） 上田茂政君。 

○１５番（上田茂政君） ぜひ出馬していただきたいと思います。継続は力なりと言いますが、先

人の冨永のおやじも７期務められましたが、時代が時代の流れとしませば、今の時代と、また

そのときの時代がありますけども、地震もあったし、その継続もしていかなければならないと

いうことでございます。町民の方々が好き嫌いはどこでもあります。議員の方々も好き嫌いい

っぱいおります。私なんか特に言われて、まだすっとやと言いよんなったばってんが、近ごろ

になって、もう我しかおらんけん、死ぬまでしとけって言われた。そういうことも言われるん

ですよね。本当に、もう何しとるかいっちょん分からんて言われて、今になって、もう我しか

おらんけんしとけよって、死ぬまでしとけ。ほんなら、そりゃもう10期もせにゃんごつなるじ

ゃないなって、そういう言葉も、部落の中とか、いろんな私の支援者の方々からよく言われる

んですけども、ありがたいことではあります。 

 そこで、町長はやるということでございましたもんで、総合体育館と福祉施設の併設を考

え、またＰＦＩと、これは福祉施設をすると100億円以上の金額がなるんじゃないかと思いま

すんで、福祉施設は、例えば他の町村と一緒になってやればいいかなということで、次回の方

に回したいと思います。ですから、体育館の方だけをちょっと考えさせていただきたいと思い

ます。 

 町長の先ほどのいろいろ、〔取消し〕といいますか、やられたことを一生懸命言われまし

た。実際実行されましたので、そういう希望、今からもそういうことでやるということでござ

いますので、長年、やはり、何といいますか、体育館の課題、よそにあって菊陽町がないとい

うことで、取組はどうするか、具体的に進めていくのかいかないのか、進めていかんなら、も

う町長は打っ倒さなんいかんばいて、そういう気持ちの人たちもいっぱいおられますので、し

っかりとどういうふうに進めていくのかをお尋ねしたいと思います。 

○議長（渡裕之君） 後藤町長。 

○町長（後藤三雄君） この後期基本計画の中で、総合体育館を含むこのスポーツ施設の整備の検

討についてを10点、施策として位置づけておるところであります。今後、熊本地震からの復

旧・復興に伴う事業や児童・生徒の増加に対応するなど、いろんな事業があります。そういっ

た中で、多額の財政負担が予想されるところでありますけども、本当に総合体育館につきまし
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ては、多額費用を要しますが、この総合体育館に向けて、先ほども言いましたように、基金の

造成等も図っておりますので、平成30年度におきましては、この具体的な取組についてのとこ

ろから入っていくというところで今検討して、教育委員会の方とも連携をとりながら検討して

いるところであります。 

 そういうところで、30年度からこの建設に向けての取組を始めていく予定にしております。 

○議長（渡裕之君） 上田茂政君。 

○１５番（上田茂政君） 今、来年度に向けてヒアリングがあってるじゃなかですか。だけん、そ

のヒアリングの中に、30年度なら、いずれにしてもヒアリングがあってますので、その中で何

らかの形で織り込むということですね。それでいいですか。 

              （町長後藤三雄君「はい」の声あり） 

 ぜひ他の町村にないような、光の森多目的広場の借金もそろそろ、二十何億円の金も終わっ

たでしょう。 

              （町長後藤三雄君「終わりました」の声あり） 

 ということは、他の町村から菊陽町はよかねと言われることはよう言われるんですよ。とこ

ろが、うちはお金を使ってないからよかつばいたいって私は言うんですよ。あんたのとこはお

金使っとらんて、いや、うちは、人口も増えよるばってんなって、財政をちゃんと考えてから

なしてるって、よそはやるばなし、使いよるばってんうちは使わっさんけん、今は健康な体で

おっとたいて私は説明するんですけども、やはり町民の期待にもある程度応えていかないと、

ただ私がごつ百姓ばっかりして銭ばっかりためんな、ある程度吐き出してか、次は頑張らなん

ぞって、借金のあるけん、頑張ろうかねって、そういう気持ちで、やはり首長は、その辺のと

ころはやはり職員の皆さんと話し合いながら、そしてまた町民の方々に答えを出していただく

のが町長の責務ですから、しっかりと、出馬の４年するということで、当選され、そしてそれ

を実行されて初めて、ああ、後藤町長はよかったばいなと言われるようなことをしていただき

たいと思います。 

 そしてまた、最後になりますが、いつも東の方は、私は体育館も東へつくれなんか言わんと

ですよ。東の方、白水台地、東の方、私たち、この要するに庁舎から東側が、もう何も、また

なに一つもないて。これこそ地獄か天国か分からんて。そういうことも踏まえて、やはり、今

後総合政策、そしてまた町長、皆全員で、職員全員で考えて、そしていい町をつくっていただ

きたいと思います。 

 これで私の一般質問を終わります。 

○議長（渡裕之君） 上田茂政君の一般質問を終わります。 

 しばらく休憩します。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

              休憩 午前10時51分 

              再開 午前11時２分 
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            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（渡裕之君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 西本友春君。 

○３番（西本友春君） 皆様おはようございます。 

 本日は多くの傍聴来ていただきまして、ありがとうございます。 

 私、上田議員みたいにおもしろくは言えないんで、申し訳ございませんが、前もってお断り

しておきます。 

 議員番号３番、公明党の西本友春です。 

 今回は、一般質問の時間配分がうまくいかず途中となりました９月度のピロリ菌検査への助

成についてと、３月度の一般質問で回答だけとなり、提案ができなかった待機児童解消につい

ての質問と、校区別の復旧・復興等の懇談会や語る会などで質問のありましたデマンド交通に

ついて、また防災行政無線について、町の考え方について質問をさせていただきます。 

 質問は質問席にてさせていただきます。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君。 

○３番（西本友春君） 日本がん学会の講演で、北海道大学がん予防内科学講座特任教授の浅香正

博先生は、「今日本人がかかっている胃がんの98％はピロリ菌感染によるものです。ピロリ菌

は、1982年に発見され、その後に、がんだけでなく胃潰瘍や十二指腸潰瘍にも関連することが

分かりました。ピロリ菌に感染すると、数週から数か月でピロリ菌感染胃炎を発症します。こ

れは病理学的な慢性炎症であって、症状がない場合もあります。この状態になると、日本人の

場合は８割以上が萎縮性胃炎という胃酸の出ない状況に陥ります。さらに、このうち１％未満

が分化型がんへと進行するのです。萎縮性胃炎にならず、ピロリ感染胃炎から直接発症する病

気もあります。胃・十二指腸潰瘍や胃・ＭＡＬＴリンパ腫、胃ポリープといった病気です。女

性に多い未分化型のスキルス胃がんもピロリ感染胃炎から生じます」と講演されています。ま

た、1994年にＷＨＯは、ピロリ菌を確実ながん因子と認定しました。 

 このようなことから、私たち公明党菊陽支部では、ピロリ菌検査で胃がんを予防と訴えさせ

ていただき、ピロリ菌検査の実施及びその助成を求める署名活動を実施し、５月24日に菊陽町

町民の声として１万1,705名の署名を後藤町長に提出させていただきました。 

 私自身、ピロリ菌の除菌は、最初１回目は最後の日に酒を飲んで失敗して、２回検査をする

ことになりました。後藤町長もピロリ菌検査をされたということで、町の健康診断の項目にピ

ロリ菌検査を追加することと、検査費用の個人負担の軽減をする必要があるのではないか、町

の考えをお伺いいたします。 

○議長（渡裕之君） 後藤町長。 

○町長（後藤三雄君） 詳細については、この後担当課長から説明させますけども、まず私の方か

らお答えしたいと思います。 

 今西本議員が言われましたように、１万1,705名の町民の皆様からのこの署名の方を受け取
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ったところでありますけども、本当に１万1,705名というと、署名簿だけでも重たいんですけ

れども、内容的なものについても重く受けとめております。 

 私自身も、人間ドックの胃カメラの飲んだ中で、ピロリ菌がおるというのが分かりまして、

検査していただいた先生の方から、ピロリ菌は除菌しておかないと非常に胃がんに発生しやす

いという指示がありましたので、病院の方に行きまして、その除菌の方を行きました。そのと

き大変ありがたかったのは、このピロリ菌検査は、これ保険適用がなかったのが、私が行った

ときにはもうその保険適用になっておりましたので、大変安い金額でできたということで、そ

れからはいろいろそのピロリ菌の話があるときには、もう保険の適用もあるということで、い

ろんなそういう、何かピロリ菌がおると言われた方にはそういう話をして、受けられるように

話をしているところであります。そういうこともありまして、この署名の中にもありましたよ

うに、ピロリ菌を除菌することが胃がんの予防につながることが評価されているということも

十分理解しているところであります。 

 この署名運動は、熊本県内という広範囲なものであるということも聞いておりましたけど

も、ピロリ菌検査の実施について、町として今後どのように取り組んでいくか、町でそれを取

り上げていく場合は、国や県の、どう今このことについてに位置づけてあるか、さらに近隣自

治体の方にもこの署名が出されたと聞いておりますので、そういったところの状況などを踏ま

えて、この近隣の、特に近隣の市町村とは連携をとって、十分踏まえた上で取り組むようにと

いうことで指示しておりまして、担当課にこのように伝えておりますので、今後の取組につい

て、近隣自治体と話すよう指示しているところであります。 

 今日の新聞では、宇城市の方が来年度からこの検査を実施すると出ておりましたけども、そ

ういうところも踏まえながら、近隣自治体との関係、また国や県の動きなども担当課の方でい

ろいろ調べて、また検討しておりますので、担当課長の方から詳細については答弁をさせてい

ただきます。 

○議長（渡裕之君） 健康・保険課長。 

○福祉生活部審議員兼健康・保険課長（阪本章三君） おはようございます。お答えいたします。 

 ピロリ菌検査は、胃がんの要因と言われるピロリ菌感染の有無を調べる検査であります。熊

本県内では、ピロリ菌検査を実施または検査費用を補助している自治体は現在３団体でありま

す。議員が先ほど言われましたＷＨＯでのこのピロリ菌が発がんの要因の一つであるというこ

とは認められていることではありますけれども、このピロリ菌検査ですけども、国立がん研究

センターが示す有効性評価に基づく胃がん検診ガイドラインにおいてはその有効性が立証され

ていません。よって、町が集団健診を委託している熊本県総合保健センターでの集団健診の検

査項目にもありません。このため、今の町の集団健診においてはピロリ菌検査を追加すること

ができません。 

 町としましては、がん検診受診率の向上と胃がんのリスク要因である喫煙、高塩分、野菜・

果物不足などの生活習慣の改善への取組を推進しています。健診の検査項目にピロリ菌検査を
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追加することについては、費用負担の面も含め、近隣市町の担当課レベルで話し合いをしてお

りますが、先ほど町長の方からも少し話がありましたけども、胃がんとの関連性などの科学的

な根拠がはっきり立証されていませんので、もう少し国の動向や近隣自治体などの様子を見る

段階であると考えています。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君。 

○３番（西本友春君） 科学的実証とか、国の方で認められてないと言われてますが、ＷＨＯでは

確実ながん因子と認めてるわけでございます。日本の医学のところはどうも進んでないという

ところがあって、そこに反対するつもりはございませんが、しっかりそこは取り組んでいただ

きたいというふうに思っておりますし、その国の方針とか、なってないからという部分ではち

ょっと納得できないような気もします。 

 浅香先生の講演の中で、10歳代のうちにピロリ菌の検査を受けることを提案されています。

若いうちに除菌しておけば、胃がんだけでなく、胃潰瘍、ポリープなどの胃の病気を将来にわ

たってほとんど予防できるからです。現在、全国の幾つかの自治体でこの案が予算化され、中

学・高校生に対するピロリ菌検査が行われるようになってきましたと言われております。佐賀

県は、2016年度から、県内の中学３年生を対象にピロリ菌の検査を実施しています。また、天

草市では、今年度から中学３年生を対象に実施しています。将来の胃がん予防のため、中学生

を対象としたピロリ菌検査も必要ではないかと考えますが、町の考えをお願いいたします。 

○議長（渡裕之君） 健康・保険課長。 

○福祉生活部審議員兼健康・保険課長（阪本章三君） お答えします。 

 日本人のピロリ菌の感染率は中高年で高く、若年層では低い傾向にあるようです。ピロリ菌

感染者が全て胃がんになるわけではありませんが、最近県内外の自治体で、議員も言われまし

たように、中学生や高校生に対するピロリ菌検査を実施する動きがあります。 

 しかしながら、ピロリ菌に感染していることが分かり、除菌を行いますと、除菌するために

投与される複数の抗生物質による下痢、味覚障害などの症状があらわれる可能性もあるようで

す。 

 御質問の中学生を対象としたピロリ菌検査の実施につきましては、先ほどの大人の健診と同

じように、もう少し国の動向や近隣自治体などの様子を見る段階であると考えています。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君。 

○３番（西本友春君） 先ほど、ピロリ菌がなければがんにかかるのがないということを私は言っ

ているわけであって、できるだけ、これも周辺自治体と調整しながら、実現可能な形で検討を

していただきたいというふうに思っております。 

 続きまして、デマンド交通ということで、区長さんたちとの意見交換会などでも声を頂戴し

ています。また、近隣の人からも声を頂戴しております。 
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 菊陽町の巡回バスは、幾度か運行路線や時間帯の見直し検討が行われ、現在の路線と時間帯

となっています。今回の質問に当たり、路線図と時刻表を見ますと、非常に検討されていて、

町内のあらゆるところが網羅されていることを感じました。 

 私の家からバス停までは約200メートルぐらいで問題はないが、声を頂戴した人も、バス停

は違いますが、約200メートルぐらいです。しかし、そのバス停に行くのが苦痛だと言われま

した。70歳代前半の方です、その方は。菊陽町の10月31日現在の年代別人口構成によります

と、70代以上の人口は5,508人、60歳代を加えますと１万400人、25％となっています。バス停

まで遠い人は、500メートル以上ある人もいます。また、足腰の不自由な人もおり、巡回バス

を利用したくても利用できない人がいることは、６月度の佐々木議員の質問で、循環線の１便

当たりの低利用数と、アンケートで８割の人が利用しないと回答していることから推測されま

す。 

 また、少し古いデータで申し訳ありませんが、国土交通省のデータで、地域別公共交通の利

便性に関する満足度では、過疎地域では73.4％が不満を持っており、非過疎地域でも33.3％が

不満を持っております。菊陽町では、通常の路線バスと町独自の巡回バスがありますが、利用

できなかったり、利用しない人で、町の施設や病院、または買い物等で不便を感じている人に

対しての交通対策をどのように考えているのか、またできるだけ早くデマンド交通の検討委員

会を設置して、１年から１年半ぐらいかけて、住民アンケート、県内の導入先進地の視察も含

めて検討を行うべきと考えるが、今後デマンド交通を検討するに当たって、現在のメンバー構

成のままで行うのか、町はどのように考えているのか、この２点をお伺いいたします。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） おはようございます。 

 交通難民対策に関する御質問ですが、答弁の前に、交通難民の定義が明確でなかったために

議員に事前に確認させていただいたところ、一般に言う交通弱者、具体的には、自動車中心の

社会において、年少者、要介護者、一部の高齢者や障害者など、自分で運転することができ

ず、自家用の交通手段がないため、公共交通機関に頼らざるを得ない人、特に公共交通機関が

整備されていないため、買い物など日常的な移動にも不自由を強いられている人とのことであ

ったため、このような意味で答弁をさせていただきます。 

 本町には、地域公共交通として、路線バス、巡回バス、ＪＲ、タクシーがあります。またそ

のほかに交通弱者対策として、外出支援サービス、移動支援事業、熊本都市圏福祉有償運送、

あるいは社会福祉協議会が行っているキャロットサービスにおいて、インターネットを介し

て、自宅にいながら商品の注文や受け取りができる買い物支援サービス事業を実施していま

す。 

 路線バスの路線数が減る中、町民の皆様をはじめ区長会や老人会などの団体から、巡回バス

の運行本数を増やし、駅など公共交通へのアクセスを改善し、行き先が増えるような路線に変

更してほしいという要望がある一方、巡回バスにかえて乗り合いタクシーやタクシー券を導入
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してほしいという要望や相談を受けています。 

 また、これまでに多くの議員からも地域公共交通に関する御提案をいただいているところで

す。 

 このようなことから、交通弱者対策については、本年６月議会の佐々木議員の、今後高齢者

による免許返納者が直面する買い物、通院等に対する移動手段の代替え等としてのデマンド交

通政策はあるのかという一般質問に対しまして、次のように答弁しております。 

 町内を運行する路線バス、巡回バス、ＪＲ、タクシーや近隣自治体が運営するコミュニティ

バスなど、多様な公共交通機関の運行実態、交通事業者の将来動向についての意向を総合的に

検証し、課題を整理して、地域ごとにどのような手法が町民の交通ニーズに効率的で効果的に

対応できるか、どのようなサービスが可能であるか、適切であるかなどを受益者負担の度合い

や財政的な観点も含めて検討し、その対策を講ずる考えであると、このように答弁したところ

です。 

 そこでまず、御質問のデマンド交通も含めた総合的な交通弱者対策を構築していくこととし

ています。 

 具体的には、交通問題の有識者を座長として、路線バス、ＪＲ、タクシー等の交通事業者、

議会、区長会、婦人会、老人会、障害者団体、社会福祉協議会、小売企業などから成る（仮

称）交通弱者対策懇話会を設置して、交通弱者のための対策について議論をし、意見を交換

し、懇話会提言を練り上げていただきます。次に、今申し上げました懇話会提言を現実に事業

化するための（仮称）交通弱者対策協議会を設置し、事業実施のための組織、事業予算、財

源、事業実施スキームを構築した後、交通弱者対策事業の実証実験を始めます。これらのこと

を今後一、二年程度かけて作業をし、実証実験ができるようにしていきたいと考えています。 

 また、町民の皆様の中には巡回バスを利用したことがない方もいらっしゃると伺っているた

め、区長や区の役員、老人会や婦人会などの各種団体の役員や町民の皆様に、まずは巡回バス

を体験していただくことをこの懇話会の事業として実施することも考えております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君。 

○３番（西本友春君） 検討委員会をつくるということで、非常に前向きな回答で、各議員も、今

まで質問した議員もかいがあるかなというふうに感じております。 

 菊陽町地域交通会議委員がさまざまな組織団体から21名で構成をされていますが、今年度に

公共交通会議は開催されたのか、またされているんであればどのような内容か、分かれば回答

をお願いいたします。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） お答えいたします。 

 本町の地域公共交通会議は、道路運送法及び地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の

規定に基づき、地域における需要に応じた住民の生活に必要なバス等の旅客運送の確保、その
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他旅客のの利便の増進を図り、地域の実情に即した輸送サービスの実現に必要となる事項を協

議するために設置しています。 

 御質問にあったように、本町の地域公共交通会議の委員は21人で構成されておりまして、住

民の代表が４人、路線バス事業者の代表３人、タクシー事業者の代表２人、熊本運輸支局職員

１人、路線バス事業者の運転手が組織する団体の代表３人、国、県、町の道路管理者いずれも

１人の３人です。警察職員１人、学識者２人、町の職員１人の計21人となっております。 

 本年度は９月21日に会議を開催しておりまして、内容といたしましては、菊陽町が運営する

有償運送、外出支援サービス事業の有効期間を更新するために、当該事業の必要性や利用運賃

について協議をお願いしたものです。 

 この会議で、事業は適当であると御判断いただき、運輸局に登録申請、更新を行ったところ

です。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君。 

○３番（西本友春君） 大津町は、既存のバス停から500メートル以上離れている地域で、タクシ

ーを利用し、町中心部以外の１日８便の乗り合いタクシー、また長洲町は、ワゴン車を利用

し、１日９便、午前８時台から午後４時台のきんぎょタクシー、南阿蘇村は、ワゴン車を利用

して、１日８便で西地区エリア、東地区エリアを乗り継ぎ場所で乗りかえる方式、和水町は、

タクシーを利用して、町内８か所限定で到着時間を厳守するシステムで、午前９時から午後４

時まで、時間帯は問わないけれども利用が可能な「あいのりくん」を運行しており、それぞれ

の町の状況に応じたシステムとなっています。 

 菊陽町には巡回バスが存在しますが、利用客の多い路線と少ない路線があるために、利用客

の多い路線を１ルートつくり、ピストンで回数を増やし運行、それ以外のエリアにおいてはワ

ゴン車を利用した乗り合いタクシーを利用する複合的なシステム導入を提案いたします。ま

た、南小学校の通学用の朝１便、夕方２便の南部線も、乗り合いタクシーでの対応が可能だと

考えますが、巡回バスと乗り合いタクシーの複合的なシステムについてどのように考えている

のかお伺いいたします。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） お答えいたします。 

 本町の巡回バスは現在６路線で、土曜日を除いて毎日運行しています。昨年10月から今年９

月までの１年間の路線ごと１便当たりの平均乗車人数は、中央循環線が4.3人、西部線が

9.8人、北部循環線が0.8人、東部循環線が3.3人、南部線が26人、南部循環線が2.6人という状

況でした。 

 乗り合いタクシーにつきましては、乗り合いバスのように乗り合い旅客を運送するタクシー

で、車両の乗車定員は10人以下のものを言います。運用形態は、定時定路線で運行する形態

と、事前に予約を受けて運行するデマンド型等の形態があります。 

 さて、御質問の巡回バスと乗り合いタクシーの複合的システムについてどのように考えるか
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ということに関しましては、乗車状況、地域の特性、道路幅員の状況や町の財政的な負担など

さまざまな要件を考慮しながら決定しなければなりませんが、先の御質問で答弁した（仮称）

交通弱者対策協議会の中でその事業スキームを構築していくことを考えております。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君。 

○３番（西本友春君） 委員会ができ上がるんで、それをしっかり注視していきたいというふうに

思っております。 

○議長（渡裕之君） 後藤町長。 

○町長（後藤三雄君） この交通弱者対策につきましては、従来からＪＲの運行、路線バスの再

編、そしてそれに対応したキャロッピー号の運行、行路の路線変更を中心として対応してまい

りました。また、社会福祉協議会が実施している福祉サービスで対応してきたところでありま

すけども、地域の人口構造、それから産業構造、就業構造等の社会構造や家族構成などが変化

しておりまして、道路事情、生活利便施設、交通用具等の交通機関を取り巻く環境変化が特に

大きくなっていること、交通弱者対策として求められるメニューも多様化しているところであ

ります。 

 一方で、路線バスに対する補助やキャロッピー号の運行も費用対効果の観点から検証する時

期に来ていると考えておりますので、このたび交通弱者に対する総合的な対策を構築して、関

係者のお知恵をおかりして、早い時期のこの、さっきも言いましたように、実証実験等に入っ

ていきたいというふうに考えているところであります。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君。 

○３番（西本友春君） ありがとうございます。できるだけ検討委員会も早目の立ち上げをよろし

くお願いいたします。 

 それでは、待機児童解消について御質問をさせていただきます。 

 ３月度の一般質問の回答では、４月１日時点では昨年を上回る予想をされていました。一

方、ゼロ歳児は、当時29名の待機がありましたが、私立保育所の協力を得て、23名が入所が決

定し、その後も協力要請をされ、７人が決定され、入所の確認をしているところとの回答をい

ただきました。町自身としても、町立、私立含めて、待機児童解消に向けて努力されているこ

とは認識していますが、菊陽町は人口が増え続けている町で、新たな開発があちらこちらで見

受けられます。 

 私自身、本年２人のゼロ歳児のお母さんから保育所が見つからないとの相談を受けていると

ころで、11月30日までに申込手続をしていただくように回答をしているところですが、ゼロ歳

児から２歳児までの待機児童の現在までの推移と今後の推移をどのように考えているのか、町

の考えをお伺いいたします。 

○議長（渡裕之君） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（東 桂一郎君） おはようございます。 
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 御質問にお答えいたします。 

 本町における近年の待機児童数の推移ですが、平成23年４月１日に21名であった待機児童数

は、平成24年から平成26年にかけ100名を超えて増加し、平成27年度には新たに２か所の私立

保育所が開設されたところでありますが、依然として100名程度の待機児童が発生しておりま

した。 

 しかし、平成28年度には、もみじ園の民営化に伴います増加や尚絅こども園の開設のほか、

地域型保育事業所が５か所、内訳としましては事業所内保育所が２か所と小規模保育所が３か

所が新たに開設され、待機児童数を10名に抑えることができました。なお、今年度につきまし

ては、４月１日時点で48名の待機児童が発生しており、若干増える結果となっております。 

 本町では、現在も人口の増加が続いており、それに伴い、保育所への申込数も増加している

状況でありますが、このような傾向は今後も当面続くものと考えられます。 

 またあわせて、国の施策等により女性の就業率も上昇していくであろうことを考えますと、

本町の保育所への申込数はさらに増加していくものと考えられます。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君。 

○３番（西本友春君） これは別のお母さんからの相談されていることですが、ゼロ歳児を途中か

ら入所させることができたのだが、兄弟で別々の保育所となってしまったので、新年度からは

同じ保育所に通うことはできないのかとのことでございました。町としては、このような場

合、どのような配慮を行っているのかお伺いいたします。 

○議長（渡裕之君） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（東 桂一郎君） 保育所への入所に当たっては、菊陽町保育所における保育の

実施に関する実施要綱に基づきまして選考を実施しております。具体的には、希望する保育所

への入所申込者数が入所可能数の範囲内であれば、特段の選考は行わず、そのまま入所を承諾

いたしますが、入所申込者数が入所可能数を超えた場合には、各入所申込者の状況を町が定め

る基準に照らし合わせ、指数として点数化し、当該点数の合計点の上位の者から入所を承諾し

ていくという方法で選考を行っております。 

 議員の御質問のような、兄弟のうち一方が既に保育所に入所している場合については、来年

度からの選考につきましては、このあたりを加味するといった実施要綱の改正を行っておりま

して、兄弟が同じ保育所に入所しやすいような配慮を行っていくこととしております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君。 

○３番（西本友春君） ぜひそういうふうにしていただきたいというふうに思いますので、よろし

くお願いします。 

 ゼロ歳、１歳児を預かるとなると、保育士の確保が非常に重要になってくると思っておりま

す。町立保育園は、平成30年４月以降、ゼロ歳児、１歳児クラスを開所できない可能性がある
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となっているが、どのような理由で開所できないのか、また私立保育園についてはどのような

状況となっているのかお伺いいたします。 

○議長（渡裕之君） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（東 桂一郎君） 来年度の入所申し込みの受付を11月１日から開始しておりま

すが、町立保育所については、今年度に引き続き、来年度についても、ゼロ歳児及び１歳児ク

ラスを開所できない可能性があります。これは、保育を担う保育士を十分に確保できていない

ことによるものであります。 

 一方、私立保育所については、現在のところクラスを開所できないといった報告は受けてお

りません。私立保育所においては、現在定員の弾力運用により、定員以上の人数を受け入れて

いただいてる状況でもあります。 

 保育士につきましては、全国的にも確保不足が深刻化しており、国においては、保育士の処

遇改善のための給付費の加算や保育士資格を有する人材の職場復帰のための研修を開催するな

どしております。 

 特に処遇改善関係の対策につきましては、基本的には私立保育所に勤務する保育士に関する

もので、公立保育所に勤務する保育士については特段の施策はありません。 

 このようなことから、本町においては、本年度から町立保育所に勤務する非正規の保育士の

うちクラスを担任する者については、担任手当として賃金に上乗せして一定額を支給し、処遇

の改善を図ったところであります。 

 また、毎月広報紙に保育士の募集を掲載するほか、ハローワークへの求人申し込み、あるい

は保育士のネットワークなどさまざまな対応を行いまして、継続的に募集、求人を行っている

ところでございますが、十分な数の確保には至っていないのが現状であります。 

 そのため、来年度につきましても、年度途中に保育士の確保ができた場合には、順次クラス

を開所してまいるところであります。 

 なお、現在進めております町立保育所の民営化により、存続するなかよし園とみどり園の２

園に職員を重点配置することができましたら、ゼロ歳児及び１歳児クラスに限らず、他の年齢

についても定員どおりの児童を受け入れることができるものというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君。 

○３番（西本友春君） 待機児童解消対策として、認可外保育所は非常にありがたい存在でありま

す。また、認可を受けると受けないでは、経営に大きな影響が出るかと思いますが、昨年は認

可外保育所から幾つの保育所を認可としたのか、また認可したことにより、定員の数に変化は

あったのか、菊陽町には現在２か所の認可外保育所があるが、本年度は認可に向けた取組はど

のように行っているのかお伺いいたします。 

○議長（渡裕之君） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（東 桂一郎君） 昨年、28年３月は、認可外保育所から２か所、これはあゆむ
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保育園というところとてんとうむしというところでございますけども、そちらの小規模保育所

を認可しております。また、これによりまして、定員が38名分の増となっております。 

 現在、町内には認可外保育所が２か所ありますが、町内に待機児童が発生している現状にお

いては、これらの認可外保育施設は町の保育の受け皿としての役割を実質的に担っていただい

ております。よって、本年度は、これらのうち１か所を小規模保育所として認可していくくこ

ととしており、現在選考中であります。この小規模保育所は、定員が19名でございますので、

認可により町全体の定員は19名増加するということになります。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君。 

○３番（西本友春君） ２か所のうち１か所ということで、もう一か所の方に私行かせていただき

まして、認可、小規模Ｂということで、菊陽町の対象とはなってないということでございまし

たが、今後そういうのも対象になるような形でしっかり進めていただきたいというふうに思っ

ております。 

 文教厚生常任委員会の民営化された際の正職、臨時採用保育士の処遇についての質問事項に

対する回答で、菊陽町立保育所職員処遇・要員配置方針を策定し、個別面談を実施し、全職員

が納得のいく選択ができるよう、新たな進路を選択するための支援を丁寧に行いますとありま

した。現在、町立の保育士29名、調理師８名の正職員数から考えると、町立２園となった場

合、正職員が保育業務以外の職につくことが想定されますが、そのことについてどのように考

えているのか、町の考えをお伺いいたします。 

○議長（渡裕之君） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（東 桂一郎君） 町立保育所に勤務する正職員につきましては、基本的には各

自の希望を勘案し、保育士については、町立として存続するなかよし園とみどり園のいずれか

に配置転換をしまして、また調理師につきましては、同じく町立として存続する２園のいずれ

か、または学校給食の現場に配置転換することを考えております。 

 今後、子育て支援の拠点となる町立保育所としての新たな役割や機能などを明確にし、その

ために必要な体制等について議論を行い、新たな子育て支援拠点施設の保育所として具体化し

ていくこととしておりますので、その内容に応じた対応ということになります。 

 なお、職員の配置につきましては、書面による意向調査と面談による調査を行いまして、職

員の意見を聞いた上で配置していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君。 

○３番（西本友春君） 先ほどもちょっと質問の中では、正職員、町立として残す保育所の方にで

きるだけ採用して、待機児童解消に向けたいという回答をいただいているところではございま

すが、５園の民営化で得られる財源の使い道として、総合子育て拠点施設となる公立保育所の

目的達成のための機能、設備等の充実、例えば延長保育、一時保育、障害児保育、産休・育休
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明け予約保育、低年齢保育、その他特別の配慮を要する家庭・児童を支援する特別保育事業、

また児童の健全発達を情報支援、相談支援するための事業、さらに放課後学童クラブの充実強

化の事業、このような総合的な子育て支援の充実に充てることを考えてというふうになってお

りますが、低年齢保育の充実と掲げているのであれば、待機児童解消、特に問題のゼロ・２歳

児の待機児童解消を明確に訴える施策はとれないのか、町の考えをお伺いいたします。 

○議長（渡裕之君） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（東 桂一郎君） 公立保育所民営化計画では、５園の民営化に生み出される財

源は、子育て支援施策の充実に有効活用する計画としております。また、公立保育所民営化

は、待機児童解消の施策であるとも考えております。 

 現在の町立保育所は、先ほど御説明しましたように、保育士の不足などを原因として、定員

どおりの児童を受け入れることができていない状況にあります。そのため、現在進めておりま

す町立保育所の民営化により、存続する２園に職員を重点配置することができましたら、ゼロ

歳児及び１歳児クラスに限らず、他の年齢についても定員どおりの児童を受け入れることがで

きるものと考えております。 

 また、民営化した保育園については、事業者の責任によって職員が確保され、こちらも定員

どおり、またはそれ以上の児童を受け入れることができるものと考えております。 

 このように、公立保育所の民営化を進めること自体が待機児童解消の第１の施策であると考

えておりまして、しかも特段の町の財政出動なしに行えるものでありますので、最も効果的な

施策であるというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君。 

○３番（西本友春君） 待機児童解消に関しましては、しっかり取り組んでいただきたいというふ

うに思います。 

 それでは、最後の質問事項、防災行政無線についてお伺いをいたします。 

 昨年12月の一般質問で、老人ホームやグループホーム等への福祉施設への無償貸し付けは検

討したいと回答をいただきましたが、戸別受信機の福祉施設への無償貸し付けの検討はどこま

で進んでいるのかお伺いいたします。 

○議長（渡裕之君） 総務課長。 

○総務課長（板楠健次君） お答えいたします。 

 災害情報等の提供の手段の一つとして、町内全域に防災無線を整備しているところでござい

ますが、加えて、議員、区長、自治会長、民生委員、消防団幹部などの災害時において重要な

役職のお宅にも配備しております。さらに、水害や土砂災害の危険のある白川沿岸の地区の役

員宅にも戸別受信機を配備しているところです。 

 お尋ねの戸別受信機の福祉施設への無償貸し付けについて、平成28年９月議会で西本議員か

ら御質問に検討する旨の答弁をしておりましたが、平成30年度から福祉施設への無償貸し付け
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を進めていく予定です。 

 なお、貸し付けにつきましては、入所者の状況や必要性、施設の希望等を踏まえて進めてま

いりたいと考えております。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君。 

○３番（西本友春君） ぜひそこは進めていただいて、私としては、個別、部屋に必要とは思って

おりません。職員さんがいる、そこで聞き取れればいいというふうに思っておりますので、各

部屋というのは要らないかなと私自身は思っております。町が行うことでございますんで。 

 今回、校区単位で行われた菊陽町復興まちづくり計画案の説明会において、復興まちづくり

事業の基本方針の中に住民による地域防災の向上があり、防災士登録者数を増やす計画をして

おり、12月の広報きくようにも防災士養成講座の定員30人の募集が掲載されています。 

 災害時において、共助である地域防災の中心者として活動することが期待されている防災士

宅への戸別受信機の無償貸し付けをどのように考えているのかお伺いいたします。 

○議長（渡裕之君） 総務課長。 

○総務課長（板楠健次君） お答えをいたします。 

 防災士につきましては、昨年度初めて養成講座を菊池市、合志市、本町の合同で開催し、本

町から11名の方が防災士となられました。 

 また、本年度も、来年２月に３市町合同による養成講座の開催を予定しております。 

 今後も防災士を増やしていく取組を行い、防災士の皆様には、町民の防災・減災のための啓

発活動や区・自治会等の防災訓練の支援や指導、大規模災害時においてはリーダー的な存在と

して活躍していただければと思っております。 

 御質問の防災士宅への戸別受信機の無償貸し付けについてですが、現在のところ、貸し付け

は予定しておりません。戸別受信機は、屋外の防災無線が聞こえづらい場合などに住宅等の建

物内に設置するもので、自宅にいらっしゃらない場合は有効ではありません。平成30年度に導

入を予定しております、これ仮称ですが、菊陽町情報メールサービスは、防災無線で流す内容

を送信する予定でございます。このサービスを利用していただき、また現在防災士の組織化も

進めておりますので、組織ができれば、その組織を通じた情報伝達の方法等も考えてまいりた

いというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君。 

○３番（西本友春君） 何度か防災士の問題は質問させていただいておりますので、私個人として

は、やはり防災士宅、何か雨が降ったときというのは、やはり外の声はほとんど聞こえないの

が現状でございます。そういう中での災害対応ということでいけば、再度これは、防災士宅へ

の戸別受信機の無償貸し付けについては再度検討をお願いしたいというところに思っておりま

す。 
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 総務省は、本年３月13日に、防災行政無線等の戸別受信機の普及促進に関する研究会をメー

カーを含む23名からの構成で開催され、６月30日に報告を公表し、報告を踏まえ、戸別受信機

の量産化を図るために、戸別受信機の機能にかかわる標準的なモデルや仕様書の作成を実施す

ることを目的とし、８月８日に防災行政無線等の戸別受信機の標準的なモデル等のあり方に関

する検討会を開催し、主な検討事項は、防災行政無線等の戸別受信機の機能にかかわる標準的

なモデル、仕様書、２つ目に、防災行政無線システムへの入力インターフェースの規格化とな

っております。 

 国や自治体、関係事業者が連携し、戸別受信機の標準的な使用を定める検討会を行っている

が、安価な戸別受信機が開発された場合の無償貸し付けをどのように考えているのか、町の考

えをお伺いいたします。 

○議長（渡裕之君） 総務課長。 

○総務課長（板楠健次君） お答えをいたします。 

 今議員が申されたとおり、国において、学識経験者、関係企業、自治体職員などをメンバー

とする防災行政無線等の戸別受信機の標準的なモデル等のあり方に関する検討会が設置され、

８月に第１回会議が開催されております。 

 この検討会の目的は、戸別受信機の量産化、低廉化を図るため、戸別受信機の機能に係る標

準的なモデルや仕様書の作成等を実施することとしており、来年３月までに報告書が取りまと

められる予定となっております。 

 お尋ねの安価な戸別受信機が開発された場合の無償貸し付けについてですけれども、製品化

がどのぐらいの期間要するのか、それから価格がどうなるのか、また国の財政支援がどのよう

になるかなど、このあたりの動向を踏まえて検討をしてまいりたいと思っております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君。 

○３番（西本友春君） 価格が安くなった場合はできるだけ、先ほど言いました防災士とか、非常

に必要性のあるところにはしっかりと無償貸し付けを検討していただきたいというふうに要望

して、私の一般質問を終了させていただきます。 

○議長（渡裕之君） 西本友春君の一般質問を終わります。 

 昼食休憩とします。 

 午後は１時から再開します。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

              休憩 午前11時54分 

              再開 午後０時59分 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（渡裕之君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 甲斐榮治君。 
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○１７番（甲斐榮治君） 皆さんこんにちは。議席番号17番甲斐榮治、一般質問をいたします。 

 本日は３つ、大きな項目として３つ用意いたしております。１つは、長年私たちが大変期待

もし、いろいろ町に要望もしてきた（仮称）光の森多目的広場の活用について、それから２番

目に、現下の町の一番大きな事業であります町立保育所の民営化事業について、３番目に、同

和対策事業関係についてです。 

 ３つ用意しておりますが、いずれにしても、町民の皆さんから託された使命は、議会として

は議決権、要するに団体意思を決定するという大変な使命がございます。それについては、し

っかり質問もし、町と討論もし、その上で、納得した上で、最終的には事実がどうであった

か、それから法の関係がどうであるか、最後に自分の良心に照らしてどうであるかということ

で議決をすべきであるかというふうに思います。 

 １番と２番は、いずれ議決の機会が回ってくるかと思います。３番については、そういう場

面になるかどうか、ちょっとまだ今の時点では分かりませんけれども、その自分が議決をする

について納得をしたいと、そういった意味で一般質問をいたします。どうぞよろしくお願いし

ます。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） まず、１番目の（仮称）光の森多目的広場の活用について質問をいたし

ます。 

 この１番と２番を、ともに関連をしますので、一緒に答えてもらいたいというふうに思いま

すが。１番についてちょっと申し上げれば、平成28年９月議会での大久保議員の一般質問に対

して町長が次のように答弁をされております。「現在、国、県の方と協議をしていると言って

おりますけども、県を通じてやっておりますけども」、途中略しまして、「まだ協議中であり

ますので、決定したというところまでいっておりませんけども、そういう国の制度を受けられ

るようなところで取り組んでおります。町としては、そういう方向で進みたいということで進

んでおります」。要するに（仮称）光の森多目的広場を防災広場にすると、そういう件につい

ての町長の答弁でありました。 

 ２番に関しては、防災の視点、あるいはその計画と（仮称）光の森多目的広場とが結びつい

た過程については、９月議会で大久保議員の質問への答弁で十分分かっております。なぜ町が

防災広場にこれを持っていきたいというふうにしたかというその過程は分かっておりますが、

恐らくこういっても、私の方としてはこの（仮称）光の森多目的広場の活用に絞って町民や議

会に意見を聴取して、その結果どうなったかというのを答えていただきたいと思いますが、町

は町のこれまでの経過を言っておきたいということもあるでしょうから、その辺の答えになる

かもしれませんが、以上のことを踏まえて、１番目、同広場を防災広場として活用する計画は

町執行部の方向性であるか、決定であるか。 

 ２番目、その方針なり決定なりが公表されるまでにはどのような過程を経たかについて御答

弁をお願いします。 
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○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） それでは、お答えします。 

 今おっしゃった多目的広場を防災広場に整備することに関しましては、プロセスから決定に

至る重要なことであると考えておりますので、しっかりと説明をさせていただきたいと思いま

す。 

 御質問の１と２については一連の答弁とさせていただきます。 

 行政が事業を実施するに当たっては、事業を必要とする社会状況を分析し、課題整理を行

い、事業を実施する方針を決定し、事業計画を作成するというのが一般的な展開手法でありま

す。当然この一連の過程の中には、住民、議会、関係機関や団体への説明や意見交換、協議を

行うとともに、アンケートやパブリックコメント手続などによる社会調査、意見集約も行いな

がら、検討委員会や審議会などの第三者委員会での審議を経て計画決定を行うという手続を踏

んでいるところです。 

 （仮称）光の森多目的広場は、平成19年３月に多目的グラウンド用地として公共用地先行取

得事業債を活用して購入しました。 

 土地取得後からこれまでの議会での当該用地の防災に係る主な一般質問に対する答弁内容を

紹介させていただきます。 

 平成21年３月議会では、本来の多目的グラウンドの整備については、皆様と検討しながら、

財政状況の見通しの中で整備計画を立てると答弁を行い、（仮称）光の森多目的広場として整

備をしたところです。 

 平成24年９月議会では、日ごろは公園的な使い方、またグラウンド、多目的なグラウンドの

使い方をしながら、何かあった場合の災害時の避難場所や防災施設、大きな災害があった場合

は仮設住宅あたりも建てられる場所として確保していくと答弁しています。 

 平成26年６月議会では、地域防災計画で広域の避難場所及びヘリコプター発着予定地に指定

しており、加えて当時建設中の光の森町民センターは、西部地域における防災機能を有した重

要な防災拠点として、また武蔵ヶ丘中学校の運動場の代替施設としてと答弁しています。 

 平成28年３月議会では、甲斐議員、川俣議員の御質問に対して、立地条件が持つ特性を踏ま

えたコンセプトプランニングを策定すると答弁したところです。 

 そしてその後、平成28年４月に熊本地震が発生しました。熊本地震発災後の平成28年９月議

会では、甲斐議員の御質問に対し、熊本地震発災後、（仮称）光の森多目的広場に自衛隊から

仮設風呂を設置いただいたこと、ボーイスカウトの活動拠点となったこと、町西部にある貴重

な土地であることなどを総合的に検討していくと同時に、今回の震災を踏まえてコンセプトプ

ランニングを進めていく、またキャロッピアを含めて、地域防災計画の中でも防災的な位置づ

けをし、この間も、これは平成28年２月の防災訓練のことですけれども、ヘリコプターもおり

てきた。当面は、仮設住宅があるため使えないが、並行して考えていきたいと答弁したところ

です。 
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 また、熊本地震が発生する前の平成27年10月に策定した菊陽町まち・ひと・しごと創生総合

戦略や、平成28年３月策定の第５期総合計画の後期基本計画において防災公園を整備すること

を位置づけていました。その後、熊本地震を踏まえて、本年２月に策定した熊本地震復旧・復

興計画の中で、災害に強い町に向けた防災機能の整備を柱立てし、防災広場の整備に取り組む

こととしました。 

 これらの計画策定に当たっては、幾度となく町民の方々からの御意見をいただき、意見交換

をしましたことは議員各位も御承知のことと思います。 

 熊本地震の際は、その発災と同時に、町長をはじめとして役場の全職員が避難所を運営し、

支援物資を配布したりし、また持病を抱えながら避難をしている人々や車中泊をしている人々

の対応をしたりして、避難をしている人たちから言われたことは、感謝の言葉と、また来るか

もしれない災害への備えが必要であるということでした。このことは、一緒に熊本地震被災者

の対応をしていただいた区長さん、区の役員の方々、自衛隊員、警察署員、消防団員、ボラン

ティアの人たち、町内の企業、こういう人々が共通して聞いているところであります。議員の

皆様にもお聞きになった方がいらっしゃることと思います。そして、そのとき誰もが、また来

るかもしれない災害への備えが必要であると思われたものと思います。 

 そして、昨年度実施した復興座談会や復興ワークショップでの参加者から、人口が集中する

西部地域に防災機能を有する広場が必要であるとの御意見や御要望を多くいただき、また今年

に入って実施したアンケート調査では、８割の方が防災広場の整備が重要であると回答し、特

に人口が集中する西部地域でその割合が高くなる結果が出ております。 

 このような中、熊本地震が激甚災害の指定を受けていたことにより、国土交通省所管の補助

事業である都市防災総合推進事業での取組が可能となり、国や県との協議を行って、当該事業

実施の見込みが出たため、９月議会の行政報告で報告したところです。 

 そして、現在、申し上げました都市防災総合整備推進事業の採択を目指して、今年９月に設

置した復興まちづくり計画策定委員会が現在防災広場に関する事業を盛り込んだ復興まちづく

り計画を策定しているところです。この計画が今月中に町に提出される予定であり、その後町

が計画を決定し、公表するということになります。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） 課長とも、この件については多少事前にお話をしましたが、町として

は、なぜそういうところに至ったかということについてはきちんと説明しておきたいというこ

とでしたので、少し時間がかかりましたけれども、それはそれで承諾をいたしました。 

 以下、時間がもったいないですので、あとは手短に、あ、手短という言葉使っちゃいかんで

すね、簡潔に答えていただきたいというふうに思います。 

 要するに、この前大久保議員の一般質問の要旨も、例えばアンケート調査をしたといって

も、それはこの広場の活用をどうするかというアンケート調査ではなくて、震災に関する調査
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の結果、防災広場が必要だというふうなことにすぎないじゃないかと、この広場をどうするか

ということについてはアンケートも何もとられておらないというところがあったと思います。 

 それで、その件はいいんですが、質問の一番大事なところ、今のこの町が我々にこの前９月

議会で示された方針というのは、執行部の方向性であるのか、もう既に決定しておるのか、そ

の辺について明確なお答えをお願いします。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） １番の御質問ということでよろしいですか。 

              （17番甲斐榮治君「はい」の声あり） 

 これに関しましては、町としては防災広場として整備を決定していくということで進めてお

ります。 

 さらに、現在策定中の防災まちづくり計画の中でも広場として整備する方向での計画となっ

ているところです。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） 町長にお聞きします。 

 この今の９月議会での答弁からしますと、まだ協議中でありますので、決定したというとこ

ろまでいっておりませんという言い方をされております。これは変わりございませんか。 

○議長（渡裕之君） 後藤町長。 

○町長（後藤三雄君） もう町としましては、そういう補助事業を使って進めていくということ

で、私としてはそういうところで進めていくところで今取り組んでおりますので、その採択が

できれば、もうその内容、今言っております、担当課長が説明したとおりの内容で進めていき

たいというところで、この、私の中ではそういう、この事業を使った方が一番有利であって、

そして熊本地震も経験したところから見ますと、その中でいろんな、さっき申し上げましたよ

うなところがあって、またこの昨年の、いわゆる地震の来る前の２月に総合防災訓練をやった

ときも、その関係される、特に実施訓練に参加された区長さん方からは、やはりもう防災公園

で進めて、震災後進めていただきたいということもあって、ぜひこの事業で進めたというふう

に考えております。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） 町長としてはこの方向で行きたいというふうに心を決めてるという理解

でいいですかね。 

              （町長後藤三雄君「はい」の声あり） 

 それでは、その件はまだいろいろお尋ねしたいこともありますけど、また別の場面でしたい

と思います。 

 町長の答弁の中で、国の補助制度を使う方向ということがございました。この補助制度の名

称と、県を通じてやるということでしたけど、この県の担当部局はどこでしょう。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 
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○総合政策課長（中島秀樹君） お答えいたします。 

 活用する補助事業につきましては、国土交通省所管の社会資本整備総合交付金の中の都市防

災総合事業の活用を予定しているところです。この事業は、熊本地震が激甚災害の指定を受け

たことにより活用できることとなったものです。交付金の交付対象は、復興まちづくり計画の

作成や付随する調査に要する費用、災害に強い町に復興するための公共施設等の整備が対象と

なるものです。交付率は、いずれも２分の１です。現在策定中の復興まちづくり計画もこの補

助金を活用してつくっているところです。 

 また、今後整備を予定しております広場につきましても、この交付金を活用を予定してお

り、防災広場の測量試験費や実施設計、工事費、用地等もこの交付金を活用するところで現在

県を通して国と協議を行っているところです。 

 今申し上げましたように、測量試験費、実施設計、工事費が対象になりますけれども、これ

には用地費も含まれることとなっております。こちらに関しましては、現在土地が特別会計の

所有になっておりまして、特別会計から一般会計に買い戻す際に補助の対象になるということ

でございます。光の森町民センターを整備した際も買い戻しの補助を受けているところです

が、今回の整備にもし該当するという採択を受ければ、この費用に関しても２分の１が補助と

して出るということになります。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） その協議がどの程度進んでおるか、そしてどういう補助を得られる見込

みであるかどうか。 

 それから、次は町長にお聞きしたいんですが、この整備計画について補助制度の協議に入っ

ているという答弁をされましたが、協議が調ってしまえば、それはもう既成事実になってしま

うんではないか。そうしますと、今そういう方向で進みたいということでしたけれども、この

広場を防災広場とするということを決定づけてしまうのではないかというふうに考えますが、

ところが、これは最終的には、防災広場にするにしても一定の予算が必要なわけで、議会の議

決にかかってくると思います。そうすると、議会との共通理解というのもどうしても必要にな

ってくると思いますが、その辺について町長どうお考えか。 

 特に、協議を進めていってずっといって、もう既成事実ができてしまって、もうあとはどう

動きようもないという状態を突きつけられても、これちょっとまた問題があるかと思いますの

で、御答弁お願いします。 

○議長（渡裕之君） 後藤町長。 

○町長（後藤三雄君） 今担当課長が申し上げましたように、どういう形で持っていくかというそ

の姿が見えて、申請する段階では、議会の方にもきちんと説明をした上で申請をしたいと思っ

ております。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 
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○１７番（甲斐榮治君） では、まだこれは協議も調ってないし、その途中では議会にも説明をす

ると、こういうふうに理解してようございますかね。 

○議長（渡裕之君） 後藤町長。 

○町長（後藤三雄君） 今担当課長が申し上げましたように、いわゆる実施設計等をつくるような

ところまでは国の制度事業の中で認めていただいておりますけども、それによってでき上がっ

たものを、どういうものをつくるかという、こういう内容で、本当のこの事業、いわゆる防災

広場を整備するときの段階でその設計等ができ上がってきますので、その時点で一応議会の方

にはきちんと説明した上で、申請の方もその受付ができるような状態になったときには事前に

説明をしたいと思います。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） 端的に言いますと、申請をする前には議会とも相談をすると、こういう

ことですか。 

○議長（渡裕之君） 後藤町長。 

○町長（後藤三雄君） 相談をするというか、もちろん相談になりますけども、十分理解していた

だきたいというふうに思っておりますので、その辺はよろしくお願いしたいと思います。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） 先ほどから言ってますように、まだこれは何らの決定ではないんですよ

ね。ですから、可塑性がまるでない状況で議会に出されてきても、これはちょっと議会として

も物を言うことがありますので、そういうことがないように、従前に共通理解を広げるよう努

力をしていただきたいと思います。 

 次、ようございますか、議長。 

○議長（渡裕之君） はい。 

○１７番（甲斐榮治君） 次移りますが、これも、３番目に行きます。 

 公表の仕方は妥当だったかということです。何でこういう質問をするかといいますと、これ

まで町はいろんな事業を提案されてこられました。中部小学校、大きな事業はですね、もみじ

園、それからこれは後で触れますが、教育集会所、それから今度のその防災広場ですね。この

町が議会なりに提案するなり、あるいは町民に公表するなり、その辺のところですよね。中部

小学校の場合は、当初は耐震補強工事から出発をしております。28億円が40億円という、そう

いう、途中紆余曲折ありましたけども、そういうことまで発展してる。それから、もみじ園に

ついては、全員協議会である議員が、町長、もうこのもみじ園についてはそろそろ民営化を考

えたらいかがですかと聞いたことに対して、実はそう考えておりますという提案の仕方。それ

から、後から触れます教育集会所についても、これもほとんど説明はなくて、補正予算書を点

検している中である議員が指摘をされて、そして１億円ぐらいかかってる、そういう計画であ

ると、内容が多少分かってきたということですね。それから、防災広場についても、行政報告

で確かに９月議会でされておりますが、この行政報告は以下のとおりです。その部分見ます
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と、光の森町民センターに隣接する光の森多目的広場の防災機能を強化する防災広場の整備

と、これだけです、この防災広場についての行政報告は。それを大久保議員も聞かれて、私は

もう不覚にもちょっと聞き逃しとったんですけども、ああ、あそこは要するに防災広場という

ふうに町は計画するんだというふうなことで一般質問がなされております。そこである程度、

初めてあそこが防災広場というふうな、かなり大規模な事業、それに適用されるんだというこ

とが初めて分かった。 

 普通、事業というものは、私の理解では、全体像、こういう事業ですよと。それからこのぐ

らい期間がかかります。それから財源はこうなりますと、そういった計画の概要を示して、大

きな事業についてはなされるべきだというふうに思います。 

 大体自治体の事業というのは、そんなけしからん事業は一つもないんですよね。自治体とい

うのは、やっぱり住民の福祉を考えて事業しますので、事業目的そのものは妙なものはないと

思うんですけれども、ただその事業を遂行するやり方、告知の仕方、次の進め方、この意思の

取りまとめ、そういったところを間違うと、本当はお祝いすべき事業なのにもめてしまったと

いうふうなことになりかねないというふうに思います。 

 先ほどから言いましたように、後藤町政、先ほどの上田議員の質問に、いろいろ実績おっし

ゃいました。確かにいろんなことをなさってらっしゃいますけれども、問題点は、この手順の

問題ですね、これにもう全て集約されると。先ほど言いました事業もそうです。この光の森多

目的広場の活用についても、いろいろ期待もし、一般質問もしてきたけれども、９月の議会

で、あえて申します、突然出てきたと。その事業の計画等も全然我々は知ることができない。

普通は、やっぱりその提案した事業をちゃんと概要を示して出すべきだというふうに考えます

が、町長いかがですか。 

○議長（渡裕之君） 後藤町長。 

○町長（後藤三雄君） この件については、さっき担当課長がこの経緯のところでも説明しました

ように、議会の方には、質問があったとき、またいろんなところで、いわゆるこの防災機能を

持たせるというような話はやってきてましたし、総合計画の中でも、この防災公園の、これ議

長も副議長もその作成委員会のメンバーになっておられましたので、当然御存じかと思うんで

すけども、そういうところでも位置づけてきた。そして、震災があって、今回の国のいわゆる

激甚災害の指定を受けた中でのその補助事業に、この対象になるところがあって今進めている

ところでありますので、そしてこの住民の皆さんの意見も聞きながら十分そこまで進めてきて

ますので、その辺は、その手順とは言われますけども、議会にいろいろ議案として提案して説

明する等もありますけども、やはりそういうものを踏まえないとそこまで行けないということ

もありますので、その辺は、何ていいますか、聞いとらんて、説明がなかったとは言われます

けども、私としてはそういう手順を踏まえながら進めていくというところでおります。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） 今計画のことも申されましたけれども、私が申し上げてるのは、例えば
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この事業というのが、もう例えば何億円なら何億円かかる事業が出てきたという場合には、そ

の事業の全体像、それから期間、それから原資をどうするかとか、その辺を示して、改めてき

ちっと提示してほしいと、こういうことを言ってるんです。 

 もしもその、今町長がおっしゃったように、あそこにあんたたちおったじゃないかみたいな

言い方されたら、今後これいろんな面で出てきますよ。今度の空き家条例だって、議員が入っ

てますですね。町長の諮問機関的なところに議員が入ってます。じゃあもう入らんぞというふ

うなことにもなりかねませんので、それはちょっと、そういう言い方はやめてほしいと思いま

す。 

 いいですか。この光の森多目的広場の用途については、私たちが震災前に町から聞いてきた

ことの最終的な結論は、地域からよくよく声を聞いて、そのコンセプトプランニングをして提

案いたしますと、ここまでなんですよ。そっからぽんと切れて、いきなりもう防災広場と来た

もんですから、唐突だと私は申し上げてるんです。そこは余り言っても水かけ論になるかもし

れませんけれども。 

 要するに今、４番目に移ります。町長としては、その提案した事業を進めていきたいと、こ

ういう基本線でおると。どのように今後進められるのか、それから計画の概要、特に財源とか

そういったものを示してほしいと思うんですけれども、全員協議会あるいは総務常任委員会が

その担当部局ですけれども、議会との、我々は単に反対するんじゃないんです。納得をした

い、理解をしたいということです。議会とのその共通理解促進の場を適切に設けていただきた

いと、こう思いますが、町長いかがですか。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） まず、４番の御質問に対してお答えさせていただきます。 

 整備の方針としましては、まず現在多目的広場として住民が利用している形態については今

後も維持することとしております。 

 次に、防災機能の強化に関しては、地域防災計画において、災害時にヘリコプターが離着陸

可能な場所としていること。車中泊が発生した場合に備えたスペースを確保しておく必要があ

ること、また福祉避難所の充実や、南海トラフ地震に備えた所要の整備も考えていることか

ら、具体的には防災、福祉、医療等の専門家の意見を聞きながら決めていくこととしていま

す。 

 スケジュールとしましては、国土交通省と熊本県との協議の進展ぐあい、財源の調達見込み

等によって変動すると思われますが、来年度には実施設計に入りたいということで考えている

ところです。 

 また、先ほど全体事業を示してという御質問ありましたけれども、こちらの方もちょっと答

えさせていただいてよろしいですか。 

 全体事業費を示してということでございますけれども、補助事業を実施する際は、国に示さ

れる実施要綱、基本的な概要を書いた要綱等だけでは、詳細な部分がありませんので、そうい
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った部分が不明になります。防災広場の整備に関しましても、協議をしていく中で、これ以上

の機能は対象外であったり、この整備は補助対象で、この設備は対象外になりますよといった

り、面整備の程度も、ここまでなら対象になる、ならない、そういった細かい部分が出てきま

す。 

 このような協議を経ながら、事業の方針が補助事業に合致するかどうかというのを細かく詰

めていく必要があるものですから、今では町の方針としては決定してるものの、その事業に取

り組みたいところで検討協議をしておりますが、そのあたりが詰まらないものですからきちん

と示せないという部分がございます。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） 先日、全員協議会にざっとしたものを示されましたですね。備蓄倉庫と

か、あるいは貯水槽とかですね。一定の何かやっぱり専門業者にもこれは相談された上での話

だと思うんですよ。たしかＵＲリンケージでしたか。これは、こちらから頼まれたんですか、

あるいはその会社の方がプロポーザルでこういうのができますよというふうな、そういうこと

であったのか、それもちょっと答えていただけますか。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） お答えいたします。 

 復興まちづくり計画といいますのは、復旧・復興計画の基本方針である、災害に強い「人・

緑 未来輝く生活都市 きくよう」を目指して、復旧・復興アクションプランの内容や整備ス

ケジュールを具体化することを目的としているものですので、そのため計画に掲げる防災広場

はもちろんのこと、一緒に計画を予定しております役場の防災機能の強化や中央公民館などの

再整備に関するそれぞれの取組は、実際には設計作業の中で、先ほど申しましたように、設計

作業の中で、その位置や規模、整備する内容が決まってくるものです。ですから、復興まちづ

くり計画の中で、防災広場に具体的に例えば貯水タンクを設置して、その容量は何トンであっ

たり、備蓄倉庫を設計するのであれば、食料何人分を何日分備蓄できるものにするかというこ

とは、この計画に同様に、広場の具体的にするということは、役場庁舎の機能強化に関して

も、庁舎をどこにどのように増築するのか、また増築した建物の部屋数は幾つかであったり、

その部屋に防災に係るどのような機材を何台設置するのかといったことを明確にすることと同

じことになります。ですから、復興まちづくり計画というのは、これから防災機能を強化する

ためにどういったものを予定しているというふうなもので掲げていくものであって、その中

で、具体的に言いましたように、何トンの貯水タンクを設置するとかということまでは明確に

決まらないものです。 

 ただ、まちづくり防災計画を策定するに当たっては、ある程度概要、皆さんに見ていただく

ときに概要が分かるように、防災広場のイメージとして掲載させていただいているものです。 

 また、役場機能の強化につきましても、イメージとして図を載せさせていただいているとこ

ろです。 
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○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） 時間もありますので、この件を言いよったら、またこれは時間が足りま

せんので、情報については、議会の方も全員協議会なり、あるいは総務常任委員会があります

ので、できるだけ今後ともそちらに提供していただくというふうなことと、もう一点は、この

質問をしました大きな意味は、あそこの光の森多目的広場というのが、町民がずっとこれまで

やっぱり何ができるのかという期待を持って見てきたところなんですよね。いろんな意見が来

ますけれども、防災広場って聞いたら、「ええっ」という反応がほとんどなんです。人によっ

てそりゃ反応の仕方は違うかもしれませんけれども、言うならば一等地ですよね。光の森が町

の顔に今なりつつある中で、あそこの広場の占める位置というのは大変大事なんで、いろんな

意見を聞きますと、県が大空港構想をしてる、それとのタイアップはできないか、あるいは菊

陽町の場合には、今は人口が増えてるけども、その次の人口増のその要素がないと。ああいう

ところにやはり都市としての何か顔みたいなものができないかと、そういうところにあそこを

使ってもらいたいと。 

 震災については、防災については、小・中学校のグラウンドがあるし、体育館があるし、な

いしはその企業などの駐車場とか、社会的インフラもあるし、そういうのも適用できるじゃな

いかと。だから、この一等地をもうちょっといろんな意見を集めてその活用を決めてほしい

と、こういう意見が非常に多いです。ですから、これを言ってもまた水かけ論になりますの

で、この広場の活用については再検討すべきではないかということを申し上げて、次の質問に

移ります。 

 次は、町立保育所の民営化事業についてですけれども、計画の遂行が当初の予定よりも遅れ

ております。私は、この遅れておることを責めるつもりはありません。むしろ時間をかけたら

いいんじゃないかという考え方を持っておりますが、遅れた理由は一体何なのか。 

 文教厚生常任委員会が町との窓口になっておりまして、文教厚生常任委員会に情報は伝わっ

てくるんですけれども、我々が待っておったのは、９月議会の後で申しますと、その募集要項

がどうなるのか、選考委員がどうなるのか、選考基準がどうなるのかと、そういうところを期

待しながら待っておりましたが、10月30日の選考委員会、ここにかけないとだめだということ

で待っておりましたが、そこでは決定するに至らなかったと。持ち帰ってもらって、11月14日

の第２回選考委員会が開かれて、16日に文教厚生常任委員会に発表があったという流れですけ

れども、この募集要項、選考基準を決めるのに、あるいは選考委員を決めるのにそんなに時間

がかかるのかなという疑問を持っております。一体何でその辺にそんな時間がかかったのかお

答えいただきたい。 

○議長（渡裕之君） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（東 桂一郎君） じゃあ、お答えいたします。 

 本年３月に策定しました菊陽町公立保育所民営化計画では、おおむねのスケジュールとし

て、本年10月以降に移管先事業所の募集をしていくことを予定していたところであります。計
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画策定後は、関係者の十分な理解を得るため、本年４月から６月にかけ、議員の皆様、各区

長、民生児童委員の方々、保育所の職員、保護者の方々への説明会を行ってまいりました。 

 その後、説明の際にいただいた御意見や外部有識者等から成る選考委員会の御意見などをも

とに、適切な移管先法人の選考方法や、残る２園のあり方、それから保育所職員に対する適切

な処遇、配置の内容について具体的な検討を行ってきたところであります。特に移管先事業者

の募集要項については重要な事項でありますので、時間を要したというところであります。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 副町長。 

○副町長（吉野邦宏君） 少し補足させていただきますと、民営化業務のうち、移管先事業所の選

考の業務を先行させながら進めておりましたけれども、その選考過程の中で、価格競争による

移管先事業所の決定ではないから談合等の不正は発生しないというふうに考えておりまして、

文教厚生常任委員会でそういったことについての議員さんからの御指摘をいただいておりまし

たけれども、その際にもそういうことは発生しないというふうにお答えしておりました。 

 また、移管先事業所の決定後、移管先事業所からの別の事業体への営業譲渡されるのではと

いうような御心配もいただいたりしております。 

 このような御心配をいただいたこともありまして、いろいろ協議を重ねてまいりまして、契

約に限らず、あらゆる財産変動につきまして、不正、契約妨害などが発生する可能性は否定で

きないというようなことで、未然防止策あるいは発生したときの対応などなどにつきまして、

移管先事業所の募集に当たっての規定であります募集要項の中に盛り込んでいくということで

時間を要しておったところでございます。 

 また、不正につきましては、特定の法人が保育所民営化に応募できないように妨害する、あ

るいは脅迫するとか、あるいは応募する法人間で談合し、応募する保育所の割り当て、応募し

ない法人に対する解決金の支払いとか、選定された法人が被選定権を後日譲渡するとか、ある

いは町内法人に名義を借りるとか、選考委員、職員に対する口ききとか、このようなことを想

定しながら、このようなことが発生しないように、応募要項の内容を精査し、万が一発生した

ときの対応を構築するのに時間を要しておったというようなことでございます。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） この募集要項、それから選考基準等については、文教厚生常任委員会で

丁寧な説明がありましたので、理解をいたしておりますが、若干あと少し、そのときには思い

つかなかったようなことがございます。それは、しかし今日はもう触れません。また文教厚生

常任委員会が開かれると思いますので、その中でただしていきたいと思います。幾つかそりゃ

あるんですが、もう今日はここでは触れません。 

 ただ、今大事なことは、２番目の武蔵ヶ丘第一保育園の民営化の日程を含めて、今後の事業

遂行の日程がどうなるのかということですね。特に、これは４番もちょっと関連しますので。 

 この前の文教厚生常任委員会あるいは全協での説明は、３月いっぱいまでに選考を終わらせ
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ると、こういうことでございました。ということは、その民間移管というのは、もう４月以降

にずっとずれ込んでいくと。６月だったり、７月だったりと、あのときのことから考えればそ

ういうことになりますが、時間もありますので、少し結論からいってしまえば、先ほど言いま

したように、この民営化の移行の日程そのものが遅れることについては私は余り大した問題は

ないと、むしろ丁寧に、いろんな説明もしながら丁寧にやっていただいた方がいいんじゃない

かというふうに考えております。 

 ただ、相手がおることですから、例えばその３月で選考が終わってしまって、その後、認可

手続とかありますから、６月か７月ぐらいに一番早くてもなるかと思いますけども、年度途中

で公立から民間に移管するということも起こり得ないことではない。だけど、これはやっぱり

学校とか、これは子育てですよね、人間を育てる、そういった事業所等が年度途中で基本的な

ところが変わるというのはやっぱり望ましくないんじゃないかと。いわば、もう30年３月に引

受法人が決定するのであれば、民間移管は思い切って30年以降に設定されてはいかがかと思い

ますが、その辺については町長いかがでしょう。 

○議長（渡裕之君） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（東 桂一郎君） それでは、今御質問がありました２番と４番についても一緒

ということでよろしいでしょうか。 

              （17番甲斐榮治君「はい、一緒で」の声あり） 

 では、お答えいたします。 

 今後のスケジュールでございますけども、先日の町長の行政報告にもありましたように、

12月１日から募集要項を公開し、周知を開始したところであります。12月22日までにエントリ

ーを受け付け、白菊園、白鈴園、さくら園については年明けの１月15日を期限としておりま

す。 

 また、武蔵ヶ丘第一保育園につきましては、施設の建て替えを移管先事業者において行って

いただきますので、施設の整備計画や各種図面等が必要になることから、他の園の応募期限か

ら１週間延ばし、１月22日を応募期限としております。その後、事務局での書類審査を行い、

応募事業者からのプレゼンテーションにより選考委員会での審査を開催し、本年度中には移管

先事業者を決定していきたいと考えております。 

 なお、今回は、菊陽町内の事業所だけではなく、近隣市町村の事業所も応募することができ

ることとしております。そのため、応募数によっては時期が前後する可能性があります。 

 移管先事業所の決定後は、移管に向けての協議を行いますが、具体的な移管時期について

は、移管先事業者と協議の上、決定することとしております。 

 年度途中の民間移管に問題がないかということでございますけども、移管時期につきまして

は、具体的な時期については現時点ではお答えできませんが、当該事業所の事業開始のための

準備状況や、県からの保育所設置認可の時期のほか、保護者、事業者、町による３者協議の状

況、それから合同保育の実施状況等を勘案して決定していきたいと考えております。よって、
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移管先事業者との協議、３者協議会、合同保育の実施により早期の移管ができると判断された

場合には、年度途中での移管を決定することになるのかというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） 現在の考え方ということで理解しておきたいと思います。 

 また、重ねて申しますけれども、やはりこういう人を育てる機関については、そういう施設

については、やはり年度を単位としてやった方がいいんではないかということを申し上げて、

この質問は終わります。 

 だんだん時間がなくなってますけれども、正規の37人、それから非正規の106人の町の職員

の希望と、町または引受法人の雇用意思にそごが起きたと。結果として失業もやむなきに至る

場合もあると思うんです。そういった場合に、何か補償とかそういったことについて配慮をし

ているかどうかについてお聞きをいたします。 

○議長（渡裕之君） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（東 桂一郎君） 正規職員につきましては、先ほど西本議員の一般質問でお答

えしましたので、省略させていただきます。 

 一方、非正規職員であります臨時・非常勤職員につきましては、これまで町立保育所を担っ

てきていただいてるという経緯があります。これを踏まえまして、民営化計画では、民営化に

伴う処遇について、個別面接を実施し、本人の希望を尊重した納得のいく選択ができるよう、

新たな進路を選択できるための支援を丁寧に行っていくこととしております。 

 また、募集要項においても、移管に当たっての条件として、各町立保育所に勤務している臨

時職員等について採用に努めることといったことや、安定した保育を提供するため、できるだ

け正規職員として採用し、労働環境や処遇の向上に取り組むことといったことを条件としてお

ります。このほか、審査の項目として、町立保育所の臨時職員等の採用について具体的な対応

を示していただき、その内容を評価することとしております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） 職場の変更というのは、やっぱりたった一人をとってみても、人生の中

でのやっぱり一大変更で、人生の設計を変えなくちゃいけないような、そういう問題であると

思います。この時点で、具体的にどうこうということは確定的には言えないと思いますけれど

も、ぜひその辺では十分な配慮をしていただきたい。 

 特に、先ほど申し上げましたように106名ですから、やっぱり１年間ぐらい間を置いて、そ

して子育て支援課だけじゃなくて、やっぱり役場挙げてそういう人たちの面倒を見るという

か、配慮をするというか、ぜひお願いして、次の質問に移ります。 

 最後の質問ですが、同和対策事業についてです。 

 ９月議会で、入道水と馬場の教育集会所の建築に関する予算、これが補正予算として出てま
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いりました。それで、私は、何でこれ当初予算にのせなかったかという質問をした、御記憶と

思いますが。町の答えとしては、県に補助を打診しておると、それが当初予算の時点ではまだ

結論も出てなかったので、結局その補正に回ったという答えでした。 

 この集会所の建設については、いろいろ議論もありましたけども、補正予算は可決をされて

おります。すなわち建設は認められたという状態ですね。町はその線に沿って進められるでし

ょうし、議会としては、今度は建設が適切に進められるかどうかについてチェックする義務が

あるというふうに思います。 

 そういう観点で質問をいたしますが、時間もありますので、１、まず入道水と馬場の教育集

会所の再建に関して、県からの補助金は獲得できたのか、また事業の概要についての説明はし

てほしいと思いますが、どうするのか、事業費の額、これはそのときも質問がありました。大

体ざっと計算しますと、この馬場の教育集会所が坪単価の81万円、それから入道水が84万円ぐ

らいになるかというふうに思いますけれども、高過ぎるんじゃないかという御指摘もございま

した。その辺について、まとめて御返答お願いします。 

○議長（渡裕之君） 人権教育・啓発課長。 

○人権教育・啓発課長（古賀直之君） お答えいたします。 

 議員お尋ねの補助金につきましては、平成14年３月の地域改善対策事業に係る特別措置法失

効に伴い、教育集会所等に対する整備事業の補助金はなくなりました。しかし、今回の建て替

えに伴う主な財源としましては、災害復旧事業債を1,760万円、及び要望活動の成果による熊

本地震復興基金の交付金分、これを7,100万円を予定しております。 

 また、議会に対する事業概要の説明については、先ほどおっしゃられましたように、９月定

例会の一般会計補正予算の審議の際に説明を申し上げ、御承認いただいたところでございます

が、建て替えに至った経緯、それから今後の予定などを本定例会の総務常任委員会で再度説明

することとしております。 

 次に、事業費の金額につきましてでございますが、公共工事の積算基準に基づき算定した事

業費を予算計上したものでありまして、適正な建築工事費及び解体工事費と判断しておりま

す。 

 ただし、最近人手不足などから入札の不調、不落等があっておりますので、工事受注に関し

ましては、今後受注できるかどうか少し心配なところがあるというような状況でございます。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） その7,100万円についてはもう見込みが立ったんですか。 

○議長（渡裕之君） 人権教育・啓発課長。 

○人権教育・啓発課長（古賀直之君） 財政課の方と協議、それから確認しましたところ、復興基

金の交付金分ということで7,100万円を今回教育集会所の方の事業費として予定しているとい

うところでございます。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 
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○１７番（甲斐榮治君） 要するに、町のプロパーの資金で7,100万円を払うということですか。 

○議長（渡裕之君） 人権教育・啓発課長。 

○人権教育・啓発課長（古賀直之君） 歳出予算としましては、これは一般会計の単独予算となり

ますので、財源として復興基金の交付金分を充てたいというような形になります。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） 県の補助金はだめだったんですか。 

○議長（渡裕之君） 人権教育・啓発課長。 

○人権教育・啓発課長（古賀直之君） 冒頭申し上げましたように、法が失効しておりますので、

国・県等の補助金は現在のところございません。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） 時間もありますので、あとは総務常任委員会にぜひ御説明の方をお願い

しておきたいと思います。 

 最後です。もう２分しかありませんが、平成28年10月21日、厚生労働省に陳情した件、ＩＣ

部品組み立て工場及び自動車整備工場の震災復旧に関する補助金交付はその後どうなったの

か、どなたか御報告いただきたい。 

○議長（渡裕之君） 人権教育・啓発課長。 

○人権教育・啓発課長（古賀直之君） それでは、お答えいたします。 

 今議員がおっしゃられました厚生労働省への陳情でございますが、これは町議会議員の皆様

にも同行していただいて、要請活動をしていただいたところでございます。 

 議員お尋ねのその後の結果はということでございますが、現在までに国・県から新たな補助

制度の創設に関する回答は得られておりません。 

 また、今後の対応につきましては、県及び事業所と協議しながら検討を進めていく予定とし

ているところです。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） 以上で一般質問を終わります。 

○議長（渡裕之君） 甲斐榮治君の一般質問を終わります。 

 しばらく休憩します。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

              休憩 午後１時59分 

              再開 午後２時10分 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（渡裕之君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 佐々木理美子君。 

○５番（佐々木理美子君） 皆さんこんにちは。議員番号５番佐々木理美子です。まだまだこの席
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はふなれではございますが、町民の皆様の言葉をお届けするために質問させていただきます。 

 今回の一般質問は、１つ目は小・中学校の部活動の社会体育移行について、２つ目は民営化

後に残る武蔵ヶ丘第二保育園についてと２つの項目で質問させていただきます。 

 質問は質問席でさせていただきます。 

 まず初めに、小学校の部活動の社会体育移行について御質問をします。 

 熊本県教育委員会は、平成30年度末に、熊本市を除く全ての小学校の運動部活動は社会体育

へ移行するとの方針を打ち出しています。これまで本県は、運動部活動が児童のスポーツ活動

になってまいりました。しかし、少子化に伴うチーム編成の困難、保護者や児童のニーズの多

様化、また指導者不足などの課題が指摘されています。このような課題に対応し、児童にとっ

て適切なスポーツ環境を確保するために小学校の運動部活動を社会体育に移行するとの本県の

基本方針でありますが、本町における社会体育への移行についてどのように考えられているか

を質問いたします。 

 また、基本方針の一つとして、社会体育への移行期間は、平成27年度から社会体育に向けた

検討を開始し、移行準備が整った地域、学校、種目から順次移行を進める、移行期間を４年と

し、平成30年度末には各市町村において社会体育移行が達成できるようにする。その基本方針

では、それぞれの小学校の現状と地域の実態に応じた活動を行うことや、社会体育への移行は

全小学校一斉に行うとしています。 

 県内では何校か移行した学校もあると聞きます。菊池市の泗水地区では、今年度からモデル

事業が進み、全ての部活の社会体育以降ができたと聞いております。それぞれの町の実情、地

域の実態で方法はあるかと思いますが、本町においても既に社会体育に移行するための検討委

員会が設置されており、積極的な検討がなされていると思います。 

 移行期間から２年経過した現在において、具体的にどのような検討をされ、どのような方向

に進んでいるのか、検討委員会の組織内容も含めて伺います。 

○議長（渡裕之君） 教育次長。 

○教育次長（徳淵盛也君） それでは、失礼します。御質問にお答えをいたします。 

 小学校の運動部活動の社会体育への移行について、町の方針であるとか体制、準備委員会の

進捗状況についてはどうかというふうなお尋ねかと思いますが、まず熊本県教育委員会は、児

童・生徒にとって安心・安定したスポーツ環境を確保するため、平成27年３月に児童・生徒の

ための運動部活動及びスポーツ活動の基本方針を策定しました。小学校の運動部活動を社会体

育へ移行することをその中で示しております。 

 このようなことから、本町におきましても、平成27年８月に菊陽町スポーツ推進委員会、体

育協会、ＮＰＯ法人クラブきくよう、町内の小学校長、体育主任、ＰＴＡ会長で構成をされま

す菊陽町小学校運動部活動の社会体育に移行する検討委員会を立ち上げました。その中で、菊

陽町小学校運動部活動の基本方針としましては、先ほど出てきましたように、平成30年度末ま

でに小学校の運動部活動を社会体育へ移行するというふうなことにしております。 
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 菊陽町小学校運動部活動の社会体育移行に関する検討委員会ですが、これまでにも５回を開

催をしておりまして、今後もまた開催をしていく予定ということになっております。 

 学校や地域の実態を踏まえて、学校と教育委員会、そしてまた菊陽町スポーツ推進委員会、

体育協会、総合型スポーツクラブ、ＮＰＯ法人クラブきくよう等との連携を図りながら、児童

にとって適切なスポーツ活動の環境づくりを進めているところであります。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 佐々木理美子君。 

○５番（佐々木理美子君） 検討委員会が何回も開催され、また12月にも、検討委員会、２回ほど

行われるということをお聞きしております。 

 次の質問ですが、29年度時点に今４年生の子どもたちがいます。その対処について少しお聞

きしたいと思います。 

 この子どもたちが６年生に進級したときには、既に運動部活動が社会体育に移行しているこ

とでもあるため、５年生時における子どもたちへの指導、説明をどのように行うのか、子ども

たちの部活動に対する思い、意気込み、希望を考えると、部活がなくなる、部活ができなくな

るという不安な思いはしないかと心配しております。 

 これまでの部活動は、学校教育のいわば延長線上に位置づけられており、児童の部活動を通

じての人間形成、道徳観、健康管理、精神管理においても保護者としても安心できる部活動で

はなかったかと思います。しかし、社会体育に移行したときの児童たちへのケアをどのよう

に、新しい指導者へスイッチできるか、また引き継ぎが密接にできるものなのかを質問いたし

ます。 

○議長（渡裕之君） 教育次長。 

○教育次長（徳淵盛也君） それでは、失礼します。 

 現在の小学校４年生が６年生に進級したときには社会体育へ移行するということになります

ので、５年生時における子どもたちへの指導や説明をどのように行っていくのかというふうな

お尋ねですが、まずは、先ほども申し上げましたように、菊陽町小学校運動部活動の社会体育

に移行する検討委員会においてこれまでも検討を行ってまいりました。教育委員会としまして

は、検討委員会の意見をいただきまして、児童にとって、先ほども申し上げましたが、いろん

な意味で適切で安心してスポーツができる、そういった環境づくりのための整備を図っていき

たいというふうに考えていきますと同時に、今度の見通しも含めまして、平成30年当初には児

童や保護者への説明を行っていきたいというふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 佐々木理美子君。 

○５番（佐々木理美子君） うまく子どもたちが気持ちを切り替えることができるように、説明を

よろしくお願いいたします。 

 それでは、現在存続している部活動のことについて少しお聞きいたします。種目の受け皿に
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ついてお聞きします。 

 菊陽町小学校運動部活動の設置状況としまして、平成29年度におきましては、全小学校23の

種目があり、そこには520人ぐらいの子どもたちがそれぞれに部活動を楽しんでいます。今

後、社会体育に移行したときの受け皿の体制はどのように進んでいくのか。例えばここの小学

校では指導者が見つかったけど、ここは見つからなかったとか、想定をした場合の対処をどの

ようにされるのか。指導者が見つからなかった場合は、校区をまたいで児童を移動させるの

か。このような場合、児童の安心・安全が保持できるものとは考えられません。保護者として

は、児童が希望する社会体育の種目が、校区で指導者がいなく参加できなかった場合、共働き

の家庭では、子どもの安心・安全を目的とし学童保育を利用させる方たちもいるのではないか

と考えます。そのときの学童保育の受入れ態勢、学童保育指導員の負担増が懸念され、学童に

も入れない児童が発生したときの対応はどのように考えられているのか質問いたします。 

 女性が働きやすい環境づくりに逆行しない体制づくりもあわせて答弁をお願いいたします。 

○議長（渡裕之君） 教育次長。 

○教育次長（徳淵盛也君） それでは、失礼をいたします。 

 まず、社会体育への移行に当たりまして、現在学校教育活動の一環として小学校の運動部活

動が担ってきていた部分を、今度はこの社会体育への移行に伴って、地域社会でありますと

か、家庭等がその役割を担っていくことになります。活動時間やいろんな負担等も出てくるか

と思いますが、そういった部分については、指導者なんかの面もひっくるめまして、いろいろ

過去の検討委員会で課題として随分出てきました。 

 先ほど申し上げました、児童にとって安心で適切なスポーツ環境の整備という面につきまし

ては、今のところ具体的にあれがこうだとかというふうにはまだ具体的に述べることはできま

せんが、受け皿づくりにつきましても現在進んでいるところであります。 

 先ほど申し上げましたように、学校体育が担ってきた部分をそれぞれの地域や家庭が担って

いくという部分におきまして、まずは民間のクラブで活動するとか、それとか保護者がこのま

んま運営主体となって今の部をそのまんま引っ張っていって活動するとか、または今議員さん

がおっしゃいましたように、受け皿を準備して、そこで活動していくとか、そういったものを

それぞれの部活動をしている家庭なり、部活動単位で選択をしていただくというふうなことに

今後なっていくかと思います。 

 また、今学童の問題が出てきましたが、現在その部分については、運動部活動の社会体育移

行への検討委員会においては議題として上げておりませんので、そこの部分はちょっと返答が

できないところはお許しいただければというふうに思います。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 佐々木理美子君。 

○５番（佐々木理美子君） 次に、小学校のこと終わりまして、中学校の運動部活の社会体育移行

についてお聞きいたします。 
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 小学校運動部活動は平成30年度末までに社会体育に移行するように方針が明らかにされてい

ますが、中学校においては、実態と課題を踏まえて、職員や保護者、地域の方々で構成した―

―戻りますね。中学校の方は、社会体育と連携するようなやり方をするようにという県の方針

が示されています。 

 中学校においては、実態と課題を踏まえ、職員や保護者、地域の方々などで構成した校内委

員会を設置したり、総合的な地域スポーツクラブなどと連携を図り、地域の指導者の発掘、そ

して積極的かつ適切な活用などについて検討すると聞いております。 

 また、学校の代表者は、市町村に設置した委員会も参加し、情報の共有化を図ると方針を定

めていますが、具体的な移行期間も示されていない中、本町における実態と課題をどのように

受けとめているか、また指導者の発掘及び校内検討会の設置計画はあるのか、具体的に町の方

針をお聞きいたします。 

○議長（渡裕之君） 教育次長。 

○教育次長（徳淵盛也君） それでは、失礼をいたします。 

 中学校の運動部活動の社会体育移行についてということでありますが、町内２つの中学校に

おいて、現在22の部活動が活動しております。顧問である学校の教員と一緒に、地域の指導

者、外部指導者の方に、21名になりますが、指導をしていただいているところです。中学校の

運動部活動については、このまま、移行とは違いまして、現在のままに、先ほど議員さんが申

し上げられたとおり、連携をして進んでいくということになります。ですから、社会体育への

移行ということはありません。 

 そのような中で、非常に課題として捉えられているのが、現在21名の指導者の方に入ってい

ただいておりますが、なかなかそういった学校の部活、教育活動として行われる中学校の部活

動への理解であるとか、それとか指導者としての資質とか、そういったものを兼ね備えた人を

年度ごとに校長が委嘱をしておりますけれども、なかなか発掘したりお願いしたりすることも

非常に難しい状況になってきています。そういうところが現状であります。 

 このように、指導者の問題が小・中学校とも非常に大きな課題として言えます。現在、スポ

ーツ推進委員さんであるとか、菊陽町体育協会であるとか、ＮＰＯ法人クラブきくよう等をは

じめ、地域の人などにも積極的に協力いただきながら、そういった指導者の方の確保というの

を努めていかなくてはならないというふうに思っているところであります。 

 今後とも、中学校の運動部活動につきましては、社会体育との一層の連携によって活動の充

実を図っていくというふうなことで、そういう方向で参りたいというふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 佐々木理美子君。 

○５番（佐々木理美子君） 先日いただいた小学校の部活動の移行についての表をいただいて、小

学校の中では約８名ほどの外部のコーチがいらっしゃいますけども、中学校では21名とお聞き

しました。こちらももちろん、有償・無償とありますが、有償でコーチを雇われているという
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ことでよろしいでしょうか。 

○議長（渡裕之君） 教育次長。 

○教育次長（徳淵盛也君） 中学校で言いますと、ほとんど年間で用具代という形で、トレーニン

グウエア１着分ぐらいで、ほとんどボランティアに近い形が現状です。 

○議長（渡裕之君） 佐々木理美子君。 

○５番（佐々木理美子君） 社会体育については、地域の指導者であったりが、積極的、適切な活

用についてしなければいけないなと思います。これについては、今までは学校長が委託を行

い、指導者としての位置づけを明確にして、教育的配慮のもと、各運動部活動の顧問は地域の

指導者の役割を明確に示し、常に連携をとり合う活動をするとありますが、本町における指導

者との連携とか、その枠組みについて、またどのような指導者の発掘方法について検討されて

いるかをお聞きいたします。 

○議長（渡裕之君） 教育次長。 

○教育次長（徳淵盛也君） 指導者の連携につきましては、校内で、先ほど校内委員会というふう

な言葉をお使いになりましたが、部活動担当者会というのを持っております。その中で、例え

ば年に数回、顔を合わせて意見を述べ合う機会もあります。ただそれは、学校によっては回数

の差も違ったりしますけれども、そういう場で一般の指導者の方と、それから違う部の顧問で

あるとか、学校全体の職員であるとか、そういうところで意見を交換する場はあります。 

 また、同じ部の中での外部指導者と教員との連携というのは、日常的に練習とかそういうも

のをしますので、そこでは日常的に行っております。 

 発掘につきましては、先ほど申し上げたように、いろんなスポーツ団体であったりとか、地

域の方の支援をいただいているところなんですが、中には、自分の知り合いであるとか、それ

とか保護者の方の知り合いであるとか、そういった方から紹介を受けまして、そして委嘱をし

ていくといったケースもございます。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 佐々木理美子君。 

○５番（佐々木理美子君） 小学校の部活動の社会教育移行については徐々に進んでいくかと思っ

ております。まず、私の方も着々と進んでいくことを望んでおります。 

 総括的質問として教育長にお尋ねいたします。 

 社会教育移行後の責任について、指導中の事故、病気の対応、事故、けがなどの補償の問

題、活動費用の負担、現状の課題と今後の課題、以上のような課題をしっかりと予測して、教

育長として小学校・中学校の運動部活動の社会体育移行についてどのようにお考えかをお尋ね

いたします。 

○議長（渡裕之君） 教育長。 

○教育長（上川幸俊君） お答えをいたします。 

 お答えの前に、まず、議会におかれましては、文教厚生委員会の議員の皆様にスポーツに関
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する社会教育の先進地を研修先に設定していただきまして御訪問いただきましたことに敬意と

感謝を改めて申し上げたいと思います。ありがとうございました。 

 小学校の運動部活動の社会体育移行につきましては、今次長の方からも御説明を申し上げま

したけれども、熊本県の基本方針として示され、政令市を除く全ての市町村で現在進められて

おるところでございます。菊陽町の教育委員会といたしましても、最も重要な施策の一つとし

て現在取り組んでおるところでございます。 

 議員御指摘のように、移行後の指導者の確保の問題、あるいは活動場所、活動時間、活動に

伴います経費、事故防止等、それらの課題につきましては、教育委員会としましても、いずれ

も社会体育に移行する上での重要な課題と考えておりますし、現在検討委員会の方でピッチを

上げて御協議をいただいておるところでございます。 

 課題の解決に向けましては、一つ一つの課題の解決に向けて、保護者の皆様の御理解であり

ますとか、あるいは地域の皆様の御理解、御協力、これなくしては進まないところでございま

す。今後とも、菊陽町の実態に応じたよりよい活動環境あるいは体制づくりに向けて取組を進

めてまいりたいというふうに考えております。 

 私としては、今回のこの小学校運動部活動の社会体育移行への取組を通して、さまざまな解

決すべき困難な課題はございますけれども、その取組を通して、地域社会の教育力が一層強化

されて、社会体育移行後の菊陽町の子どもたちのスポーツ環境がより充実したものになるよう

願いながら取組を進めておるところでございます。どうぞ議員各位にも御理解と御協力をよろ

しくお願い申し上げます。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 佐々木理美子君。 

○５番（佐々木理美子君） 私の方も保護者の方にお聞きしました。ある保護者の方からは、まだ

はっきり分からないのですが、できたら今の部活のままがいいなという希望をされてました。

学校が終わってすぐの時間の活動、それから金額の負担についても今のままがいいんですけど

というお話でした。学校の先生の指導がなくなることで、指導者の確保も気になります。私た

ちが一緒になって指導者を見つけるべきかと思うのですが、お兄ちゃんは卒業しますが、下の

子が４年生になったときに学童しかないのかなと言われていました。 

 保護者、ＰＴＡの説明、それから町からの援助、使用料の減免など、ぜひ心ある御配慮をお

願いいたします。 

 また、現在全小学校校長先生発信のアンケート調査が行われていると聞いています。これか

ら取りまとめが進んでいくかと思いますが、保護者、子どもたちへの聞き取り、説明をしっか

りとしていただくことを要望して、小・中学校部活動の社会体育移行についての質問を終わり

ます。 

 それでは、２項目めの保育園民営化後の武蔵ヶ丘第二保育園についての質問に入らせていた

だきます。 
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 民営化後の武蔵ヶ丘第二保育園については、町民の方からは、武蔵ヶ丘支所が閉館したとき

は、町は福祉施設関係に利用しますとのことだったが、結局倉庫となってしまった、どう願っ

ても第二保育園もそうなるのではないかという、少し冷たく、少し諦めたことを言われており

ます。 

 町は、第二保育園の土地を、建物を活用する計画はあるのか、お聞きいたします。 

○議長（渡裕之君） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（東 桂一郎君） 質問にお答えいたします。 

 本年３月に策定した菊陽町公立保育所民営化計画では、武蔵ヶ丘第二保育園については、用

地拡張が困難な状況にあることから、武蔵ヶ丘第一保育園を隣接する旧武蔵ヶ丘支所の敷地を

含めた用地拡張による建て替えを前提として武蔵ヶ丘第二保育園を統合し、民営化することと

しております。 

 また、これにより保育所としての用途が終了する武蔵ヶ丘第二保育園の土地・建物について

は、今後検討委員会を設置し、その利活用について検討を行っていくこととしております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 佐々木理美子君。 

○５番（佐々木理美子君） ずっとずっと検討委員会が続きますが、これから、そうですね、２番

の方に移りたいと思います、子育ての場所、児童・子育て世代の交流の場にすべきではないか

と思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（渡裕之君） 子育て支援課長。 

○子育て支援課長（東 桂一郎君） 御質問にお答えいたします。 

 利活用策についての検討は、武蔵ヶ丘第一保育園の移管先事業者が決定した後以降に具体化

していく予定であります。 

 議員御質問のような子育ての場所や児童・子育て世代の交流の場といったものも考えられま

すが、西部地区には光の森町民センターキャロッピア内に子育て支援センターや、西部町民セ

ンター内に児童館、それからふれあい交流・福祉支援センター内のつどいの広場と病後児保

育、それから私立保育所のキャロット保育園とラビット保育園の子育て支援センターなどがあ

ります。 

 また、武蔵ヶ丘第二保育園がある周辺地域につきましては、高齢化率が町内で最も高い地域

であることから、地域の高齢者への支援を行っていくような場所としての活用なども含めて、

住民の皆様の御意見なども参考にしながら、先ほど言いました、今後設置する検討委員会で検

討は行っていくくこととしております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 佐々木理美子君。 

○５番（佐々木理美子君） 今社会的に問題になっている子どもの貧困、それからいじめ、行き場

のない子どもたちの場所、それから子育て中のママたちのサークル活動の場、菊陽町では、ま
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だ子ども食堂というのがする場所もありません。そういう声も聞いていただきたいと思いま

す。 

 何よりも民営化が順調に進んむことを願いますが、先ほども申しましたが、子どもたちのこ

と、子育てのこと、世代間のコミュニティの場所として活用していただくことを要望して、私

の一般質問を終わります。 

○議長（渡裕之君） 佐々木理美子君の一般質問を終わります。 

 これで本日の一般質問を終わります。 

              （15番上田茂政君「議長」の声あり） 

 上田茂政君。 

○１５番（上田茂政君） 私の一般質問の中で、町長に対しまして、よい説明をされておったんで

すが、私の〔取消し〕という不適切な発言をいたしましたので、これを取り下げていただきた

いと思います。大変失礼しました。 

○議長（渡裕之君） ただいま上田茂政君から本日の一般質問における発言について、会議規則

第64条の規定によって、ただいま上田議員から申し出がありました〔取消し〕の部分を取り消

したいという申し出がありました。 

 お諮りします。 

 これを許可することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 異議なしと認めます。したがいまして、上田茂政君からの発言取り消しの

お申し出を許可することに決定をいたしました。 

 本日はこれで散会いたします。 

 お疲れさまでした。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

              散会 午後２時39分 
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            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

              開議 午前９時59分 

○議長（渡裕之君） おはようございます。 

 これから本日の会議を開きます。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第１ 一般質問 

○議長（渡裕之君） 日程第１、前日に引き続き一般質問を行います。 

 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） 皆様おはようございます。 

 大久保輝でございます。傍聴にお越しの皆様、誠にありがとうございます。 

 本日の一般質問につきましては、前回の９月定例会での一般質問を行った際に私の時間配分

がうまくできていないところもあり、特にこちらの件、私の周囲の町民の方からもさまざまな

意見をいただいておりますし、私の中でもまだ少し疑問が残っている（仮称）光の森多目的広

場の土地利用に関すること、あと全く質問が前回できませんでした交通体系の充実について、

それと菊陽町復興まちづくり計画（案）についての質問をさせていただきます。 

 しかし、昨日の一般質問と重複するところも多くあります。特に、３番目の質問である交通

体系の充実については、余り質問するところもなくなったようにも思っております。３項目の

質問とも通告に従って質問していきたいと思っておりますが、若干変わる部分もあるかと思い

ますので、その点、御容赦いただきたいと思います。 

 それでは、質問は質問者席にて行わせていただきます。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） まず、菊陽町復興まちづくり計画（案）について御質問させていただき

ます。 

 案ですので、全てが決定してるわけではないかというふうに思いますけれども、現在いただ

いてます菊陽町復興まちづくり計画（案）の一番初めの方に計画の目的が書いてありますが、

まずはこちらの計画の目的ということについてお尋ねをさせていただきます。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） おはようございます。 

 それでは、お答えいたします。 

 復興まちづくり計画の目的とはということでございますけれども、計画に載せてあるものを

説明させていただきます。 

 熊本地震からの単なる復旧にとどまらず、本町のさらなる発展を目指す創造的復興の実現に

向けて、今年２月に策定した菊陽町復旧・復興計画において、復旧・復興を推進する取組を示

した復旧・復興アクションプランを取りまとめたところです。復興まちづくり計画は、復旧・

復興計画の基本方針である災害に強い「人・緑 未来輝く生活都市 きくよう」を目指し、復
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旧・復興アクションプランの内容や整備スケジュールを具体化することを目的として策定する

ものであり、国土交通省の補助事業である都市防災総合推進事業を活用するに当たり、策定し

なければならない計画となっております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） 計画案の目的には、町のさらなる発展を目指す創造的復興の実現に向け

てというふうにあるかと思います。発展に向けた具体的な取組はどのようなことであるのかを

お尋ねしたいというふうに思っております。 

 というのも、菊陽町復興まちづくり計画（案）において書かれていることのほとんどが、

今、課長の方も答弁がございましたけども、防災拠点や避難所の整備など、災害発生時の防災

にかかわることになっていることがほとんどではないかというふうに思います。それはそれで

大事なことだというふうに思いますけども、それは町長が行政報告の方でもおっしゃられた、

現在策定中の地域防災計画というところに関するところの方になるのではないかというふうに

思いました。 

 私、そのような疑問を持ったので、復興という言葉の意味を改めて調べました。復興という

言葉の意味としては、一旦衰えたものが再びもとの盛んな状態に返ること、また盛んにするこ

とというふうにあります。しかも、創造的復興というふうに記されてるわけですから、町長が

ふだんから町の基幹産業とおっしゃっている農業、こちらの復興であったり、つまりどうやっ

て農業を盛んにしていくのかとか、あるいは農業だけでなくて地域の商工業をどのように盛ん

にしていくのかということが、この復興まちづくり計画（案）の中で見えてこないなというふ

うに感じました。私は、農商工業のさらなる発展が創造的復興になるというふうに思っており

ます。町のさらなる発展に向けた具体的な取組をお聞きしたいと思います。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） お答えいたします。 

 本町における復興まちづくり計画は、その上位計画である復旧・復興計画の中から、国土交

通省の補助事業である都市防災総合推進事業の事業目的である防災力の強化に合致した事項を

抽出して策定し、菊陽町の防災対応力を強化するための具体的取組を中心に計画しています。

その主な取組は、役場庁舎の防災機能を強化することとあわせて中央公民館、町民体育館を再

整備すること、公園や広場に防災機能を持たせる整備を行うこと、町道菊陽空港線を延伸する

ことなどです。この取組により、再度、熊本地震と同様またはそれ以上の災害が発生した場合

にも、町の施設をしっかり機能させて十分な災害支援を実施できるようにするとともに、被災

者の災害発生直後における避難行動をよりスムーズに行うことができるような災害関係の基盤

を整備し、物流や救援活動の十分な支援が可能となるような基盤整備を計画しているところで

す。 

 農業、商工業に関する計画が盛り込まれてないということでございますけれども、先ほどの
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１の御質問で答弁しましたとおり、この計画に関しましては都市防災総合推進事業を活用する

ことを目的として、昨年地震からの復興を目指すものとして掲載しております。ですので、こ

の計画は菊陽町の防災を、今後の減災であったり防災に関することになります。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） ３番目の質問になりますけれども、菊陽町地域防災計画との整合性はど

のように考えるのかというところを質問しているわけなんですけども、こちらの復興まちづく

り計画（案）の位置づけというところが手元にあるものですけども、復旧・復興のアクション

プランと、あと菊陽町の地域防災計画、こちらまだ策定予定ということですけども、これをも

とに菊陽町復興まちづくり計画を策定するというような位置づけになっているかというふうに

思いますけども、今おっしゃったのは、基盤整備であったりとかということは、どちらかと菊

陽町地域防災計画の方に当たるんではないかというふうに私は思ったところですからお尋ねを

したところでございました。 

 いずれにしても、この図で書いてあるとこでいくと、こちらですね、菊陽町の地域防災計画

とかがあった上で菊陽町の復興まちづくり計画というふうに書いてあるわけですけども、先に

こちらの案が出てきたので、もちろん整合性は当然とれるのかと思うんですけれども、整合性

をどのように考えるのかということをお尋ねしているところです。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） 失礼いたしました。３番の御質問にお答えしておりませんでし

た。 

 現在、菊陽町地域防災計画の見直しを進めています。見直す項目が多岐にわたることから時

間がかかっているところですが、復興まちづくり計画の策定と並行して進めており、復興まち

づくり計画の上位計画である復旧・復興計画とともに、ハード事業、ソフト事業の両面につい

て十分に整合性をとっているところです。具体的には、見直し後の地域防災計画には、これま

で定めていなかった防災に関する基本方針を減災をキーワードとしてしっかりと位置づけ、そ

のために必要な事業の展開や各種災害の予防計画をまとめることとしているところです。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） それじゃ、次の質問に移らせていただきます。 

 この計画策定に当たり行われた住民アンケートの調査結果というものが、こちらの復興まち

づくり計画（案）の方にも記されております。そのアンケートの中の自由意見というところの

欄がありました。こちらに、情報に関する意見というものがあります。その情報に関する意見

というのが、情報がなかなか入らなかった、防災行政無線が聞こえづらかったなど、情報伝達

不足から起こる不安感や物資配給の不公平感を強く感じた住民が多く見受けられたというふう

にあります。この意見がどの程度の量であったのかというのは分かりませんけれども、一つ一

つ設定された質問ではなくて、自由意見というところにある程度の量の意見が載っているとい

うのは、非常に重要なことだというふうに思っております。 
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 私は、熊本地震発災後の役場職員の皆様の、非常に大変だったんだろうなというふうに思っ

ておりますし、あちらの大変な中でいろいろとされてらっしゃったことには本当にありがたい

なというふうに思っております。しかし、そういった大変な努力の中でもこういったさまざま

な意見が出てくるのかなというふうに思いますが、これはどちらかというとシステムといいま

すか、そういった問題になるのであろうというふうに思います。 

 このような町民の声、情報伝達不足というものに対して、町としてはどのような対策を考え

ていくのかをお聞きしようとしておりましたところ、昨日の西本議員の一般質問への答弁で、

（仮称）菊陽町情報メールサービスを平成30年度から導入予定ということでございました。大

変よい取組ではないかというふうに思いますけども、そこで私も、今回メールサービスという

ことでございましたが、メールだけではなく、ＳＮＳ等の活用による情報発信ができないのか

ということについてお尋ねをさせていただきたいと思います。 

○議長（渡裕之君） 総務課長。 

○総務課長（板楠健次君） お答えをします。 

 今、議員の方から発言がありましたとおり、復興まちづくり計画のアンケートにおいて、熊

本地震の際の町からの情報伝達不足の意見が多く寄せられたところでございます。その後、新

たな情報提供の手段として、今年８月にヤフー株式会社と災害協定を締結して、スマートフォ

ンのアプリ、ヤフー防災速報に町からの緊急情報を直接配信しております。アプリに登録され

ますと、地震、大雨、火山などの災害情報に加えて、町からの避難に関する情報、大規模停電

や通行止めの情報、大雨、台風などの注意喚起情報、その他に広く危害のおそれのある不審者

情報、野生動物の出没情報などが受信できます。今年９月の台風18号、10月の台風22号の際に

は、町から注意喚起の情報を配信しております。 

 なお、現在、約7,800名の方が本町の情報を受け取れる設定をされているところでございま

す。 

 また、新たな情報手段として、今、議員の方から申されたとおり、平成30年度から、町の災

害情報などをメールで送る、仮称でありますが、菊陽町情報メールサービスの導入を予定して

いるところでございます。 

 今、御質問されましたＳＮＳの活用等をどう考えているかということにつきましてですけど

も、ＳＮＳにつきましては、災害時に正確な情報が広く拡散されれば、それは非常に有効な手

段であるというふうには思っております。ただ、課題も幾つかあると思われます。今現在、ス

マートフォンの個人の保有率が、全国で見てみますと全体で56％程度というふうに聞いており

ます。高齢者の保有率は非常に低い状況ということはございます。それと、ＳＮＳにつきまし

ては、ルール、モラル等の確保の問題、それから情報収集においては情報源の信憑性、信頼性

の問題等もあるというふうに思われます。このあたりの課題を整理しまして、ＳＮＳを有効に

活用してる自治体等を参考に、ＳＮＳについては今後検討してまいりたいというふうに思って

おります。 
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 以上です。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） ＳＮＳの件につきましては、今おっしゃられたように正確な情報なのか

どうか、あるいは信憑性がどうかということでおっしゃられました。こちらのＳＮＳの件につ

きましては、昨年の平成28年９月定例会では西本議員の方から、12月定例会では本議員の方

からも一般質問について質問あっていたかというふうに思いますが、その際もやはり同じよう

なところの話だったかと思います。正確な情報なのかどうかとか、あるいはその信憑性がどう

かということでございますが、逆に私は町としての公式の発信というものがあった方が、さま

ざまな信憑性がどうかなと疑われるものについても逆に正確な配信、情報を届けることができ

るんじゃないかというふうに思うわけでございますので、町としての公式のそういったＳＮＳ

の発信というものは、これは考えていただければなというふうに思います。 

 昨年のお二人の方の一般質問についても、検討したいと、検討はしていきたいというふうな

答弁があっておりました。全体的な内容としては余り前向きでなかったような気もしますけど

も、しかし検討しますというとこでもございましたので、この２件の一般質問から１年が経過

しております。現在、検討しますとおっしゃられた中での検討状況というのはどうなのかとい

うことについて少しお尋ねさせていただければと思います。 

○議長（渡裕之君） 総務課長。 

○総務課長（板楠健次君） 先ほど申しましたとおり、スマートフォンの個人保有率の状況、それ

からＳＮＳの利用状況というのも、今、どの程度あるのかというのを調べております。それ

と、他の自治体の、ＳＮＳを活用されている自治体も増えているということでございますの

で、その辺の具体的な中身を調査をしているような状況でございます。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） 情報伝達の方法もさまざまあるかというふうに思いますけども、その中

の一つとしてＳＮＳの活用があってもよいのではないかと思いますので、前向きな検討をお願

いしたいというふうに思います。 

 ５番目の質問ですね、策定プロセスにおける町民意見の反映はどのように考えているのかと

いうところに移らせていただきます。 

 町民意見の反映としては、この計画案にも記されているとおり、アンケートの実施や住民懇

談会、そしてこれからパブリックコメントという流れで記されているところであります。私

は、この計画案にある中で、前回の一般質問でもお聞きしましたし、この後の２番目の項目で

ある質問事項でもありますけども、（仮称）光の森多目的広場についてどのような説明がなさ

れるのか非常に興味がありましたので、先日行われた住民懇談会、幾つかありましたけども、

そのうち全ては出席できませんでしたが、２回ほど出席させていただきました。 

 その懇談会の説明の中では、光の森多目的広場については防災広場として整備することでも
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う決定しているというような内容の説明があっていたかというふうに思います。あくまでも現

在の計画は案ということであろうかと思いますが、その部分においてはほぼ決定というような

言い方をされていらっしゃいました。私が２度ほど出席しました住民懇談会の中でも、それに

対して、なぜあそこなんだというような声も上がっていたかと思います。ああいった場で町民

の方がそういったふうな意見を言うのも大変というか、なかなか難しいんじゃないかなと思い

ますが、そういった中でもそういったこともおっしゃっていました。そもそも決定事項として

伝えてしまうと、町民の意見をどういうふうに反映するのかなというふうにも思ったわけであ

りますが、この点、どのようにお考えなのかお尋ねしたいと思います。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） それでは、通告５番の策定プロセスにおける町民意見の反映はど

のように考えているのかということに関しましてお答えいたします。 

 災害対応に関しましては、まずは防災。災害が起こったら復旧し、復興する。そして、復興

のためのまちづくりを行い、その後、災害を減らすための減災に取り組むというように段階的

に進めていくことは、安全で安心なまちづくりを担う行政にとっては当然のことであり、また

地域住民にとっても大切なことであると認識しています。このような意味から、たくさんの町

民の方々から御意見や御要望をお聞きし、意見を交換してきたところであり、これらの会合に

議員の方々の参加もいただいているところです。 

 まず、熊本地震の後、復旧・復興計画の策定過程においては、昨年８月から９月にかけて小

学校区別に復旧・復興計画座談会を実施し、昨年12月から今年１月にかけて、復旧・復興計画

に対するパブリックコメントの手続を実施しました。また、この計画書は、学識者や団体、地

域の代表者で組織する委員会を設置し、御意見を伺いながら策定しています。さらに、今年１

月には地域の困り事を尋ねる小学校区別の地域復興ワークショップを実施し、熊本地震の際の

地域活動の様子や、今後どうすれば避難行動を地域で支えることができるのかなどについての

意見交換を行っております。 

 これらの意見を総合的に踏まえて、復旧・復興計画を具体化する復興まちづくり計画の素案

を検討した６月から７月にかけて、町民の復興や防災に対する考え方を確認するため、町外の

みなし仮設住宅にお住まいの方をも含む全世帯を対象としたアンケートを実施したところで

す。さらに、８月には、地域防災計画の見直しの一環として小学校区別防災計画の策定を目指

し、地域危険箇所や、熊本地震の際の避難活動において役に立った物資などについて意見交換

を行っております。そして、先月、これらの意見を踏まえて作成した復興まちづくり計画

（案）に関する住民懇談会を実施し、現在、パブリックコメント手続を実施しているところで

す。 

 このように、復興まちづくり計画の策定に当たっては、この計画のためだけの意見収集を行

うだけではなく、これまでにいただいた町民の意見を総体として反映させたものとしていると

ころです。今までの、昨年からの懇談会等での御意見の中で、防災広場が必要であるという御
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意見を多くいただいたところであり、その計画を今回のまちづくり計画に盛り込んで住民説明

会を行っているところです。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） 防災の広場ですね、防災公園ですかね、が必要という御意見、これは私

も当然推進していくべきだというふうに思いますが、ただそれが私は光の森の多目的広場であ

る必要はないかというふうにも考えておりますので、２番目の質問に移らせていただきます。 

 ２番目の（仮称）光の森多目的広場の土地利用についての質問でございますけども、１番目

に、防災広場としての整備計画はどのようなものかということでしておりましたが、菊陽町復

興まちづくり計画（案）の防災広場の整備に記載がある防災公園、イメージのようなものだと

理解しております。昨日の甲斐議員の一般質問に対する答弁で、現在の多目的広場のような現

状を維持すること、ヘリの離着陸ができる場所とすること、車中泊に備えたスペースをつくる

こと、福祉避難所の充実を図ることなどという答えがありました。そして、そのために福祉関

係や防災等の専門家の意見を聞きながら進めていくというふうにおっしゃっていたかと思いま

す。昨日の答弁で出ました福祉避難所とはどういったものなのかということについてお尋ねを

いたします。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） お答えいたします。 

 昨日の甲斐議員の４つ目の質問に対しまして、福祉避難所の充実というような言葉を発言、

答弁しているところです。しかしながら、現在、光の森多目的広場の防災公園化に関しまして

国や県と協議をしている中で、管理棟の設置であったり備蓄倉庫の設置を協議をする中で、避

難所機能としても使えるような施設としたいというふうなことを要望させていただいておりま

す。この件に関しましては、福祉避難所と申しましたけれども、避難が可能な施設として整備

ができるというようなことで申し上げたつもりといいますか、ところで、ちょっと答弁の方

が、私の作成の方が間違っていたということで、修正ということでよろしいですか。 

○議長（渡裕之君） そのように今答弁してください。 

○総合政策課長（中島秀樹君） そのように、避難所の充実ということで御理解いただきたいと思

います。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） このような計画が復興まちづくり計画（案）で示されているわけですけ

ども、この計画の策定においてはＵＲリンケージという会社へ委託されたということで、昨日

もたしか答弁もされていたんではないかというふうに記憶しておりますけども、よろしかった

でしょうか。ＵＲリンケージさんでよろしかったですかね。 

 そこで、昨日、甲斐議員の質問に、この防災広場とする計画はＵＲリンケージに町から依頼

したのか、プロポーザル方式の上で提案があったのかという質問がありました。時間の関係も

あったかと思いますけども、こちらの質問が明確に答弁がなされていなかったかというふうに
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思いますので、どちらであったのかということと、あとＵＲリンケージさんの費用とをあわせ

て御質問させていただきます。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） 依頼したのか、プロポーザルかという御質問ですけれども、５社

を指名してプロポーザル形式で選定をいたしました。契約金額につきましては1,593万円、税

込みの価格となっております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） ５社にプロポーザル方式で依頼したということでございますけども、そ

うするとほかの４社の提案というのはどういったものがあったのか、もし分かればお願いいた

します。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） プロポーザルに関しましては、昨年の３月実施しているところで

すけれども、申し訳ございません、私が４月から総合政策課に参っておりまして、その他の具

体的な詳細というのを今ここで説明申し上げるほどの情報を今持ち合わせておりませんので、

これに関しまして、もし後日であったり、そういうことでお知らせすることは可能ですが。 

              （「今年の３月やろ」の声あり） 

 今年の３月……。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） すいません、では、ほかの方でもし分かられる方がいらっしゃったらお

尋ねしたいですが、どうでしょうか。 

○議長（渡裕之君） 副町長。 

○副町長（吉野邦宏君） それでは、私の方から、当時総務部長としてかかわりましたので、答弁

させていただきます。 

 依頼の内容としましては、防災まちづくり計画の策定について、アンケート調査も含む内容

でプロポーザルを行っております。議員おっしゃられてる分として、こういう公園をというよ

うな形のプロポーザルでというようなプロポーザルではございません。計画書を策定していく

ためのプロポーザルを行っております。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） そうだと思うんですけども、アンケートをもとにしてということです

か。 

○議長（渡裕之君） 副町長。 

○副町長（吉野邦宏君） 計画書を策定していく中でアンケート調査も実施するというような項目

で依頼しております。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 
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○１番（大久保 輝君） アンケート調査もＵＲリンケージが行ったわけではなかったんでしょう

か。そこをちょっとお尋ねします。 

○議長（渡裕之君） 副町長。 

○副町長（吉野邦宏君） 計画書策定を委託する中で、アンケート調査も含めて調査の依頼をして

おりますので、ＵＲの方もアンケート調査にはかかわっております。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） すいません、ちょっと私はよく分からないんですけども、ＵＲリンケー

ジさんがアンケートをしたんですかね。その上で、プロポーザル方式の上で最終的にＵＲリン

ケージさんの提案になったということになるんでしょうか。 

○議長（渡裕之君） 副町長。 

○副町長（吉野邦宏君） 計画書を策定する際に、町民の意向調査としてアンケート調査も含めて

やるということでございます。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） この件はまた後ほど詳しくお尋ねできればと思いますが、２番目の質問

に移らせていただきます。 

 防災広場としての整備計画を決定した経緯及び国、県との協議状況はどうなっているのかと

いう質問も、昨日の甲斐議員の一般質問に対する答弁でお聞きしました。その中で、町長は、

防災広場として整備することは第５期菊陽町総合計画の後期基本計画の中に防災公園の整備と

記しているというような旨をお話しされたかと思います。あ、そうだったのかというふうに思

いまして、私、総合計画を見直しましたが、確かに防災対策の充実というところにおきまして

は、防災公園の検討ということであったり、あるいは防災拠点の整備とは確かに書いてありま

す。で、武蔵ヶ丘小学校区の開発コンセプトの概要という欄がございますが、こちらには、

（仮称）光の森多目的広場の利活用については今後当該用地の開発構想を策定しますというふ

うには書いてありますけれども、こちらを防災広場にするというような記載はないというふう

に思います。これで総合計画に入っているからという説明は、若干私は無理があるんじゃない

かなという気がしますけども、町長はどのようにお考えなのかお尋ねします。 

○議長（渡裕之君） 後藤町長。 

○町長（後藤三雄君） 昨日、甲斐議員の質問のときに担当の方から説明いたしましたけども、こ

の用地を求めたときが、光の森96ヘクタールができて、そしてさらに武蔵ヶ丘団地の方につい

てもそういった広い公共的な空地がないというふうなところで取得しまして、その中でずっと

防災機能を持たせた使い方というのはありまして、特に人口集中地区において広い空地がある

というのが非常に大事であると私は考えておりまして、そういった中で、総合計画の中でも防

災のそういう使い方をするというような思いも込めた中での掲載をしておりますけども、具体

的に書き込んでないといいますか、そういうところについては、次の地方創生のときあたりも

そういう捉え方しておりますけども、はっきりした場所を明確に書き込んでしまうというよう
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なところまでやっておりませんけども、考え方として、そういう計画の、大事な後期基本計画

の中での位置づけをしているというふうなところで出しておりますので、その辺は今の震災

を、特に熊本地震を経験した後でいろんな地域の方々からも、やはりここは防災広場あるいは

防災公園としての整備ということで、そういう意見も直接伺ったこともありますけども、後期

基本計画の中に具体的に書いていないかと言われますけども、その辺は十分、昨日の説明の中

での御理解をしていただきたいと思います。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） あちらを防災公園にという意見もあるということですけども、私は逆

に、なぜあそこが防災広場なんだという意見もやはり私も聞いているところもございます。私

は、防災公園というものの用地を確保したりして整備することや防災拠点を整備することは大

切なことだというふうに思いますし、この点についてはぜひ進めていただきたいというふうな

ところで思っているとこです。しかしながら、その場所が光の森多目的広場ではなくてもいい

のかなというふうに思っております。どうしてもこの場所であるということが私はちょっと、

どうしてもそこがまだ納得がいってない部分があります。というところです。 

 すいません、次の質問に移らせていただきます。 

 ３番目の項目の、広場全体の利用計画、構想はあるのかというところに移ります。 

 これまでの町の説明をお聞きしておりますと、多目的広場の約３ヘクタールの土地のうち、

２ヘクタールぐらいを防災広場として整備するというような説明であったのかというふうに思

いますが、よろしかったでしょうか。大体それぐらいでよろしかったでしょうか。そうする

と、残りの１ヘクタールについてはどのような事業などを考えているのか、考えがあるのであ

れば教えていただきたい。あるいは未定なのかということをお尋ねいたします。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） お答えいたします。 

 広場全体の利用計画に関しましては、防災機能を高めた多目的広場として一体的に利用して

いくこととしております。したがいまして、３ヘクタールの全体の多目的広場としての利用を

最大限発揮できるように整備したいと考えているところですけれども、残りの１ヘクタールに

ついては防災機能を持たせたものとなるよう、今後、検討していくこととしております。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） すいません、そうすると３ヘクタール全部が防災広場あるいは防災機能

を有するものという整備ということでしょうか。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） 残りの１ヘクタールに関しましては、これから２ヘクタールを防

災広場として整備していくという、そこを防災機能を持たせた広場ということに計画をしてま

すので、残りの１ヘクタールについて、今後は隣の防災広場が生かせるような計画、ですから

そのまま広場を拡張すること、それから建物を建てて避難所機能として有効利用すること、い
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ろんなことが考えられると思いますけれども、隣の広場を避難所機能を有する活動の拠点とし

て活用できるようなものとして、一体的に有効に活用できるものを今後検討していきたいと考

えているところです。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） 具体的には決まってないというところですよね。その中で、今、課長の

おっしゃった中では、建物を建てる可能性もあるというようなことも出てきたかというふうに

思いますが、３ヘクタールのうち２ヘクタールを防災広場として、残りの１ヘクタールを残す

と。そうすると、これ全体の計画を一緒にしておかないと、後で、区割りという言葉が果たし

て適当かどうか分かりませんが、こういったふうな、３ヘクタールのうち２ヘクタール、ここ

じゃなくてもう少しこっちがよかったなとか、そういったことも出てくるんじゃないかなとい

うふうに思うんですけれども、後が決まってないということであればですね。逆に言うと、私

気になったのは、なぜ２ヘクタールなのかと。なぜ１ヘクタールを残すのかと。具体的な構想

がまだ決まっていないと、残りの１ヘクタールについてはですね、という中でそのような方向

になったのかということをお尋ねしたいと思います。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） 防災広場を整備するに当たりまして、現在の多目的広場は現在仮

設住宅の用地、それから中学校のテニスコート用地として活用されているところです。防災広

場の面積を国、県あたりと協議する中で、面積としては２ヘクタールほどは必要であるという

ふうなことを協議の中で聞いているところです。また、あそこの広場に関しましては防災ヘリ

やドクターヘリを災害時におろすこと、それから現在もドクターヘリあたりもおりてきとると

ころですけれども、そのようなことを総合的に勘案しまして、今使える２ヘクタールを整備し

ていくということで計画しているところです。 

 また、あそこでなくてもいいんではないかというような御提案、御意見ですけれども、光の

町民センターにつきましては、単にあそこに広い広場があるというわけではなく、隣に光の森

町民センターがございます。この光の森町民センターは、役場と同じ行政の庁舎ということに

なります。役場機能を有する庁舎でありまして、通常の西部町民センターであったり三里木町

民センターとは若干内容が変わるものです。一定の行政機能を有する西部支所と、これに隣接

する広場であることから、防災広場として整備する価値が高まるものと考えているところで

す。そのようなことからあそこに、それと人口が集中する地区の中心であるというふうなこと

も総合的に考えて、現在の多目的広場を防災広場と予定してるところです。決定しているとこ

ろです。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） すいません、最後の方がよく聞き取れなかったんですけども、人が集中

しているからということだったですかね、最後。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 



- 94 - 

○総合政策課長（中島秀樹君） 人口が集中する地域ということです。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） ４番目の質問に移らせていただきます。 

 防災広場として整備する目的は何かという質問です。こちらについては、そのまま一旦お尋

ねしますので、お願いいたします。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） お答えいたします。 

 町民の安全と安心を守ることは町の責務であることは当然です。熊本地震を経験してなおさ

ら、その思いを強くしているところです。できる限り早く防災機能を強化しなければならない

という思いは、行政にかかわる者だけでなく、議員の皆様方、町民の方々にあっても同じこと

であると思います。防災広場として整備する目的は何かとの御質問については、昨日から答弁

しておりますとおり、整備の目的としまして、町の防災体制の充実や安全で安心な避難のため

の避難所の機能強化、災害に強い公共施設の整備など、創造的復興を実現するためのもので

す。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） 目的は、あくまでも町民の方々への安心・安全の提供であるというとこ

ろかというふうに思います。そうであれば、先ほども申しましたけども、この多目的広場でな

くてもよいのではないかと、ほかの場所でもよいのではないかと、やはり思うところでござい

ます。 

 菊陽町復興まちづくり計画（案）の復興に向けた課題において、指定避難所の状況というも

のが記されています。町西部の指定避難所の収容人数は、人口２万3,095人に対して収容人数

１万7,510人というふうになっています。これは、単純に収容人数が足りていないということ

になるかというふうに思います。しかも、町としても、これからも西部地区は人口増加が見込

まれると予想をされているかというふうに思いますけども、そうなると防災広場の整備も大事

かというふうに思いますけども、指定避難所の収容人数を増やすということも考えなければな

らないことではないかというふうに思います。 

 復興まちづくり計画にかかわる住民アンケートの調査結果においての自由意見という中の２

つ目には、支援物資や避難所機能に関する意見として、指定避難所等の被災や、避難者が多く

て施設に入れなかったなどの意見も書かれています。そして、避難状況というところに書かれ

ていますけれども、熊本地震が春先だった季節要因も、避難形態として車中泊が５割以上にな

ったとも考えられると記載してあります。私も、これ季節的なものもあったんだろうなという

ふうに思いますし、またそれ以外でも、前震、本震ともに夜であったこともあって、ほとんど

の方が家族が御一緒にいらっしゃったことで、１つの車で移動してそのまま車中泊となったと

いうふうなこともあるのかなというふうに思います。 

 防災広場の計画の中では車中泊スペースの確保とありましたが、例えば今のような寒い季節
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であったり、あるいは夏の暑い中、あるいは台風や大雨のとき、何日も車中泊ということはな

かなか考えにくいんではないかというふうに思います。これは６番目の質問事項とも重複する

部分にもなるかもしれませんが、私は、あの土地は災害時には避難所とすることができるよう

な施設等を、一部１ヘクタール残した中でもしかしたら建物建てるかもしれないというお話も

ありましたけども、そこも総合的に検討するべきではないかというふうに考えますが、いかが

でしょうか。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） 西部地域で人口に対しまして避難所の収容人数が足りないという

ことは事実でございます。その件に関しましては、防災広場とは別に地域防災計画等で並行し

て検討していっておりますし、また民間の施設等を災害時に活用させていくような協定を結ん

でおりますので、そういったことも含めて総合的に検討させていただきたいと考えておりま

す。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） 先ほどの答弁の中で、人口集中している地域であるからこそここなんだ

というお話もあったかというふうに思います。私、前回の一般質問をさせていただいた際に、

そもそも防災公園とか防災広場というのはどんなものなのかというのが正直余りイメージがつ

かないところもありましたので、近隣自治体で防災公園とかというのがないのかなというふう

に調べて、行ってきました。 

 そのうちの一つが、幾つか回ったんですけども、一つが久留米市の西部防災公園というとこ

に行ってきまして、久留米市さんの方からもお話を聞かせてもらったとこでございますけど

も、久留米市は人口約30万人の市でありますが、ちなみに西部防災公園といいますけども、平

成15年３月に設置されたそうで、広さが1.15ヘクタールということで、30万都市である防災公

園として1.15ヘクタールということでございます。水防が主体ということではありましたけど

も、この西部防災公園の立地は決して住宅密集地じゃなくて、かなり外れたところだなという

イメージを持ちました。また、土地取得の経緯としては、国が取得した後でそれを整備したと

いうふうに私は久留米市さんの方からお聞きしたところです。 

 その後、一番最後に、またもう一つ防災公園とかつくる予定とかございますかというふうに

お聞きしましたところ、今のとこそのような予定はありませんということでした。そして、言

われたこととしては、今ある既存の公園を防災機能を充実させていくという方向性だというこ

とでおっしゃられました。なるほどなというふうに思ったとこでございます。 

 もちろん、菊陽町でも既存の公園や施設への防災設備の追加なども、当然これもう進めてい

らっしゃることだろうというふうに思いますけれども、光の森多目的広場ではなくて、光の森

の中にもほかにも公園幾つかございます。人口が集中したところの方がよいということであれ

ば、ほかの公園もあるわけでありまして、その中でも特に大きな公園として、まなびの公園と

ひかりのもり公園ですね。これ両方とも、恐らく１ヘクタールずつぐらいあったんじゃないか
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というふうに思いますけども、この２つの公園に、公園でありながら防災機能を追加していく

というところで、多目的広場は別の有効利用を考えるということも考えてもいいのではないか

というふうに私は思っておりますけれども、いかがでしょうか、お尋ねいたします。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） 多目的広場ではなくてもよいということを中心にお答えさせてい

ただいてよろしいですか。 

              （１番大久保 輝君「はい」の声あり） 

 先ほども答弁しましたとおり、光の森町民センターにつきましては支所を置く行政庁舎とな

っております。そのため、支所ですので常時職員がおります。それと、電算機能も役場とつな

がっているような状況です。災害が発生した際には、災害対策本部を設置する町役場庁舎とそ

の周辺施設を町全体の災害対策の拠点とし、また西部支所を有する光の森町民センターは、先

ほども申しましたように、人口が集中する西部地域の防災対応の拠点として、災害対策本部と

連携して情報を収集し、発信し、活動することにより町全体の災害対策能力が高まるものと思

い、あそこに今までの答弁等含めて決定したところです。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） それでもう次の質問に移らせていただきます。 

 ５番目の質問です。民間企業との災害時応援協定の見直しを行うべきではないのかというよ

うな質問でございますけども、こちらは現在、イオンさんとイズミさんとは災害時に食料等の

緊急物資支援と、あと駐車場の利用を協定で定めているということでよろしかったでしょうか

ね。よろしかったですかね。はい。 

 私、災害時応援協定の内容として駐車場の利用も入ってるということを認識しておりません

でしたので、このような質問の通告をしたところでございました。私も知らなかったんですけ

ども、逆に言うと、町としても、もっとこういったことを住民の方に告知していただきたいな

というふうに思ったところでございます。 

 それ以外にも、この２社だけでなくて大手の民間企業さんとも積極的に駐車場の利用なども

含めた災害時応援協定の締結を行うことで、町の方でおっしゃっている車中泊のスペース確保

にはつながっていく部分もあるのではないかというふうに考えます。今後、災害時応援協定の

積極的な締結、これを行っていくべきだというふうに思いますが、その状況についてお尋ねさ

せていただきます。 

○議長（渡裕之君） 総務課長。 

○総務課長（板楠健次君） お答えをいたします。 

 現在、本町が民間企業等と災害時のための協定を締結しておりますのは、災害時の復旧業務

に関する協定、物資の供給や輸送に関する協定、放送、通信、情報発信、地図利用に関する協

定などでございます。今、言われたとおり、イオン九州株式会社イオン菊陽店、それから株式

会社イズミゆめタウン光の森店につきまして、協定の中で物資の供給以外に避難場所に関する
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事項もございまして、両者とも、駐車場を可能な限り避難場所として被災者に対し提供するこ

とにつき要請することができるとしております。 

 本年２月策定しました復旧・復興計画の中でも、企業や商業施設等と連携して、これらが保

有する空きスペースを車中泊に備えたスペースとして確保し、災害に備えるとしておりますの

で、今後も町内の企業と協定を締結し、避難場所としての駐車場の確保をしてまいりたいとい

うふうに思います。また、避難場所の充実を図るため、駐車場だけでなくて、災害時の避難場

所として提供していただける建物等もあれば、可能な限り協定の締結、見直しを行ってまいる

ということで考えております。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） ぜひ、積極的な締結を進めていただきたいというふうに思います。 

 再度といいますか、６番目の質問の方に移ります。 

 私、今回さまざま述べさせていただきましたけども、私の考えとしては、あちらの（仮称）

光の森多目的広場につきましては全体計画をきちんと立てて、その上でその一部に建物を建て

るなど、災害時には避難所となるような施設をつくるとか、そういった利用方法をぜひ考えて

いただきたいというふうに思います。車中泊のスペースやさまざまな防災設備ですね、今回私

もいろいろ述べさせていただきましたけども、もっともっとそれ以上にいろいろな考え方とい

うのは出てくるんではないかというふうに思いますし、皆様方いろんなそういった考え、アイ

デアってお持ちじゃないかというふうに思うところでございます。私、ここの土地に防災広場

ありきではなく、もう一度光の森多目的広場の利用用途について全体計画を考えることができ

ないのかということについてお尋ねをいたします。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） お答えいたします。 

 先ほどの答弁で、現在多目的広場として住民が利用している形態については、今後もそのよ

うな利用ができるように維持すると答弁したところです。災害が発生した場合に、自衛隊など

支援部隊の活動の拠点として利用することや、車中泊を可能とする場所として整備することと

しており、またドクターヘリや防災ヘリが離着陸できるスペースを確保することから、広場と

して整備をすることとしております。そのため、先ほども答弁いたしましたけれども、現在協

議をしている中で設置を予定しております備蓄倉庫や管理棟などに、避難所機能を有する施設

となるようなところで協議を進めているところです。また、残りの１ヘクタールにつきまして

も、議員がおっしゃるような避難所機能を有する施設ということもあわせながら検討していき

たいと考えます。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君。 

○１番（大久保 輝君） どうしてもこの辺、ずっと平行線なところかなというふうに思うわけで

ございますけども、先ほども申しましたとおり、防災公園、防災広場の整備を行っていくとい
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う方針に関しては私は別に反対してるわけではなくて、ここは推進するべきだと思っておりま

す。しかし、あれだけの一等地、というふうに私は思っておりますけども、の光の森多目的広

場で、この場所ありきでということではなくてもいいのかなというふうに思いますし、また先

ほどのアンケートからの流れとも、私の中でまだその辺のプロセスが不透明だなというところ

もあるように思っているところです。ぜひ、町長に再考をお願いして、次の質問に移らせてい

ただきます。 

 ３番目の交通体系の充実についてというところに移らせていただきますけれども、こちらの

質問につきましては、昨日の西本議員の一般質問に対する答弁において、（仮称）交通弱者対

策協議会を設置し、デマンド交通の導入を検討するというふうなところでよろしかったでしょ

うか。その上で実証実験を行うというような内容であったかというふうに思いますので、ここ

については、この時間でもございますし、私から特にお尋ねすることもありませんので、これ

で私の一般質問を終わらせていただきます。 

○議長（渡裕之君） 大久保輝君の一般質問を終わります。 

 しばらく休憩します。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

              休憩 午前10時58分 

              再開 午前11時８分 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（渡裕之君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 小林久美子君。 

○１６番（小林久美子君） 皆さんおはようございます。 

 日本共産党の小林久美子です。町民の皆さんを代表して一般質問を行います。 

 執行部におかれましては、明確な答弁をお願いします。 

 私も上田議員と同様にどきどきしています。町長も緊張されているかどうかは分かりません

が、今日は一般質問の最後で、今年最後の質問になります。皆さんのお手元にありますよう

に、１つが防災計画について、２つ目に巡回バスについて、３つ目に子育て支援について、４

つ目に空き家対策についてとしています。執行部の方の明確な答弁をお願いしたいと思いま

す。 

 一番最初の防災計画についてなんですけれども、その内容は主に白川の河川整備についてど

のように考えておられるかです。今年の９月議会でも、立野ダムと同時に白川の河川改修につ

いて取り上げました。私は、今年の８月26日、国交省が行った白川の河川改修の現場をこの目

で見てきました。熊本市の一番端から、一番下流のところから白川の改修がどのように進んで

いるのかということで見てきまして、皆さんも御存じのとおり、熊本市内は災害からの復旧と

ともに河川整備も重点的に実施をされています。小磧橋までが国の管理区間で、龍田陣内の方

は県の管理区間になっています。もちろん激特事業ということで、激甚災害による非常にスピ
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ードを持った国の事業が行われているということは十分承知をしています。 

 しかし、菊陽町の中流域、本当に改修進んでいるのかということで現場を見てきました。こ

れが、今日はラミネートをつけてないので見にくいんですけれども、地元の皆さんは一番よく

御存じのキエモンのところの、まだこのように流木をいっぱい搬出をされていました。これは

すぐ先日のことです。それから、小野課長に今聞きましたところ、私、白川の河川整備計画、

何回ぐらい議員になってしていますかということで今聞きましたら、もう五、六回はしてるか

なというふうに言っていましたけれども、その状況がほとんどやはり変わっていない。地元か

らの要望もたくさん出てるし、もちろん後藤町長努力されて、坂本代議士や県の県議とも現場

を調査されたということですけれども、え、それは一体どうなっているの、いつどういうふう

に対応されるのかというのを今日ぜひお聞きしたいと思います。 

 これはキエモンのところで、ちょっと見にくいですけれども、ずっと大型の土のうが上の方

にありまして、これ１か所だけではないんですね。かなり長く続いてます。これは私の撮った

写真ですからちょっと分かりにくいかもしれませんけど、ずっとこちらはきれいな畑があっ

て、ここも土のうが続いています。 

 ここも土のうが、もう皆さん、議員の皆さんはすぐお分かりだと思いますけど、土のうがあ

りまして、ここまでずっと続いてるという状況です。で、課長さんの方には、大体これはどの

くらいの長さ続いているのか、そして今後、地元から出されてる要望はどのように対応されて

いるのかを聞きたいというふうに思っています。なぜそこを言いますかといいますと、みらい

大橋まではかなり進んできているわけです。これは熊本市内の方の状況ですけれども、みらい

大橋から見たところで、既に、工事まだ完了はしていませんけれども、今から工事をするとい

う状況です。 

 それから、河川改修については、もちろん河川改修と立野ダムと両方で防災計画をしていく

というのは町長の答弁でもありましたけれども、もう一つ私ここで提案しておきたいのは、ぜ

ひこちらに座っていらっしゃる執行部の課長さんたち、立野ダムも見たこともないという方も

いらっしゃいますので、白川の熊本市内の一番下流から立野ダムの上流まで行って、何が今問

題になっているのかというのをやはり把握すべきではないかというふうに思っています。もち

ろん、賛成でもそれはいいんです、いいというか、賛成の方ももちろんいらっしゃると思いま

すけれども、実際私が何回もここの一般質問の場で立野ダムについてや白川の河川改修につい

て言っても、なかなかかみ合わない。実際、それは現場を見ていただきたいというふうに思い

ます。もちろん、９割以上は見てらっしゃるかもしれないんですけど、もし見てない方がいた

ら幹部の方はぜひ、熊本市の地震後、また５年前の北部豪雨の災害後どういうふうになってい

るのか、実際目で見ていただいて、立野ダムの方までも行っていただきたいというふうに思い

ます。立野の方もかなり国の事業が集中していますので、やはりそれは職員として、当然研修

の一つとしても大事だというふうに思っていますので、そのことはぜひお願いしたいと思いま

す。 
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 それでは、課長さん、この距離はどのくらいあるのかということと、これから県はどのよう

に対応していただくような計画になっているのか、この点についてお尋ねをします。 

○議長（渡裕之君） 建設課長。 

○土木部審議員兼建設課長（小野秀幸君） では、お答えいたします。 

 白川の河川整備については今後どのように考えているのか、そのことと、今、議員が申され

ましたキエモン付近のパラペットの設置について答弁したいと思います。 

 白川の河川改修については、平成24年７月の九州北部豪雨発災後、菊陽町区間は熊本県にお

いて発災直後から災害復旧事業等が進められておりまして、残工事は曲手地区の２か所の護岸

工事のみとなりまして、今年度末事業完了に向け、推進しているところでございます。 

 また、みらい大橋下流部でありまして下津久礼西側の県道、通称いぼ通りといいますけれど

も、その付近の白川左岸側、熊本市側でございますけれども、河川の拡幅事業が計画されてお

りまして、完成しますと洪水時の下津久礼地区への溢水は低減されるものと考えているところ

でございます。今後については、護岸未整備箇所の整備やパラペットの要望が地区から上がっ

ておりますので、今後も引き続き、早期事業着手に向け、強く要望を行っていくこととしてお

ります。 

 なお、その中で、先ほど議員が申されました下津久礼、上津久礼地区から要望が上がってお

ります津白橋下流右岸側の堤防、通称キエモンといいますけれども、その付近のパラペットの

設置については、今年５月に代議士等による現地視察がありまして、その中で町長も出席し、

県に対して強く要望を行ったところでございます。 

 また、何度となく一般質問で答弁しておりまして繰り返しになりますが、白川の治水対策に

ついては、平成14年７月に策定されました白川水系河川整備計画において、立野ダムを含む洪

水調節施設と河川改修の両方を進めることが明記されております。町としましても、近年頻発

している水害から地域住民の生命と財産を守るためには、立野ダムや河川改修など、総合的に

治水対策を推進することが必要であるというふうに考えております。また、現在、下流の熊本

市街地部で河川整備事業が進められておりますけれども、下流域の整備の状況等を考慮しなが

ら、今後、中流域の河川改修が進められていくと考えております。 

 しかしながら、菊陽町や大津町の中流域は、白川水系河川整備計画区域内でありながら、現

在、具体的な治水対策は示されておりません。そのため、白川改修・立野ダム建設促進期成会

や白川水系治水対策連絡調整会議、その中で大津、菊陽間の河川整備計画の策定を強く要望し

ているところでございます。いずれにいたしましても、計画された河川改修事業が一日も早く

完成しまして、その効果が発揮されて流域住民の皆様の安心・安全な生活が確保されますよ

う、町も積極的に協力してまいりたいと考えているところでございます。 

 それから、先ほど申しましたキエモン付近のパラペットの設置の延長でございますけれど

も、津白橋下流部、白川の右岸側ですね、そちらの下津久礼地区のパラペットの要望ですけれ

ども、それは延長が1,200メートルでございます。それから、津白橋の上流部、同じく白川の
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右岸側、そちらの方のパラペットの整備の延長は900メートルを地区から要望されてるところ

でございます。 

 それから、パラペットの要望に対する県の対応でございますけれども、今現在、議員も写真

で示されたとおり、キエモン付近が河道掘削を今工事中でございます。それからあと、下流部

の熊本市の市街地部、そちらの方も皆様ニュース等で御覧になって御存じと思いますけれど

も、整備がかなり進んでるところでございます。その整備が進んでるということは、結局、上

流部ですね、菊陽地区については水位が下がるというふうな見込みでございますので、その状

況を考慮しながら県の方でパラペットの検討を進めていくというふうに考えてるところでござ

います。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 小林久美子君。 

○１６番（小林久美子君） 一つは、みらい大橋の下流のところですね、そこで工事があれば、前

回の北部豪雨のときは下津久礼の方は西側は住宅かなり、１メーター40、２メーター前後まで

浸水しましたし、またボートで救出される状況もありまして、幸い人命の被害がなかったので

よかったんですけれども、やはりそれで、上がり水って地元の方おっしゃいますけど、それが

一つは解消されるということで、今、小野課長の答弁はそういうことだったかなというふうに

思いますけれども、もう一点、キエモンのところは国会議員の方も県議も一緒に同席もされて

いますし、県や国とかではどういうふうな検討がなされたのか、町長、御存じでしょうか。 

○議長（渡裕之君） 後藤町長。 

○町長（後藤三雄君） 今のところ、十分検討されているということは、そこの情報は入っており

ますけども、ぜひまた30年度、年度もかわりますので、もう一回そういうところはきちんと要

望の方を、今年中に行ってきてみたいと思っております。 

○議長（渡裕之君） 小林久美子君。 

○１６番（小林久美子君） 町長、一緒に行きましょうか、県に。やっぱり何回も行かないと、結

局、地元の方がおっしゃってるけども、そのまま今のような土のうが、一番景観のいい、農業

もすごく頑張ってらっしゃるところにずっと、1,200メートルと900メートルでしたっけ、積ま

れているわけで、これではやっぱり防災で、もし何かあったときは、本当に防災計画をいろい

ろ机上でつくっても、そういう一つ一つのことを大事にしていくことが私は今求められている

というふうに思います。 

 それともう一つは、先ほど言いましたように、国交省にお願いすればすぐできますので、せ

めてここに参加されている役場の職員の方は熊本市の下流から上流まで説明を受けて、今、こ

の白川の治水対策どういうふうに進んでるのか、で、中流域はなぜ余り進んでないのか。そこ

には河川整備計画の問題が私はあると思ってますけれども、それもかなり何回も提案してもな

かなか改善していただけないんですけれども、一緒に県の方にも要望に行って、もちろん菊陽

に住まいの県議の方も力をかしていただいて、やはり地元の方は、こういうのもできんなら、
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そりゃいろいろ復興計画、防災計画、防災公園と言っても、まずはここからだろうというのが

率直なところですので、そういう声を届けて、次の質問に移りたいと思います。 

              （町長後藤三雄君「ちょっとよろしいですかね」の声あり） 

 それと、そしたら職員の方がそういうのを研修していただく気持ちがあるかどうかも含めて

答弁お願いします。 

○議長（渡裕之君） 後藤町長。 

○町長（後藤三雄君） 職員の方は、当然こういう防災関係のいろいろ職員として、一番は直接担

当する職員の担当課の方で対応はしていきますけども、さっき言われましたキエモンのところ

でありますけども、担当課長が説明しておりましたように、そこに県の広域本部の方から土木

部長も来ておりまして、その後会ったときもいろいろ話をしておりまして、とにかくずっと今

復旧の分で24年の工事は進んでおりますけども、あそこが今の状態ということは十分県の方も

把握しておりまして、それはもう機会あるごとに言っておりますけども、さらにまた、ちょう

ど今大事な時期でありますので、また要望に行きたいとも思っております。 

 それと、白川改修・立野ダム建設促進期成会というのがありまして、議員が言われましたよ

うに、その中で総会のときに国交省の方から熊本市の整備状況が十分説明されて紹介がありま

したけども、その折も、菊陽、大津区間ができてないということで、大津町も区域に入ってお

りますので、私も、それから隣の家入町長の方も一緒にかなり強く、県の方もそのときは同席

されておりましたので、そういう強く言って、何で計画を、早く改修計画の方も立てていただ

きたいということを強く要望したところでもありますけども、そういった中、現在は24年の災

害のところの復旧のところを進めておられますけども、全体的な、本格的な熊本市のような計

画がまだ県の方ででき上がっていないということで、強く要望したところであります。 

 これはまた繰り返しいろいろ要望しなければならないと思っておりますけども、また新年度

に向けた中での県に対するいろんな、道路も含めまして要望事項出しますけども、その中でも

いつも上げておりますけども、さらに白川改修の中では今一番問題になってる目の先の大きな

問題でありますので、これはまた強く要望して、対応していただくようなところまで持ってい

きたいというふうに思っております。 

○議長（渡裕之君） 小林久美子君。 

○１６番（小林久美子君） ぜひ、地元の方も早目の対策望んでおられますので、県にも、私も必

要であれば一緒にお伺いしたいと思いますので、よろしくお願いしときます。 

 次ですけれども、次は巡回バスについてです。 

 巡回バスについては、私は、たしか一番最初は私が議会で数回、巡回バスを通していただき

たい、恐らく平成11年ごろから提案していたと思いますが、それはなぜかといいますと、その

ときは東西の交通機関はあったんですけれども、古閑原、入道、柳、こちらは辛川とか、南北

の線がないという、バス路線などがないということで巡回バスを提案しました。そのときも、

提案をされても実際利用がどうなのかというのをニーズをしっかり把握しないといけないの
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で、ちょっと待ってくれと言われてスタートした歴史があります。 

 今、ほかの議員の方からデマンドタクシーや乗り合いタクシーなどの提案もされてきまし

た。私は今まで、例えば病院や大型商業施設などへの乗りおりなども提案してきました。病院

に通院する、タクシーで行かないといけない、足腰が悪い、そういう訴えの御意見の方が多い

もんですから、そういうことも取り上げてきましたけれども、なかなか難しいというお答えで

した。 

 しかし、お隣の合志市のレターバスは、光の森のゆめタウンや光の森駅など、市外でもニー

ズがあるところには停車されているんですね。ですから、私は今まで病院とか大型商業施設な

どはなかなか難しいのかなというふうに思っていましたが、お隣を見ると、そういうところも

ニーズがあればできるということで、今の巡回バスがそういうところまで対応できるのかどう

か、この点をまず一つはお尋ねしたいというふうに思います。特に、バス路線も少なくなっ

て、ここには日赤って書いてますけども、大津の病院に行くとか、そういうことが可能なのか

どうか、町外でも可能なのかどうか、まずその点についてお尋ねをします。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） お答えします。 

 地域公共交通を効果的に運行するためには、それぞれの公共交通機関を１つのネットワーク

として捉え、異なる公共交通機関の相互の乗り継ぎや役割に配慮した一体的な利用環境をつく

ることが重要です。現在、本町には、路線バスをはじめ、巡回バス、ＪＲ、タクシーなどが公

共交通として運行されています。複数の市町村をまたぐような広域的な移動は、鉄道、路線バ

スが、また公共交通の空白地帯を補い、地域住民の利便性を向上させるために、主要施設や他

の公共交通と接続するＪＲの駅や路線バスのバス停までの移動は、町が運行する巡回バスがサ

ービスを担っています。このように、地域公共交通事業者それぞれの役割があるため、巡回バ

スの町外に向けた運行は現在考えていません。 

○議長（渡裕之君） 小林久美子君。 

○１６番（小林久美子君） よろしいですか。考えていないということなんだけど、それはそうい

う条件が整えば可能かどうかをお尋ねしてるんですが。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） 先ほど申し上げましたように、それぞれの交通事業者の役割とい

うのがあるものですから、町外をまたぐような、例えば日赤までというような場合は、産交バ

スであったり電鉄バスといった路線バス事業者と協議をしていくということになるかと思いま

す。その際に、運行経費ですね、あたりが問題になってくるかと思いますけれども、そういっ

た検討を進めていかなければいけない。それから、運行を認可する運輸局ですか、に以前確認

したところ、町内を走るデマンド交通であったり巡回バスに関しましては、基本的には行政区

域内の運行をしていただくというようなことでした。基本的にはでございます。 

 それから、先ほど、合志のレターバスが光の森の駅に接続してるというふうな御質問にあり
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ましたけれども、地域の巡回バスに関しましては、主要なバス停やＪＲ等、交通機関の要所に

接続するというようなこともありますので、その関係で光の森駅に接続しているというような

ことです。それともう一つ、長洲にきんぎょタクシーというのが荒尾に向けて運行されており

ますけれども、これに関しましては、路線バスの廃止に伴うことによって巡回バスを町外に、

荒尾市の方に運行させることが認められたというようないきさつがあるようでございます。 

○議長（渡裕之君） 小林久美子君。 

○１６番（小林久美子君） ありがとうございました。区長さんたちとお話ししてて、免許返納後

の対応とか、今、私がお話ししました病院とかそういうところに行けるようにとか、ここには

いろんな要望があるんですけれども、この問題は非常に難しいというか、総合的に考えないと

いけないなというふうに私も思っています。昨日の西本議員への答弁で、（仮称）交通弱者対

策協議会を設け、懇話会などを開き、実証実験を１年から２年にかけて行うという答弁があり

まして、そういうふうに要望はあるんですけれども、一つはやっぱりじっくりトータル的に見

ていくということも大事じゃないかというふうに思っています。 

 なぜかといいますと、この前八女市の方に行きまして、ここは平成18年と22年で１市２町２

村が合併してた町で、人口約７万人で面積が約480平方キロメートルなので、菊陽町の13倍の

広さなんですね。だから、イメージとすれば、菊陽があって、例えば西原とかそういうところ

を合併して成り立って、そこはデマンドでやっているとか。だからやはり、もちろん課長さん

も一緒に行っていただいたので十分御存じだと思いますけれども、ここでも数年かけて、２年

ほどかけて実証の運行開始とかアンケートをとったりとかしていますので、交通弱者の対策協

議会を早く立ち上げていただいて、ぜひ今出されているいろんな要望を専門家の方も入れてま

とめていくということが大事じゃないかというふうに思いますけれども、その点について、昨

日も答弁がありましたので、この前の視察等も受けて、今、課長さんとしてはどういうふうに

進めていきたいか、その点についてお尋ねします。簡単で結構です。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） 今、議員がおっしゃったように、八女市では広域的に合併をして

おりますことで、それぞれのブロックに分けたデマンド交通の運行が行われているようでござ

います。菊陽町の場合は、面積がそれほど広いわけではなく、集落、家が全町的に広がってい

る、広く分布しているというふうなところもありまして、条件が違うというふうに考えている

ところです。ですから、究極のサービスはドア・ツー・ドア型のデマンドと思いますけれど

も、菊陽町が住宅が散らばってる中で、運行が可能であるかどうかというようなことも検討の

中に含めて考えていくこととは考えておりますが、先ほど申しましたように、懇話会や協議会

を立ち上げまして、今後、検討していきたいと考えているところです。 

○議長（渡裕之君） 小林久美子君。 

○１６番（小林久美子君） ぜひ、巡回バスのあり方、そしてデマンド交通、乗り合いタクシーの

セットのあり方、またタクシー券等の援助とか、そういうのもかなり組み合わせた中身が菊陽
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の場合はいいのではないかというふうに私は今の時点で思っていますけれども、また町民の方

の意見を聞いて提案を、引き続き私自身もしていきたいと思います。 

 それでは、３番目の子育て支援について、今日は学校給食費の一部補助はできないかと、子

ども医療費の自己負担の解消はできないかというふうにしています。 

 今日の熊日で皆さんも見られたと思いますが、これは政令市熊本の今ということで、貧困と

経済支援というのが載っていました。この中では、熊本市が自己負担があるということで、自

己負担ゼロの自治体もある、非常にうらやましいということで云々ということで書かれていま

す。それで、菊陽町の場合なんですけど、２番の子ども医療費の自己負担の解消ができないか

を、すいません、先にしていいでしょうか。 

 子ども医療費の自己負担の解消ができないかということで質問をさせていただきます。 

 子ども医療費については、町外の医療費の現物給付を平成28年４月から実施されると同時

に、ゼロ歳から３歳までは無料、４歳から15歳が１医療機関当たり、調剤薬局を除いて500円

の自己負担となっています。子育て支援がとても充実しているということで、この菊陽町、転

入者が非常に多くて子育て世代が多いというのは、後藤町長の今までまちづくりの中で評価を

されてきてるところではないかというふうに思います。 

 ところが、医療費の自己負担が、熊本市と比べるのではなくて、近隣市町村でどうなってい

るか検証をしてみました。菊池市は、小学生が無料で、今年の12月から中学生の自己負担、今

まではたしか1,000円ぐらいの自己負担があったんですけれども、それが無料になるというこ

とで、かなり歓迎をされています。また、合志市は中学３年生まで無料です。市内が現物給付

で、市外が一旦払ってもらう償還払いになっています。山鹿市の場合は、ちょっと離れて、離

れてもいませんけど、山鹿市も合併してかなり広いんですけど、高校３年生まで自己負担なし

です。大津町は、中学３年生まで自己負担なしとなっています。この近辺の市町では、今、自

己負担があるのは菊陽町だけになってしまいました。 

 ということは、非常に今、子どもの貧困の問題もこの間取り上げてきましたけれども、一つ

は私、県の無料化が４歳未満、３歳までしか無料化がないというのは全国的にも最低レベルな

ので、これを上げていくということが一つは大事だというふうに思いますが、自己負担が菊陽

町だけになっている状況を何とか無料化に改善できないかというふうに思いますけれども、こ

れは町長の今までの決断でもありますので、見解をお願いしたいと思います。上田議員のよう

に長く答弁でも構いません。 

○議長（渡裕之君） 健康・保険課長。 

○福祉生活部審議員兼健康・保険課長（阪本章三君） それでは、お答えいたします。 

 子どもの数が急増する中で、待機児童の解消、学童保育の充実、小・中学校の施設整備な

ど、本町ではこれまで子育て支援施策を幅広く進めてまいりました。今後も引き続き充実して

いかなければならないと考えているところです。 

 御質問の子ども医療費の助成については、これまでに対象年齢を段階的に拡大してきたこと
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により、平成23年４月からは中学３年生までを対象としています。さらに、今、議員が申され

ましたように、平成28年４月からは、医療機関の窓口で医療費の自己負担分の立てかえ払いを

する必要がない現物給付の範囲を県内の医療機関まで拡大したことにより、利便性の向上を図

ることができましたが、一方で医療機関にかかりやすくなり、その分医療費も増えているとい

うような状況です。 

 民生費や教育費の予算が将来的に相当に膨らんでくるという厳しい財政状況の中で、子ども

医療費の助成を安定的に続けていくために、適切な受診を勧めることを目的として、保護者に

過大な負担をかけない範囲で自己負担をお願いすることとしました。この結果、平成28年度の

子ども医療費の個人が負担すべき年間総額は約２億円で、そのうちの約1,700万円ですけど

も、これを割合にしますと8.5％が自己負担となっております。その結果、はしご受診などの

安易な受診が抑制されるなど、一定の効果はあってるものと考えています。また、自己負担に

よる財源は、先ほど申しましたようなほかの子育て支援のための貴重な財源として有効に活用

してるところであります。 

 御質問の子ども医療費の自己負担の解消ができないかについてでありますが、先ほど申しま

した理由から自己負担をお願いしており、さらなる検証も必要であります。将来の財政負担の

課題や医療費抑制のこともありますので、自己負担の見直しについては十分な検証を踏まえた

上で今後検討していきたいと考えています。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 後藤町長。 

○町長（後藤三雄君） 今、担当課長の方からも十分な検証を踏まえた上でということ言いました

けども、この件につきまして、いろんな今、事務事業等の見直しもやっておりますけども、そ

ういった中での財源の見通しが立てば、子ども医療費の見直しについても考えていきたいとい

うところで今思っているところであります。 

 ただ、担当課の方にも500円の負担がなったことについていろいろ町民の皆さんからの要望

等がかなりあるんじゃないかと思いましたけども、償還払いになりますと、領収書あたりとっ

て、町の方の役場の方に出てきていただいて、その手続が要るということでありまして、そう

いう面からかと思いますけども、町内だけではなくて市内の方も償還払いじゃなくて現物給付

ということでなりましたので、１か月に１回の初診料は要るということでありますけども、た

だ一方では、子どもさんが多くおられて一度に病気、複数かかった場合なんかは結構負担にな

るというふうな話も聞いておりますけども、いろんな中でもそれをやるためには財源をどこか

ら充ててくるかというのが非常に大事になるところでありますので、今言いましたように、事

務事業の中で財源の捻出の見通しが立てば子ども医療費の見直しも考えたいと思ってるところ

であります。 

○議長（渡裕之君） 小林久美子君。 

○１６番（小林久美子君） ぜひ財源等も、また今後の議会でも提案もしていきたいと思います
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し、財源の見通しが立てばそういうふうに自己負担も可能になるという、やや前向きな答弁を

いただきましたので、ありがとうございます。 

 ただ、熊本県の子どもの生活実態調査速報が出まして、この前子育て支援課の方からいただ

きましたけれども、これはまだ、恐らく２月、３月ぐらいに全体のが出るかというふうに思い

ます。ここでは、例えば経済的理由で食費を切り詰めた、また必要な、これ中学３年生と小学

校５年生でしたかね、調査なんですけど、必要な服や買うのをこの１か月で控えた、医療機関

を受診できなかったというような結果も出ていますので、これも学務課や子育て支援課共有し

ていただいて、子どもの貧困が進む中でどういうふうに施策を考えていくのかということがや

はりこれからまた大事だというふうに思います。で、医療費の自己負担の見直しは、先ほどお

話ししましたように、近隣市町村では全く菊陽が遅れてしまうことになっていますので、急務

だと思いますので、ぜひ前向きにお願いしたいというふうに思います。 

 そのことと関連して、学校給食費の無償化についてです。これは今年の３月議会で取り上げ

ましたので、３月議会の議会だよりにも載っていますので、ほとんどそれを見ていただくとい

いかなというふうに思いますけれども、今、全国で給食費の全額並びに一部補助を実施してい

る自治体が424で、３分の１近い自治体が給食費の負担軽減に取り組んでいるということで

す。県内では、荒尾市が小学校のみ全額補助、また水上村や山江村、それから一部の補助が、

人吉市などでは毎月1,000円、宇土市では第３子以降が無償、五木村は３分の２補助、南関町

は月2,000円等とあります。このときの課長の答弁では、現在、学校給食費は小学校が月額

4,100円で、中学校は菊陽中と武蔵ヶ丘中で若干違いがあるが、月額5,000円。それで、無料化

については約２億円ほどかかり、現時点では学校給食の無料化は考えていないという答弁でし

た。 

 私もなかなか２億円というのを、今、子ども医療費の1,700万円もどういうふうに財源が必

要かという議論をしているところなので、非常に難しいというふうには思いますが、一部補助

ですね、例えば4,349人の、生徒の数は若干そのときと違っているかもしれませんけど、

1,000円補助した場合、434万9,000円になるかというふうに思いますけれども、こういう一部

補助などは考えられないのかどうか質問したいと思います。 

 ただ、菊陽町の場合は自校方式で給食がおいしい、また給食を実際調理されている方も、子

どもたちの時間に合わせて調理を工夫しながらやっているということもおっしゃっていました

ので、非常にその辺は大変喜ばれているというふうに思いますけれども、貧困が進んでる、格

差が進んでる中での一部補助というのは検討されたのかどうか、その点についてお尋ねをしま

す。 

○議長（渡裕之君） 学務課長。 

○教育審議員兼学務課長（士野公典君） お答えします。 

 学校給食法第11条では、施設の整備費や調理員の人件費につきましては設置者であります市

町村が負担しまして、それ以外の材料費などは保護者の負担と定められております。今、小林
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議員も申されましたが、熊本県の45市町村で全額または一部補助をしている市町村ですが、全

額補助をしている市町村が１市２村でございます。この１市につきましては、小学生のみの全

額補助となっております。それから、一部補助でございますが、給食費の２分の１を補助する

とか定額の補助をするなどしている市町村が14市町村でございます。 

 本町では、児童・生徒数の増加に伴います教室不足に対応するため、校舎の増築改修工事

や、老朽化に伴います校舎の大規模改修工事を行っております。また、学校給食室の増築改修

工事等も今後行う必要があります。そのような中、学校給食費の一部補助につきましては今後

の課題だと捉えております。 

 なお、小・中学校給食費就学援助予算には毎年2,000万円ほど計上しておりまして、経済的

理由によって支払いが困難な児童・生徒の保護者にはこの就学援助制度を利用していただいて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） 小林久美子君。 

○１６番（小林久美子君） この問題につきましても引き続き検討をお願いして、次に移ります。 

 次は、空き家対策についてです。 

 庁舎内の窓口を一本化してほしいというのは、これは議員と区長さんたちとの意見交換会の

中で、空き家、例えば危険な家屋、そういうところでは、例えば私の三里木北だったら、地震

があった後に空き家のすぐ横にお住まいの方が隣の地震の影響で瓦が落ちてくるとか、そうい

ういろいろそれぞれのところで今あると思うんですけれども、そのときに窓口が庁舎の中で、

例えば草だったら環境生活とか、いろいろあるんでしょうけど、なかなか空き家対策について

は、例えば持ち主に連絡をしてほしいと言ってもなかなか難しいとか、どこに窓口を相談すれ

ばいいのかという要望がありまして、今度の12月議会でも菊陽町空き家等対策協議会条例の制

定について、議案第40号で出ていますので、もちろん総務常任委員会で検討するようになって

いますが、ここでも総務部において処理するというふうにありますけれども、実際、総合政策

課というようなことも聞いてますので、今、空き家対策については窓口はどのようになってい

るのか、この点についてまずお尋ねをします。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） お答えいたします。 

 空き家対策につきましては、御承知のとおり、適切な管理が行われていない空き家等が防

災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしているため、空家等対策の推進

に関する特別措置法が施行されたところです。本町においても、地域住民の生命、身体、財産

の保護及び生活環境の保全を図るために、同法第７条１項の規定に基づく協議会を設置し、空

き家等対策の必要な措置について適切に対応することとしています。 

 また、現在は、空き家の防災上の問題や衛生上の問題などに対して住民から要望があった場

合には、総合政策課が窓口となって現地調査を行い、その後速やかに所有者等に連絡や通知を
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行っているところです。さらに、今後も予想される具体的な空き家等対策としましては、同法

第６条第１項に基づく空家等対策計画の作成や空き家等対策協議会の運営、特定空き家等の認

定及びこれらの措置に係る立入調査、指導、助言、勧告、命令、代執行などといったさまざま

な状況に応じた対応が必要となってくることから、一本化した窓口が望ましいと考えていま

す。このようなことから、先ほども申しましたように、総合政策課が窓口となり、必要に応じ

て関係各課と連携しながら対応していきます。 

○議長（渡裕之君） 小林久美子君。 

○１６番（小林久美子君） 総合政策課が窓口ということで、ぜひよろしくお願いしたいと思いま

す。 

 それで、私、今日、私たちの出している機関紙の中で今日の朝刊で見たんですけれども、ち

ょっとびっくりした空き家のことが記事にありまして、ちょっと紹介したいと思います。今、

日本が直面している深刻な問題ということで、全国の住宅に占める空き家の割合は2013年10月

時点で820万戸に上り、その数は九州地区の全家屋に匹敵するそうなんですよ。私は非常にび

っくりしまして、そんなに全国的にも非常に多いのかなというふうに思いました。 

 もちろん、老朽化、倒壊の可能性、不審火のターゲットや防犯、防災上の問題等、これから

もいろいろ出てくるかと思います。空き家対策については、今年３月、西本議員も質問されて

いますし、また石原議員も、いつかは覚えてないんですけれども、空き家について質問をなさ

っていたかなというふうに思います。そこで、実態調査で2016年11月に菊陽町は173軒あった

ということでした。高齢世帯へのいろいろ意向調査等も実施していきたいというふうにそのと

き答弁されていますが、実際その調査はされているのかどうか、その点についてお尋ねをしま

す。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） お答えします。 

 今おっしゃった調査については、既に実施して結果が出ているところですけれども、その際

に所有者の要望を伺ったところ、貸したいとおっしゃる方もいらっしゃいますし、いろいろト

ラブルの原因にもなるから貸したくないというふうな方も５割近くいらっしゃったかと思いま

す。空き家があるから、それを有効に利活用できるかというと、所有者のいろんな思いもある

ことから簡単にはいかないかと思います。 

 それからまた、今度空き家協議会を立ち上げて対策を講じていくわけですけれども、できま

した空き家対策法の中に危険な空き家は除却ができるというふうなことを規定されております

けれども、除却等に関しても、それぞれ個人の財産であるために、御承知のとおり、テレビで

もよくありますが、危険な空き家をどの自治体でも除却できずに困ってるという、現在も困っ

てるというような問題があります。そういったいろんな問題が出てくるかと思いますので、ち

ょっと答えのあれが変わってきたような気もしますが、そういったことも含めて協議会の中で

検討していきたいと考えているところです。 
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○議長（渡裕之君） 小林久美子君。 

○１６番（小林久美子君） やはり、空き家は物だけではなくて、その方の生きてきた人生やいろ

んなつながりがあるということで、非常に難しいということで、先ほど紹介しました記事のと

ころには、今度そういう取り壊しについてのかかわりのテレビなどでも放映されるということ

が紹介されていました。また、高齢世帯の意向調査など委員会でも教えていただいて、今後も

一緒に考えていきたいというふうに思っています。 

 今日は、防災計画、巡回バス、また子育て支援、空き家対策について質問をさせていただき

ました。行政の方も、非常に人口が増えているこの菊陽町でいろんな課題に対応していかない

といけないということで、非常に大変だというふうには思っていますが、ぜひ情報もお互いに

共有し合って、また私たち議員も共有させていただいて、今後も提案をしていきたいというふ

うに思います。 

 これで私の今年最後の一般質問を終わらせていただきます。 

○議長（渡裕之君） 小林久美子君の一般質問を終わります。 

 以上で一般質問は全て終了いたしました。 

 本日はこれで散会いたします。 

 お疲れさまでした。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

              散会 午後０時１分 
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            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

              開議 午前10時０分 

○議長（渡裕之君） おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第１ 承認第７号 専決処分の承認を求めることについて（平成２９年度菊陽町一般会計 

             補正予算（第３号）） 

○議長（渡裕之君） 日程第１、承認第７号専決処分の承認を求めることについて（平成29年度

菊陽町一般会計補正予算（第３号））についてを議題といたします。 

 財政課長、説明を求めます。 

○財政課長（西本一浩君） おはようございます。 

 承認第７号の専決処分の承認を求めることについては、平成29年度菊陽町一般会計補正予算

（第３号）についてであります。 

 去る10月22日に執行されました衆議院議員総選挙に伴い、その事務経費について予算措置が

必要となりましたが、特に緊急を要し、議会を招集する時間的余裕がありませんでしたので、

９月28日に地方自治法第179条第１項の規定による専決処分を行いましたので、同条第３項の

規定により報告し、承認を求めるものであります。 

 内容につきましては、主なものについて御説明申し上げ、詳細につきましては御質問に応

じ、お答えしますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、２枚めくっていただき、１ページを御覧ください。平成29年度菊陽町一般会計補

正予算（第３号）は、第１条の歳入歳出予算の補正で、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞ

れ1,508万2,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ157億3,929万3,000円と

定めました。 

 ２ページをお開きください。第１表の歳入歳出予算補正ですが、歳入では、款の17県支出

金、項の３県委託金を1,508万2,000円増額し、下の３ページを御覧いただき、歳出で、款の２

総務費、項の４選挙費を1,508万2,000円増額しております。 

 ５ページ以降は補正予算に関する説明書で、これまでの説明と重複する箇所もございます

が、御説明申し上げます。 

 ８ページをお開きください。まず、歳入ですが、款の17県支出金、項の３県委託金、目の１

総務費県委託金、節区分の６選挙費委託金で衆議院議員選挙委託金が1,508万2,000円でありま

す。 

 以上が歳入です。 

 下の９ページを御覧ください。次は歳出です。款の２総務費、項の４選挙費、目の３衆議院

議員総選挙費で、節区分の１報酬は、投票管理者や立会人、事務補助などの報酬を144万円、

節区分の３職員手当等は、投開票の事務従事者や毎日の選挙事務従事者の時間外勤務手当とし
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て525万9,000円、節区分の12役務費は、入場券の郵送料などで317万1,000円、節区分の13委託

料は、ポスター掲示場設置等業務委託料を51万7,000円、節区分の18備品購入費は、選挙用備

品263万8,000円であります。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

○議長（渡裕之君） 説明は終わります。 

 これから質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 討論なしと認めます。 

 これから採決を行います。 

 承認第７号は原案のとおり賛成する方は起立願います。 

              〔賛成者起立〕 

○議長（渡裕之君） 全員賛成です。したがって、承認第７号は原案のとおり承認されました。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第２ 承認第８号 専決処分の承認を求めることについて（損害賠償の額の決定） 

○議長（渡裕之君） 日程第２、承認第８号専決処分の承認を求めることについて（損害賠償の

額の決定）を議題といたします。 

 建設課長、説明を求めます。 

○土木部審議員兼建設課長（小野秀幸君） おはようございます。 

 承認第８号、専決処分した事件について御説明いたします。 

 本件は、道路管理瑕疵による破損事故の発生に伴い、早急に損害賠償額を決定し、相手方と

示談を進めなければならず、特に緊急を要し、議会を招集する時間的余裕がないため、地方自

治法第179条第１項の規定により別紙のとおり専決処分を行いましたので、同条第３項の規定

によりこれを報告し、承認を求めるものであります。 

 内容については、別紙専決処分書により御説明いたします。 

 ２枚目を御覧ください。専決第８号。専決処分書。専決処分日は、平成29年11月１日。１、

事故発生日時、平成29年10月４日水曜日午後８時20分ごろ。２、事故発生場所、記載のとおり

でございます。３、相手方住所、氏名、記載のとおりでございます。４、事故の概要でありま

すが、菊陽北小学校前の町道古閑原上堀川線において、原付バイクで走行中、道路上にあった

陥没箇所を通過した際に、その衝撃により後輪のタイヤ及びホイールを損傷したものでありま

す。５、損害賠償の額、２万1,168円。この額を支払うことにより、双方は本件に関し、今後
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一切の請求、異議の申し立てはしないということが和解の内容でございます。 

 なお、損害賠償については、道路状況、全国の過去の事例から、道路管理者の過失割合と運

転者の過失割合において７対３の割合で相手方との示談が成立し、当該車両に係る修理費３万

240円のうち２万1,168円について、全国町村会総合賠償補償保険で対応するものでございま

す。 

 また、11月１日に示談交渉の中で相手方から損害賠償額の同意をいただきましたが、12月定

例会まで期間があり、その間損害賠償額が支払われないことから、同意日をもって専決処分し

たものでございます。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

○議長（渡裕之君） 説明は終わります。 

 これから質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論を行います。 

 討論ありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 討論なしと認めます。 

 これから採決を行います。 

 承認第８号は原案のとおり承認することに賛成の方は起立願います。 

              〔賛成者起立〕 

○議長（渡裕之君） 全員賛成です。したがって、承認第８号は原案のとおり承認されました。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第３ 議案第３９号 菊陽町印鑑条例の一部を改正する条例の制定について 

○議長（渡裕之君） 日程第３、議案第39号菊陽町印鑑条例の一部を改正する条例の制定につい

てを議題とします。 

 町民課長、説明を求めます。 

○福祉生活部審議員兼町民課長（服部誠也君） おはようございます。 

 それでは、議案第39号菊陽町印鑑条例の一部を改正する条例の制定について御説明いたしま

す。 

 提案理由は、印鑑登録証をなくし、印鑑登録された方からの届け出があった場合の本人の意

思確認の方法を改めるため、またあわせて字句の修正をするため、地方自治法第96条第１項第

１号の規定により議会の議決を求めるものであります。 

 それでは、参考資料の１ページ、１枚めくっていただきまして裏ページになりますけれど

も、１ページをお開きください。改正する条項の順に説明してまいります。第４条第３項の
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「前項」を「前項本文」に改めるものです。第２項が本文、ただし書きで構成されており、条

文箇所を特定するために改めるものでございます。 

 下の２ページを御覧ください。第８条第１項中、「汚染し」を「汚損し」に改めるもので

す。 

 その下、第９条第１項中、「又はその代理人」を削ります。第９条第１項が原則登録者本人

の届け出に対し、第９条第２項がその例外規定である代理人の届け出であり、第１項の「又は

その代理人」は不要であることから削るものです。 

 次に、第２項中、「及び第４条」を削ります。今回の改正の主となる部分ですけれども、第

４条の規定を準用した場合、第４条第２項本文の規定により、届け出の後、本人確認のため本

人への文書照会、回答を必要とし、時間を要することから、第４条の準用規定をなくし、届け

出から再登録までの時間を短縮することで住民の皆様の利便性を図るものでございます。 

 それでは、３ページをお開きください。第11条第１項中、「又はその代理人」を削ります。

第９条同様、第１項が原則登録者本人の届け出に対し、第２項がその例外規定である代理人の

届け出であり、第１項の「又はその代理人」は不要であることから削るものです。 

 同じく第３項中、「平成17年条例第１号」を「平成17年菊陽町条例第１号」に改めるもので

す。 

 その下の12条第１項第３号中、「第５条第１号」を「第５条第１項第１号」に改めるもので

す。 

 その下、４ページを御覧ください。第15条第２号中、「汚染し」を「汚損し」に改めるもの

です。 

 それでは、１枚目の表紙に戻っていただきたいと思います。中ほどの附則を御覧ください。

附則第１項が改正条例の施行期日になりますが、公布の日から施行することとします。ただ

し、第９条第２項、いわゆる印鑑登録証をなくし、登録者から届け出があった場合の本人の確

認の方法につきましては、平成30年１月１日から施行することといたします。 

 附則第２項は、第９条第２項に関する経過措置になります。附則第１項のとおり、改正後の

第９条第２項は平成30年１月１日から施行することとしています。施行日前の平成29年12月

31日までに届け出があったものについての本人の確認方法につきましては、従前、いわゆるこ

れまでの方法で行うというものです。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

○議長（渡裕之君） 説明は終わります。 

 これから質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論を行います。 
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 討論はありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 討論なしと認めます。 

 これから採決を行います。 

 議案第39号は原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

              〔賛成者起立〕 

○議長（渡裕之君） 全員賛成です。したがって、議案第39号は原案のとおり可決されました。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第４ 議案第４１号 平成２９年度菊陽町一般会計補正予算（第４号）について 

○議長（渡裕之君） 日程第４、議案第41号平成29年度菊陽町一般会計補正予算（第４号）につ

いてを議題とします。 

 財政課長、説明を求めます。 

○財政課長（西本一浩君） 議案第41号平成29年度菊陽町一般会計補正予算（第４号）について御

説明申し上げます。 

 平成29年度も残り４か月となりましたが、歳入予算の区分ごとの増減や歳出予算に不足が生

じたもの、熊本地震に伴う事業費など、状況の変化等により支出すべき事案が発生したため、

補正をお願いするものです。 

 内容につきましては、主なものについて御説明申し上げ、詳細につきましては御質問に応

じ、担当課長等がお答えしますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、１枚めくっていただき、１ページをお開きください。平成29年度菊陽町一般会計

補正予算（第４号）は、第１条の歳入歳出予算の補正で、歳入歳出予算の総額に９億332万

5,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ166億4,261万8,000円と定めるもの

であります。 

 次に、第２条で繰越明許費を、第３条で債務負担行為の補正を、第４条で地方債の補正を、

それぞれ計上しているところであります。 

 次の２ページからは第１表の歳入歳出予算補正ですが、内容は９ページ以降の補正予算に関

する説明書の中で説明いたします。 

 ５ページをお開きください。第２表の繰越明許費は、今回の補正予算による予算計上によ

り、施行期間が足りない事業や協議等に日数を要した事業など、年度内に完了が見込めない７

件について繰越明許費とするものであります。 

 ６ページをお開きください。第３表の債務負担行為補正は、１の追加が２件ございます。１

つ目が、老人福祉センター・福祉支援センター管理費で、期間が平成30年度から平成34年度ま

での５年間、限度額が3,024万円であります。２つ目は、ふれあい交流・福祉支援センター管

理費で、期間が平成30年度から平成34年度までの５年間、限度額が2,331万5,000円でありま

す。本案件が可決されましたならば、引き続き町社会福祉協議会を指定管理者として選考し、
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議会の議決を経て当該施設の管理を行わせる計画であります。 

 ７ページをお開きください。第４表の地方債補正は、１の追加として、菊陽西小学校施設整

備事業を１億2,630万円計上しております。次に、２の変更では、総合交流ターミナル整備事

業の限度額を２億4,440万円増額し、３億5,920万円とするものであります。 

 ９ページからは、補正予算に関する説明になります。 

 12ページをお開きください。２の歳入について、補正額の大きなものを中心に御説明申し上

げます。 

 款の１町税、項の１町民税、目の１個人の現年課税分は4,532万6,000円、目の２法人の現年

課税分は２億円、それぞれ増額しています。内訳は、説明欄に記載のとおりです。 

 下の13ページを御覧ください。款の16国庫支出金、項の１国庫負担金、目の１民生費国庫負

担金は、節区分の１社会福祉費負担金で、サービス事業費の増加により障害児支援費給付費等

負担金を2,691万1,000円、障害者自立支援給付費負担金を2,694万9,000円増額し、節区分の５

児童福祉費負担金で、私立保育所の処遇改善等加算により施設型給付費負担金を5,757万

8,000円、また小規模保育所、事業所内、家庭内保育の処遇改善等加算により地域型保育給付

費負担金を382万7,000円増額しています。 

 項の２国庫補助金、目の２民生費国庫補助金は、節区分の２老人福祉費補助金で地域介護・

福祉空間整備等施設整備交付金を1,500万円減額しています。これは、国庫から県の基金事業

へ変更となったため、県補助金へ予算の組み替えを行っております。 

 14ページをお開きください。款の17県支出金、項の１県負担金、目の１民生費県負担金は、

節区分の１社会福祉費負担金で障害児支援費給付費等負担金を1,345万5,000円、障害者自立支

援給付費等負担金を1,347万5,000円増額し、節区分の４児童福祉費負担金で施設型給付費負担

金を2,878万9,000円、地域型保育給付費負担金を191万3,000円増額しています。理由は、国庫

補助金のところで説明したとおりです。 

 下の15ページを御覧ください。款の17県支出金、項の２県補助金、目の４農林水産業費県補

助金で、説明欄、攻めの園芸生産対策事業費補助金を466万円計上しています。 

 下の段の目の９災害復旧費県補助金は、仮設住宅入居者の転居費用助成、民間賃貸住宅入居

支援などの災害者支援のため、平成28年熊本地震復興基金交付金を5,768万8,000円増額してい

ます。 

 16ページをお開きください。款の22諸収入、項の５雑入、目の４雑入は、説明欄、後期高齢

者医療市町村療養給付費負担金返還金を3,751万1,000円計上しています。 

 次に、款の23町債は、先ほど地方債の補正で説明したとおりですが、項の５農林水産業債は

総合交流ターミナル整備事業を２億4,440万円増額し、下の17ページを御覧いただき、項の９

教育債は菊陽西小学校施設整備事業を１億2,630万円新規に計上しています。 

 18ページをお開きください。次は、３の歳出になります。補正額の大きいものを中心に御説

明いたします。 
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 款の２総務費、項の１総務管理費、目の10地域政策費は、説明欄、計画策定業務委託料で空

家等対策計画の策定業務委託を614万6,000円計上しています。 

 下の段の目の11電子計算費、節区分の13委託料、説明欄のマイナンバー情報連携整備支援業

務委託料で情報セキュリティーポリシー改定等支援業務委託を432万円計上しています。 

 22ページをお開きください。款の３民生費、項の１社会福祉費、目の１社会福祉総務費、節

区分の19負担金、補助及び交付金で転居費用助成金を3,000万円、民間賃貸住宅入居支援助成

金を2,400万円計上しています。これは、熊本地震により応急的な住まいでの生活を余儀なく

された方が新築、購入などする住宅または賃貸住宅等への転居に伴う荷物の移動費用や住宅を

賃貸する場合に必要となる契約に伴う費用を定額で助成する事業で、県の復興基金の事業にな

ります。 

 下の段の目の３障害者福祉費、節区分の20扶助費で、障害福祉サービスの事業費の増加によ

り障害福祉サービス費を5,389万8,000円、障害児通所支援サービス費を5,382万2,000円増額し

ています。 

 24ページをお開きください。款の３民生費、項の２児童福祉費、目の１児童福祉総務費、節

区分の13委託料で病児・病後児保育事業新規開設準備委託料を460万円、節区分の15工事請負

費で西部町民センター児童館空調・トイレ改修工事のため1,363万1,000円計上しています。 

 下の段の目の４保育園費、節区分の13委託料で私立保育所保育委託料を１億３万4,000円増

額しています。これは、私立保育所８園の補助単価増及び処遇改善等加算分となります。 

 27ページをお開きください。款の６農林水産業費、項の１農業費、目の３農業振興費は、節

区分の19負担金、補助及び交付金で、２つの農業生産組合に対する機器購入補助として攻めの

園芸生産対策事業費補助金を466万円計上しており、全額県補助となります。 

 28ページをお開きください。款の６農林水産業費、項の１農業費、目の17農業構造改善事業

費は、総合交流ターミナル整備事業のため３億4,865万9,000円を計上しています。 

 下の29ページを御覧ください。款の８土木費、項の２道路橋梁費、目の３道路新設改良費、

節区分の13委託料で町道拡幅測量設計等のため2,132万円、節区分の15工事請負費で道路改良

工事を1,010万円増額しています。 

 30ページをお開きください。款の８土木費、項の３都市計画費、目の３公共下水道費は、説

明欄、下水道事業補助金で企業債返還分と事業費分を2,473万4,000円減額しています。 

 33ページをお開きください。款の10教育費、項の２小学校費、目の５学校建設費は、菊陽西

小学校給食室増改築工事のため１億8,069万6,000円計上しています。 

 最後に、38ページをお開きください。款の14予備費は、予算調整のため924万4,000円増額し

ています。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

○議長（渡裕之君） 説明は終わります。 

 これから質疑を行います。 
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 質疑ありませんか。 

 阪本俊浩君。 

○２番（阪本俊浩君） 28ページの農業構造改善事業費３億4,865万9,000円、これ莫大な金額です

ね。これは「さんふれあ」の改修費ということでございますが、９月の補正でも１期工事分と

して１億4,415万3,000円が計上されておりました。追加の２期工事費だとは思いますが、なぜ

この時期に補正で計上されたのか。 

 それともう一つ、地震や台風の突発的な被害で急を要する改修ならともかく、金額にしても

かなり多額でございます。建物の傷みぐあいとかはある程度把握されていたと思います。ま

た、把握しておらなければいけないと思います。入念な準備、調査、計画を立てて当初予算に

組み入れるべきだと思いますが、今後も含めてどのように考えておられるか。２点についてお

尋ねします。 

○議長（渡裕之君） 農政課長。 

○農政課長（山川和徳君） おはようございます。 

 御質問にお答えします。 

 本年度、第３回の定例会におきまして、第１期工事費及び第２期、第３期工事に係る調査設

計費について承認をいただいたところでございます。その後、当然、予備調査におきまして施

設の全体的な部分の傷みぐあい、そういった部分につきましては把握をしとったというところ

でございます。９月議会においては第１期工事分、第２期、第３期につきましては、施設側の

内容と調整をしながら施工時期を決めていきたいというふうに考えていたところでございま

す。 

 しかしながら、その後の施設の空調機器が一部故障しまして、復旧することなく、現在でも

その一部が停止してるような状況でございます。また、温浴施設のボイラー等の設備機器の傷

みが非常に激しいということから、早期の改修が必要というふうに判断したところでございま

す。 

 また、本施設は農産物直売所を核とした都市部住民と農村部住民との交流を図るという目的

を持った施設でございます。農産物直売所の運営につきましては、11月から６月までの期間が

野菜等の生産、収穫期となることから、その期間は極力休業は避けたいというふうな考え方も

持っておりました。第２期、第３期の工事に要する期間を６か月間というふうなところで見込

んでもおりますし、その上で農産物直売所、さん彩出荷協議会の皆様と相談、協議をさせてい

ただいたところでございます。 

 その結果、施設の状況、傷み状況ですね、こういった状況から改修工事の早期着工の必要

性、及び農産物直売所運営においての休業を避けたい時期等を勘案しまして、11月にはリニュ

ーアルをさせたいというふうに考えたところでございます。逆算しますと、やはり４月の段階

で着工する必要がございます。当初予算で予算を計上した場合、どうしても業者の選定、着工

が遅れます。こういったところを勘案しまして、12月、本会で提案をさせていただいたところ
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でございます。 

 今後の計画としましては、２月までに請負業者を選定をしたいというふうに考えてございま

す。その後、議会の承認を経て、４月の上旬には着工したいというふうに考えてるところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○議長（渡裕之君） ほかに質疑ありませんか。 

 西本友春君。 

○３番（西本友春君） ページ18ページ、目が地域政策費の中で、委託料ということで空き家対策

の委託ということで、今回、議案第40号において空き家対策の条例変更で１月１日から協議会

が実施されますが、それとこれとの関連性と、業務委託するに当たってどのような委託するよ

うになってるのか、考えをお伺いいたします。 

○議長（渡裕之君） 総合政策課長。 

○総合政策課長（中島秀樹君） おはようございます。 

 お答えいたします。 

 先日、提案させていただきました協議会条例の中で、空き家対策計画を策定するというよう

なことを一つの所掌事項としております。その空き家対策計画を策定するものでありまして、

委託の内容といたしましては、現状分析と課題の整理、計画案の作成、特定空き家の判定基準

の作成、また特定空き家の候補者の整理等を委託することとしております。作業することとし

ているところです。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） ほかに質疑ありませんか。 

 甲斐榮治君。 

○１７番（甲斐榮治君） 先ほどの阪本議員の質問に関連ですけれども、詳しく調べるのを今回し

ておりませんけども、たしか私の記憶では、「さんふれあ」関係の改善、建設工事等ですね、

たしか３か年だったと思いますが、それに費やす予算に加えて３億4,800万円というふうな、

こういうふうになると思いますが、総額で幾らになるんですか。 

○議長（渡裕之君） 農政課長。 

○農政課長（山川和徳君） お答えします。 

 総額で、今回の補正額をもちまして一応完了する予定でございます。総額では５億2,480万

円、約、をお願いしたいというところでございます。計画してるところでございます。 

○議長（渡裕之君） ほかに質疑ありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 
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              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 討論なしと認めます。 

 これから採決を行います。 

 議案第41号は原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

              〔賛成者起立〕 

○議長（渡裕之君） 全員賛成です。したがって、議案第41号は原案のとおり可決されました。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第５ 議案第４２号 平成２９年度菊陽町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）に 

              ついて 

○議長（渡裕之君） 日程第５、議案第42号平成29年度菊陽町後期高齢者医療特別会計補正予算

（第２号）についてを議題とします。 

 健康・保険課長、説明を求めます。 

○福祉生活部審議員兼健康・保険課長（阪本章三君） おはようございます。 

 議案第42号平成29年度菊陽町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）について御説明い

たします。 

 予算書の１ページをお開きください。歳入歳出予算の補正は、第１条の歳入歳出予算の総額

に50万4,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を３億4,245万1,000円とするものであります。 

 ６ページと７ページをお開きください。今回の補正は、歳入では諸収入を増額し、歳出では

諸支出金を増額するものであります。保険料の還付に伴う財源を歳入として６ページの諸収入

で受け入れて、７ページの歳出の諸支出金から還付対象の被保険者に支出するものです。 

 ８ページをお開きください。歳入の内容について説明いたします。 

 款の６諸収入は、熊本地震による保険料の減免や軽減判定の修正による保険料の還付などに

伴う保険料還付金を49万1,000円と、この保険料還付に伴う還付加算金を１万3,000円増額する

ものです。 

 ９ページを御覧ください。歳出の内容について説明いたします。 

 款の４諸支出金は、歳入と同様に、熊本地震による保険料減免などに伴う保険料還付金と還

付加算金を、歳入と同額、それぞれ増額するものです。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

○議長（渡裕之君） 説明は終わります。 

 これから質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 
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              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 討論なしと認めます。 

 これから採決を行います。 

 議案第42号は原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

              〔賛成者起立〕 

○議長（渡裕之君） 全員賛成です。したがって、議案第42号は原案のとおり可決されました。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第６ 議案第４３号 平成２９年度菊陽町下水道事業会計補正予算（第２号）について 

○議長（渡裕之君） 日程第６、議案第43号平成29年度菊陽町下水道事業会計補正予算（第２

号）についてを議題とします。 

 下水道課長、説明を求めます。 

○下水道課長（矢野和幸君） おはようございます。 

 議案第43号平成29年度菊陽町下水道事業会計補正予算（第２号）について御説明いたしま

す。 

 まず、今回の補正予算編成の主な理由としましては、公共下水道事業において熊本北部流域

下水道維持管理負担金が減額となったこと、また下水道事業受益者負担金について、開発や事

業所及び住宅建設などの理由で負担金の予定額が増加したことによるものでございます。 

 それでは、１ページをお開きください。詳細につきましては、この後の補正予算実施計画で

御説明いたします。 

 まず、第２条、収益的収入及び支出の補正につきましては、既決予定額を次のとおり補正す

るものでございます。収益的収入の第１款事業収益を785万1,000円減額し、13億5,077万

8,000円としております。支出の第１款事業費用を785万1,000円減額し、13億3,821万2,000円

としております。 

 続いて、次ページの第３条、資本的収入及び支出の補正につきましては、既決予定額を次の

とおり補正するものでございます。資本的収入及び支出の全体額に補正増減額はありません

が、収入の内訳について変更、予算内においての予算組み替え調整をしております。 

 第４条、他会計からの補助金の補正につきましては、他会計補助金を2,473万4,000円減額

し、１億1,770万1,000円としております。 

 次に、４ページの補正予算実施計画をお開きください。ここからは附属書類になりますが、

主なものを御説明いたします。 

 まず、収益的収入の款の１事業収益、項の２営業外収益、目の２他会計補助金は、次ページ

の項の１営業費用の減額に伴いまして785万1,000円減額し、7,441万円とするものです。 

 以上、収入合計は、785万1,000円減額し、13億5,077万8,000円とするものです。 

 次に、５ページの支出ですが、款の１事業費用、項の１営業費用、目の１管渠費は、熊本北

部流域下水道維持管理負担金1,365万1,000円の減額により３億4,233万7,000円とするもので
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す。熊本北部流域下水道維持管理負担金については、昨年度の負担額が昨年度の実績数量に応

じて今年度精算されますので、その精算額を減額しております。 

 続いて、目の５総係費は、下水道事業受益者負担金の増額見込みに対応するための一括納付

報奨金の増額で580万円を増額し、6,087万3,000円とするものです。 

 以上、支出合計は、785万1,000円減額し、13億3,821万2,000円とするものです。 

 次に、６ページをお開きください。資本的収入の款の１資本的収入、項の３負担金、目の２

受益者負担金は、開発や事業所及び住宅建設などに伴う増額見込み額でございまして、

1,688万3,000円増額し、3,189万2,000円としております。 

 続いて、項の４補助金、目の３他会計補助金は、建設改良費に関する一般会計からの繰入金

でございますが、受益者負担金の増額見込みに合わせて1,688万3,000円減額し、3,329万

1,000円としております。 

 次の８ページは平成29年度予定キャッシュフロー計算書、それから10、11ページには平成

29年度末の予定貸借対照表、12、13ページには貸借対照表等に関する注記を掲載しておりま

す。 

 以上で説明を終わります。よろしくお願いいたします。 

○議長（渡裕之君） 説明は終わります。 

 これから質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 討論なしと認めます。 

 これから採決を行います。 

 議案第43号は原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

              〔賛成者起立〕 

○議長（渡裕之君） 全員賛成です。したがって、議案第43号は原案のとおり可決されました。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第７ 諮問第２号 人権擁護委員候補者の推薦につき議会の意見を求めることについて 

○議長（渡裕之君） 日程第７、諮問第２号人権擁護委員候補者の推薦につき議会の意見を求め

ることについてを議題とします。 

 人権教育・啓発課長、説明を求めます。 

○人権教育・啓発課長（古賀直之君） おはようございます。 

 諮問第２号は、人権擁護委員候補者の推薦について、人権擁護委員法第６条第３項の規定に
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基づき議会の意見を求めるものでございます。 

 人権擁護委員のうち１名の方が平成30年３月31日をもって任期満了になりますので、別府逸

郎様を再任の候補としてお願いするものであります。 

 別府逸郎様は、菊陽町沖野４丁目11番19号にお住まいで、昭和27年９月７日生まれの65歳で

ございます。別府様は、昭和46年４月に熊本県庁に入庁され、平成25年３月に退職されるまで

の熊本県庁在職中、20年以上、高齢者、障害者、児童福祉行政に携わられ、現在は福祉施設に

おいて障害者の自立支援及びその家族の支援活動に取り組んでおられます。別府様は、人格及

び識見ともに高く、平成27年４月から人権擁護委員として積極的に活動されており、平成30年

４月から２期目の再任をお願いするものでございます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議長（渡裕之君） 説明は終わります。 

 これから質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論を行います。 

 討論ありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 討論なしと認めます。 

 これから採決を行います。 

 諮問第２号人権擁護委員候補者の推薦につき議会の意見を求めることについて、別府逸郎君

を適任とすることに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 異議なしと認めます。したがって、諮問第２号は別府逸郎君を適任とする

ことに決定をいたしました。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第８ 委員長報告（付託案件）・質疑・討論・表決 

○議長（渡裕之君） 日程第８、委員長報告を行います。 

 各委員会に付託しました案件につきまして、審議の経過と結果を各委員長に報告を求めま

す。 

 順序は、総務常任委員会、産業建設常任委員会の順とします。 

 総務常任委員長本孝寿君。 

○総務常任委員長（本孝寿君） それでは、ただいまより総務常任委員会の委員長報告を行わせ

ていただきます。 

 総務常任委員会に付託されました議案第40号菊陽町空家等対策協議会条例の制定について、
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そしてまた請願第２号「定周機（完全な信号機）の設置を含めた交差点の総合的改良をもとめ

る」請願書の２件について、審議の経過と結果を報告をいたします。 

 まず、12月８日でございますが、議案については担当課長から、請願書については紹介議員

の甲斐議員から詳細な説明を受け、質疑応答、また現地視察を行い、慎重審議を行いました。

議員各位におきましては、要点筆記した資料が配付をされておりますので、主なものだけを報

告をいたします。 

 まず、議案第40号菊陽町空家等対策協議会条例の制定についてでございます。 

 本条例をつくることになった経緯について教えてほしいという質問がございました。担当課

長から、空家等対策の推進に関する特別措置法第４条に、市町村の責務として、空家等対策計

画の作成及びこの計画に基づく空き家等に関する対策の実施など、必要な措置を適切に講ずる

よう努めるものとする努力規定が定められている。そこで、同法第７条の規定では、空家等対

策計画の作成及びその対策の実施に関する協議を行うための協議会を組織することができると

定められているため、設置するもの。菊陽町においても今後空き家が増加すると見込まれるた

め、早い段階での対策が必要であると考え、本条例を上程したとの答弁でございました。 

 次に、協議会の委員は他市町村も同様かという質問がございました。その答弁におきまして

は、自治体ごとの判断にもよるが、空家等対策の推進に関する特別措置法の中で例示列挙され

ているとのことでございました。 

 また、菊陽町空家等対策協議会条例第３条に規定する協議会に町議会議員が就任することに

ついて、担当課長から説明がございました。少し長くなりますが、重要なところでございます

ので、御説明をさせていただきます。 

 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号）第７条第１項及び第２項の

規定に基づき、協議会を設置し、委員を選任するもの。空家等対策の推進に関する特別措置

法、（協議会）、第７条、市町村は空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を

行うための協議会を設置することができる。第２項、協議会は市町村長のほか、地域住民、市

町村の議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長

が必要と認める者をもって構成をする。 

 地方自治法第138条の４第３項において次のように定められている。普通地方公共団体は、

法律または条例の定めるところにより、執行機関の附属機関として自治紛争処理委員、審査

会、審議会、調査会、その他調停、審査、諮問または調査のための機関を置くことができる。

ただし、法令で定める執行機関についてはこの限りでない。 

 執行部が設置する附属機関の構成員に議会議員を加えることの可否については、昭和28年１

月21日自行行発第16号の福岡県知事室長宛て行政課長回答の行政実例の問いで、附属機関の構

成員に議会の議員を加えることができるかというところの答えで、違法ではないが適当ではな

いとされております。 

 また、各自治体によっては、議会議員について、執行機関と議決機関の権限を明確に分離
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し、相互に適正な制御、均衡を図るという地方自治の建前から、就任しない、選任しない。た

だし、ほかに適任者がいない場合において、専門的知識、経験等を有する者の就任、選任につ

いてはこの限りではないという規定を定め、議員の委員就任を制限している自治体もある。 

 一方、従前から附属機関等に議員が就任、選任しているのは、法律に規定している附属機関

を含めて、附属機関等の委員に議員が就任、選任することにより、附属機関における審議、協

議の内容が総合的に高まる。附属機関等の委員に議員が就任、選任することにより、審議、協

議等の内容が議会によく周知できる。附属機関等で審議、協議している事項は多岐にわたり、

特に最近の審議、協議事項は、政・官・労・使、地域、職域、業種、少・青・壮・老等の各界

各層各分野にわたり、また影響を与えることから、議員の参画は有効であるというメリットが

あることから附属機関への就任を評価している自治体もある。 

 このように、附属機関への議員就任については両論があり、それぞれの自治体の判断とな

る。すなわち、議決機関というよりチェック機関としての議会という位置づけをとるのか、あ

るいは町が抱える課題解決のために、ほかの専門家、町民等の委員と一緒になって審議、協議

をするという考えをとるのかということである。その意味で、地方自治法第138条の４は附属

機関の構成メンバーについては規定せず、それぞれ自治体に任せたということであり、今回の

空家等対策協議会条例においては、法律の例示がされていることから、議会議員の委員就任の

条文として提案をしているところという説明がございました。 

 議案第40号は菊陽町空家等対策協議会条例の制定であり、その中の組織に町議会議員が明記

してあっても、協議会の委員は町長が委託することとなっており、町長が議会に対して協力依

頼をすることとなり、その後での議会の判断となるという説明を受けました。 

 次に、請願第２号「定周機（完全な信号機）の設置を含めた交差点の総合的改良をもとめ

る」請願書についてでございます。 

 これまでの経緯を担当部長より説明を受けました。平成16年度の武蔵ヶ丘小学校の通学路に

関する要望書では、２方向へ渡れる横断歩道と信号機の設置と記載をされており、定周期信号

機設置の要望であったが、信号機設置の優先順位がそれほど高くないとの判断で押しボタン式

信号機の設置となっている。平成19年度から押しボタン式信号機で上申をされております。平

成22年３月に押しボタン式信号機が設置される。その後、平成25年12月議会において、請願第

５号「完全な信号機の設置または今ある歩行者用押しボタン信号機の移設と横断歩道の移設を

もとめる」で総務常任委員会に付託をされましたが、継続審査となり、審議未了となっている

との説明でございました。 

 説明後に現地で説明を受けて、道路改良が現段階では困難であること、信号機設置の判断を

議論するにはまだまだ時間を要することが必要であるということとなりました。 

 以上が審議の主な経過でございます。 

 なお、付託された案件につきましては、採決を行いました結果、議案第40号菊陽町空家等対

策協議会条例の制定については、全員賛成により原案のとおり可決するべきものと決しまし
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た。また、請願第２号「定周機（完全な信号機）の設置を含めた交差点の総合的改良をもとめ

る」請願書につきましては、全員賛成により継続審査と決しました。 

 これで総務常任委員会に付託されました案件についての審議の経過と結果の報告を終わりま

す。 

 なお、質疑につきましては自席から答弁をさせていただきます。 

○議長（渡裕之君） 総務常任委員長の報告を終わります。 

 これから各案件ごとに質疑、討論、採決を行います。 

 まず初めに、議案第40号菊陽町空家等対策協議会条例の制定について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 討論なしと認めます。 

 これから採決を行います。 

 議案第40号菊陽町空家等対策協議会条例の制定について、委員長の報告は可決であります。

委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

              〔賛成者起立〕 

○議長（渡裕之君） 全員賛成です。したがって、議案第40号は委員長の報告のとおり可決をさ

れました。 

 次に、請願第２号「定周機（完全な信号機）の設置を含めた交差点の総合的改良をもとめ

る」請願について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 討論なしと認めます。 

 これから採決を行います。 

 請願第２号「定周機（完全な信号機）の設置を含めた交差点の総合的改良をもとめる」請願

書について、委員長の報告は継続審査であります。委員長の報告のとおり決定することに賛成

の方は起立願います。 

              〔賛成者起立〕 
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○議長（渡裕之君） 全員賛成です。したがって、請願第２号は委員長の報告のとおり継続審査

とすることに決定をいたしました。 

 しばらく休憩します。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

              休憩 午前11時２分 

              再開 午前11時11分 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

○議長（渡裕之君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に、産業建設常任委員長中岡敏博君。 

○産業建設常任委員長（中岡敏博君） それでは、産業建設常任委員会に付託されました議案第

44号町道路線の認定について、審議の経過と結果を報告いたします。 

 12月８日、土木部長から詳細な説明を受け、質疑応答を行い、慎重に審議しました。議員各

位には要点筆記した資料が配付されておりますので、できるだけ多く報告をしたいと思いま

す。 

 まず初めに、本件においては、本会議において担当課長が答弁されておりますが、問題提起

ということで２つありまして、それについて詳細な説明を受けました。１つ目は、民間開発に

より築造される道路形状の問題、分かりやすく言えば通り抜けではないということ、そしてそ

の原因は町の指導等が不十分だからではないのか。２つ目は、行き止まり道路は好ましくな

い、よって町が帰属を受けることそのものが不適切ではないかというものでありました。この

２つの質問に対し、法律的な観点と現実的な観点から説明を受けました。 

 まず、行政は法律に優位しないという行政執行の大原則があるということ。国、県、市町村

を問わず、行政行為は法律に基づき行わなければならないということです。 

 次に、今回の開発道路を規定する法律は都市計画法になります。その内容では、開発行為を

行おうとする者は知事の許可を受けなければならない、そして知事は国が定める基準に適合し

ているときは許可をしなければならないというものでございます。要するに、開発許可の権限

は県にあり、県は行き止まりの道路であっても、幅員、隅切り、自動車転回広場等が国の基準

に適合していれば許可をしなければならない。許可をしないと違法であると規定されていると

いうことでございました。さらに言いますと、開発行為により設置された道路等の公共施設は

市町村に帰属するとの基本原則があり、本町としても、この法律根拠に基づき、開発道路の帰

属及び管理を行っているとの説明でございました。 

 次に、現実的な観点、これも重要でございます。１つ目は、通り抜けの道路を求めることが

現実的に可能であるのか。２つ目は、町に帰属せず共有の私道、これは私道ですが、となった

ときにどのような問題が発生するかについて説明をいただきました。 

 結論から、開発業者に通り抜けの道路を求めることは極めて困難である。理由は、宅地分譲

が可能な市街化区域、集落内開発条例の区域は周りが既に宅地化している場合がほとんどであ
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るということ。通り抜けの計画とするためには、その先の公道までの第三者の土地を買収した

り、建物を除去したりする必要があるということでございました。 

 また、開発道路が私道になると次のような問題が生じるということで、道路には上下水道管

が布設されている。これが損壊しても、私道では町による修理ができない。次に、水道の漏水

があっても、私道内であれば料金メーターが上がらず、漏水だけが続くことになるということ

もあり、水道企業団からも極力町に帰属するように求められているということでございまし

た。ほかに、道が傷んででこぼこになっても、私道であれば町が舗装を行うこともできないと

いうことでございました。この結果、住民の方々が、何のために住民税、固定資産税を払って

いるのかとの疑問が生じ、納税意識の低減も心配されるということ。なぜ町が引き取らなかっ

たのかと問われたときに、行き止まりであるからという説明では理解を得ることが困難である

ということでございました。 

 最後に、通過交通が目的の幹線道路とは異なり、住宅、店舗等のための開発道路、いわゆる

街路は、上下水道、電柱など、町民生活のみならず事業活動を行うためのライフラインであ

り、また防災上の根幹をなす都市施設であるということで、法律で町が管理することが予定さ

れておりますし、町道の認定の議決によって地方交付税の算定対象になっているという分かり

やすい説明をいただきました。 

 その後、現地の視察を行いました。 

 以上が審議の主な経過です。 

 なお、議案第44号につきまして採決を行いました結果、全員賛成により原案のとおり可決す

べきものと決しました。 

 これで産業建設常任委員会に付託されました案件について審議の経過と結果の報告を終わり

ます。 

 なお、質疑におきましては自席から答弁させていただきます。 

○議長（渡裕之君） 産業建設常任委員長の報告を終わります。 

 次に、議案第44号町道路線の認定について質疑を行います。 

 質疑ありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

 北山正樹君。 

○９番（北山正樹君） 議案第44号町道路線の認定について、反対の立場で討論いたします。 

 今、産業建設常任委員長の方から詳細な審議の説明をいただきました。議事録もいただきま

して、書いてるとおりはそのとおりだと思っております。ただ、法律にのっとって云々という

ことがありましたけれども、法律は解釈という要素が入ってます。農地の地域内開発のことに
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ついても、熊本県以外の他県は割と柔軟に対応してるのに、熊本県の判定は非常に厳しいとい

うのは、僕がたしか産業建設常任委員長やってるときに担当課の方からの説明で聞いた覚えが

あります。結局、いろんなものの、法律も含めてです、解釈というものがそこに入りますの

で。 

 で、この町道路線のことについて、僕は１つだけ欠けてる視点があると思ってるんです。そ

れは、先日の僕の質疑のときにも申し上げましたが、菊陽町、自分たちの町のまちづくりをど

のようにしていくのかということについての視点がないという点です。つまり、開発行為は確

かに権限は県にあります。だから、県がやるからしょうがないという発想なのかね。それと

も、我々が住む菊陽町は自分たちの考えでどのようにつくっていくのかということの発想から

物事を捉えていくという視点がなかったというのは大変残念かなと、そのように思います。 

 僕の方がちょっと調べたら、町道の、失礼します、ちょっと眼鏡をかけます。私道寄贈、市

町村は受領することは義務化というホームページがございました。そこを見ると、私道とはい

え立派な財産であり、寄附をすると言えば、どこの自治体でもすぐに受け付けるように感ずる

人もいるでしょう。ところが、問題はそれほど簡単ではありません。公道として取り扱うこと

になれば、その舗装や維持管理などの費用を自治体が負担しなければならず、予算の中から公

費を投入するわけですから、それに見合う道路でなければ寄附を受け付けないというのが原則

です。 

 先日の私の質疑の中で建設課長の方が一番先に答弁されたことに、道というのは公道から公

道につながっていく、つまり通り抜けができるということを原則とするというふうにお答えを

されたと思います。その中でも、ここがその点に触れておりまして、じゃ、道路というものは

どういうものかというと、寄附地の道路が一般の人や車の通行が可能であること。つまり、公

道ですから、多くの人が通り抜ける、そこに住んでいない人も通り抜けるということが大前提

として公道として認定するというのが常識のようです。つまり、袋小路ですと、そこの人たち

しかその道路を使わない、多くはですね。郵便配達とか、そういうのは入ってくるかもしれま

せんけど。要するに、普通の人が簡単に使うことはない。そこに町の公金を使うということに

なりますので、予算という観点から、寄附を受け付けると自治体に道路管理の予算が発生す

る、その予算があることなどなどが問題として提起されてました。 

 僕は、今回の現実的な問題というのは、今、委員長が報告されたそのとおりだと思います。

私道のままでしたらいろんな問題があるでしょう。しかし、今、菊陽町ではこのような道路が

たくさんできていて、ミニ開発が進んでます。その全てが、県が開発許可出してるわけです。

県の職員は、私たち菊陽町の行く末にどのぐらい責任を持って、あるいは感情といいますか、

思いといいますか、そういうものを持って取り組んでるのか僕は分かりませんけれども、法律

にのっとって、こういう申請が上がってきたから許可した。その結果、行き止まりが増え、何

らかのことのあったときにも避難できないような道路が幾つもできてしまう。そのようなこと

になったときに道路管理者としての町の責任はどうするのかということについては、やはり一
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定の考え方を持つべきではないかと思っております。そのことがあっても、なおかつ法律にの

っとって云々ということであれば、またその時点で何かを考えるべきことかもしれませんけれ

ども、菊陽町のまちづくりという視点がないまま、申請されたので受け付けるということで

は、やはり問題をずっと増やしていくことになっていくと、そのように思っております。 

 この菊陽町に住む人々が、一番奥に住んだ人が、道路とはいえ一般の通行路ですけど、ちょ

っと視点変えますが、今、復興まちづくりという話が進んでおりますね。町の方の説明でも、

道路というのは避難路という考え方もあったと思います。生活道路であるという側面と同時

に、避難路としての機能もあわせ持たなければならない。そういうときに、行き止まりの道が

たくさん増えていくのはいかがかなと、そのように思い、私はこの案に反対をいたします。 

○議長（渡裕之君） ほかに討論ありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 討論なしと認めます。 

 これから採決を行います。 

 議案第44号町道路線の認定について、委員長の報告は可決であります。委員長の報告のとお

り決定することに賛成の方は起立願います。 

              〔賛成者起立〕 

○議長（渡裕之君） 賛成多数です。したがって、議案第44号は委員長の報告のとおり可決され

ました。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第９ 発議第３号 道路事業予算の総額確保等に関する意見書（案） 

○議長（渡裕之君） 日程第９、発議第３号道路事業予算の総額確保等に関する意見書（案）に

ついてを議題とします。 

 この議案は、北山正樹君外３名の議員から提出されたものであります。 

 提出者を代表して、北山正樹君より趣旨の説明をお願いいたします。 

○９番（北山正樹君） それでは、発議第３号の提案する前に趣旨の説明をしたいと思います。そ

の背景、趣旨ですね、それを申し述べます。 

 第１に、道はしばしば血管に例えられることは周知の事実です。まず原野があって、人が歩

き、やがてその踏み跡から道になっていきました。その道は、人の往来とともに多数になり、

より複雑になっていきました。道路は人の活動が顕在化したもので、近代においては地域社会

の命とも言えるもので、その重要さは論をまちません。 

 しかし、現実に目を落とせば、今定例会に提出された承認第８号にあるように、全ての町道

を限られた職員で管理、維持することには限界があります。また、人々や物流の広域化などに

より、町内外からの交通量がますます増加してきています。今後とも道路の管理拡張は続けて

いかなければなりません。さらに、人口減少に悩む地方という点からも、熊本県の中心である

本町とその周辺自治体の役割は、今述べた観点から重要と言わなければなりません。 
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 以上から発議を提出いたしますが、本来は中岡議員が本来の意味での発議者でありますが、

議会運営委員会からの提出という結論から私が代表者となって提出をいたします。 

 では、発議書をおとりいただきたいと思います。 

 発議３号、私が提出者ですが、御覧の３名の賛同議員をもって提出をいたします。内容は、

道路事業予算の総額確保等に関する意見書（案）です。 

 上記の議案を、別紙のとおり、菊陽町議会会議規則第14条第１項及び第２項の規定により提

出をいたします。 

 提案理由は、主要町道の整備の推進と既存道路施設の老朽化対策など、適正な維持管理を図

る必要があるため、国に道路事業予算の確保と、平成30年度以降も引き続き道路財特法の補助

率等のかさ上げ措置の継続を要望するものでございます。 

 ２ページの内容は、以前にお渡ししておりますので、皆さん方がもう既にお目に通されたこ

とだと思っております。 

 なお、質疑のことについては自席の方から答弁をいたします。皆様方の賛同をよろしくお願

いをいたします。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） 趣旨の説明は終わります。 

 これから質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

 小林久美子君。 

○１６番（小林久美子君） 発議第３号道路事業予算の総額確保等に関する意見書に反対の討論を

行います。 

 今、提案理由として北山議員の方からありました。そしてまた、道路事業予算の総額確保等

に関する意見書（案）の、菊陽町は熊本県の中心都市熊本市の北東部に位置し、から、ちょう

ど中段ですけど、このため国におかれては本町の状況を十分考慮いただき、今後も計画的かつ

着実な道路整備の推進及び老朽化対策のために必要な道路事業予算の総額を安定的かつ継続し

て十分に確保するよう強く要望するというところまでは、非常にそのとおりだなというふうに

思っています。 

 ただ、道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律なんですけれども、以前、道

路特別法から一般財源化という議論もありまして、2008年にはかなり個別の道路事業がパッケ

ージによっても認められるようになって、地方にとっては使い勝手のよいものになってるとい

うのは十分承知してるんですけれども、やはり道路、この場合は全国にまたがる道路予算の総
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額確保なので、私たちからすると、町内ではないんですけど、全国的にはその道路はどうか

と、無駄遣いではないかと思うようなこともありまして、道路財特法の補助率等のかさ上げで

はなくて一般財源化して、地方自治体や住民が予算の使い方を十分選択できるように一般財源

化することが必要ではないかと考え、この点について納得できないということで反対するもの

です。 

 以上です。 

○議長（渡裕之君） ほかに討論ありませんか。 

              〔「なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 討論なしと認めます。 

 これから採決を行います。 

 発議第３号は原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

              〔賛成者起立〕 

○議長（渡裕之君） 賛成多数です。したがって、発議第３号は原案のとおり可決されました。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第１０ 議員派遣について 

○議長（渡裕之君） 日程第10、議員派遣についてを議題とします。 

 お諮りします。 

 １月から３月にかけて議員派遣が生じたときや議員派遣する場合において、諸事情により期

間や派遣場所、派遣議員等の変更が生じる場合は、その変更に当たっては議長に一任をいただ

きたいと思いますが、御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 異議なしと認めます。したがって、１月から３月にかけて議員派遣が生じ

たときや議員派遣する場合において、諸事情により期間や派遣場所、派遣議員等の変更が生じ

る場合は、その変更に当たっては議長に一任することに決定をいたしました。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

  日程第１１ 常任委員会の閉会中の特定事件（所管事務）調査について 

○議長（渡裕之君） 日程第11、常任委員会の閉会中の特定事件調査の件を議題とします。 

 各常任委員長から、所管事務のうち、会議規則第75条の規定によって、議席に配付しました

特定事件の調査事項について、閉会中の継続調査の申し出があります。 

 お諮りします。 

 各委員長からの申し出のとおり、閉会中の継続調査とすることに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 異議なしと認めます。したがって、各委員長から申し出のとおり、閉会中

の継続調査とすることに決定をいたしました。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 
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  日程第１２ 議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査について 

○議長（渡裕之君） 日程第12、議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査の件を議題とします。 

 議会運営委員長から、会議規則第75条の規定によって、議席に配付しました本会議の会期日

程等議会の運営に関する事項、議長の諮問に関する事項について、閉会中の継続調査の申し出

があります。 

 お諮りします。 

 委員長から申し出のとおり、閉会中の継続調査とすることに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 異議なしと認めます。したがって、委員長からの申し出のとおり、閉会中

の継続調査とすることに決定をいたしました。 

 最後に、お諮りをいたします。 

 本定例会において議決されました各案件について、その条項、字句、その他の整理を要する

ものについては、会議規則第45条の規定により、その整理を議長に一任いただきたいと思いま

すが、これに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（渡裕之君） 異議なしと認め、お諮りしたとおり決定をいたしました。 

 以上で本日の日程は全て終了いたしました。 

 これで平成29年第４回菊陽町議会定例会を閉会いたします。 

 御苦労さまでした。 

            ～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

              閉会 午前11時40分 
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